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情報デザイン学部　カリキュラムマップ

【履修モデル】

※単位数換算：講義 15H/1単位,演習 30H/1単位,実習 30H/1単位

必修 選択 自由 CP① CP② CP③ CP④ CP⑤ CP⑥ CP⑦ CP⑧ SD IoT AI CS CG DE

数学（線形代数） 講義 1前 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

数学（微分積分） 講義 1前 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

物理（力学） 講義 1前 2 ◎ ○ ○

数学（確率・統計） 講義 1後 2 ◎ ○ ○ ○ ○

物理（電子回路） 講義 1後 2 ◎ ○ ○

論理学 講義 1・2④ 1 ○ ◎

情報リテラシー 講義 1・2前 2 ○ ◎

現代社会学 講義 1・2後 2 ○ ◎ ○ ○ ○

科学技術フロンティア 講義 １・2前 2 ○ ◎ ○ ○ ○

企業経営のための経済学基礎 講義 2前 2 ○ ◎ ○

異文化理解 講義 1・2後 2 ○ ◎ ○ ○

アカデミックスタディ 演習 1① 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

ウェルネス 演習 １・2前 1 ◎

脳と心のしくみ入門 講義 １・2前 2 ◎

キャリアデザインⅠ 講義 1後 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

キャリアデザインⅡ 講義 2後 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

ビジネスコミュニケーション 講義 3② 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

キャリアデザインⅢ 講義 3④ 1 ◎

色彩構成基礎 演習 1・2前 2 ◎

ビジュアル表現基礎 演習 １・2前 2 ◎ ○ ○ ○

ビジュアルコミュニケーション基礎 演習 1・2後 1 ◎ ○

造形表現基礎 演習 1・2後 2 ◎ ○ ○ ○

音楽表現基礎 演習 1・2前 1 ◎ ○

コミュニケーション英語Ⅰ 演習 1・2前 1 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○

コミュニケーション英語Ⅱ 演習 1・2後 1 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○

コミュニケーション英語Ⅲ 演習 1・2前 1 ◎

コミュニケーション英語Ⅳ 演習 1・2後 1 ◎

コミュニケーション英語Ⅴ 演習 3前 1 ◎

コンピュータ基礎 演習 1前 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

Cプログラミング 実習 1前 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

Pythonプログラミング 実習 1前 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

情報デザイン基礎 講義 1後 2 ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

情報数学（情報・符号理論） 講義 1後 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

プログラミング応用 実習 1後 2 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Linux演習 演習 1後 1 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○

セキュリティ基礎 講義 1③ 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

情報関連法規と情報倫理 講義 1④ 1 ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

情報システム基礎 講義 2前 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

技術英語 演習 2前 1 ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

インターネット技術概論 講義 2後 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

Web技術 実習 2後 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

人工知能 講義 2後 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

スクリプトプログラミング 講義 2① 1 ◎ ○ ○ ○ ○

信号処理 講義 2① 1 ◎ ○ ○ ○ ○

SD:システムデザイン,IoT:IoTデザイン,

AI:AIデザイン,CS:サイバーセキュリティデザイン

CG:CGデザイン,DE:デジタルエンターテイメントデザイン

履修モデル：◎必修 〇モデル推奨 (●コア科目)

CP⑤：デザイン思考に基づくデザインプロセス（分析・課題発見・試行錯誤・提案・評価）を理解
し、批判的かつ創造的に考える力を身につけるための科目を配置する。

CP⑥：デザイン思考に基づくデザインプロセス（分析・課題発見・試行錯誤・提案・評価）をPBL型
授業や実務現場で繰り返し経験し、関連する他者（ステークホルダー）と連携し協働するための能力
を身につけるための科目を配置する。

CP⑦：社会全体の基礎的なリテラシーを身につけ、職業意識や職業観ならびに職業規範、倫理観を学
び、生涯を通じ学習しつづける姿勢を醸成するための科目を配置する。

CP⑧：これまでに修得した知識・技術ならびにスキルの統合を図り、情報や情報技術を活用した新し
い商品やサービスを生み出すための実践的かつ創造的な能力を養う科目を配置する。

【ディプロマ・ポリシー（DP）】 【カリキュラム・ポリシー（CP）　編成の方針】

CP①：情報に関する基本的知識と情報技術を身につけるための科目を配置する。

CP②：本学が設定する履修モデルの対象領域における、情報の発展的な知識と実践的な技術を身につ
けるための科目を配置する。

DP①:情報学の専門知識と専門技術

DP②:情報技術を他分野に展開するための基礎知識

知
識
・
理
解

CP③：職業専門科目の知識や技術をベースとして、創造的な役割を果たすために必要となる関連他分
野の知識としてビジネスとイノベーションの基本知識を身につける科目を配置する。

CP④：広く自然科学のリテラシーとなる基礎知識を身につけるための科目、アートの観点から創造力
につなげるための科目、グローバル社会における職業人として必要となる、英語でのコミュニケー
ション力を高めるための科目を配置する。

DP③:生涯にわたり自らの資質を向上させるための基礎知識

DP④:問題解決を追究するための批判的思考力・創造力

DP⑤:連携・協働して仕事を行うためのコミュニケーション力・コラボ
レーション力

汎
用
的
技
能

科目
区分

授業科目の名称
授業
形態

配当
年次

単位数 カリキュラムマップ：◎CPに直結する科目 〇CPに関連する科目

DP⑥:成長的思考・態度

DP⑧:実践的・創造的思考力

DP⑦:職業観・倫理観

態
度
・

志
向
性

統
合
・

創
造

基
礎
科
目

<

数
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基
礎
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<

現
代
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【資料１】カリキュラムマップ
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DP⑦:職業観・倫理観

態
度
・

志
向
性

統
合
・

創
造

アルゴリズム 講義 2前 2 ◎ ○ ○ ○ ○

オペレーティングシステム 実習 2前 1 ◎ ○ ○

数値計算 講義 2② 1 ◎ ○ ○ ○

制御システム 講義 2② 1 ◎ ○ ○

コンピュータアーキテクチャ 講義 2② 1 ◎ ○ ○ ○

プログラム言語処理系 演習 2後 1 ◎ ○ ○ ○ ○

通信とネットワーク 講義 2後 2 ◎ ○ ○ ○ ○ ○

データベース構築技術 実習 2後 1 ◎ ○ ○ ○ ○

ヒューマンファクタ 講義 2後 2 ◎ ○

情報デザイン応用 講義 2前 2 ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

Windowsプログラミング 演習 2前 1 ◎ ○ ○ ○ ○

数理・統計プログラム 講義 2前 2 ◎ ○ ○

認知科学 講義 2前 2 ◎ ○

CGモデリング演習 演習 2前 1 ◎ ○

CGプログラミング演習 演習 2前 1 ◎ ●

並列計算 講義 2③ 1 ◎ ○ ○ ○ ○

情報デザイン展開 講義 2後 2 ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

モバイルシステム 講義 2後 2 ◎ ○

分散システム 講義 2後 2 ◎ ○ ○ ○

メディア処理 演習 2後 1 ◎ ○ ○

パターン認識 講義 2後 2 ◎ ○ ○ ○

ゲームエンジン演習（CG） 演習 2後 1 ◎ ○

ゲームエンジン演習（GAME） 演習 2後 1 ◎ ●

ゲーム制作演習 演習 2後 1 ◎ ●

IoTシステム 講義 3前 2 ◎ ○ ● ○

モデルベース型デザイン論 講義 3前 2 ◎ ○ ○

クラウドとビッグデータ 講義 3前 2 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○

サーバー構築技術 実習 3前 1 ◎ ◯ ○ ○ ○ ○ ○ ○

データサイエンス 実習 3前 1 ◎ ◯ ●

機械学習 講義 3前 2 ◎ ○ ○ ○

セキュアプログラミング 実習 3前 1 ◎ ◯ ○ ● ○

ネットワークセキュリティ 講義 3前 2 ◎ ○ ○

リスク分析とインシデント対応 講義 3前 2 ◎ ●

暗号と認証技術 講義 3前 2 ◎ ○ ○

コンテンツ制作実習 実習 3前 1 ◎ ◯ ●

モーションキャプチャー実習 実習 3前 1 ◎ ◯ ○

ゲーム制作実習 実習 3前 1 ◎ ◯ ●

感性情報処理 講義 3前 2 ◎ ○

システムプログラミング 演習 3前 1 ◎ ○

ロボット学概論 講義 3④ 1 ◎ ○

IoTセキュリティ 講義 3④ 1 ◎ ○ ○

プラグイン開発演習 演習 3④ 1 ◎ ●

ゲーム情報学 講義 3④ 1 ◎ ○

クラウド応用演習 演習 3④ 1 ◎ ●

<

情
報
専
門
基
礎

>
職
業
専
門
科
目 <

情
報
専
門
発
展

>
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CP⑥：デザイン思考に基づくデザインプロセス（分析・課題発見・試行錯誤・提案・評価）をPBL型
授業や実務現場で繰り返し経験し、関連する他者（ステークホルダー）と連携し協働するための能力
を身につけるための科目を配置する。

CP⑦：社会全体の基礎的なリテラシーを身につけ、職業意識や職業観ならびに職業規範、倫理観を学
び、生涯を通じ学習しつづける姿勢を醸成するための科目を配置する。

CP⑧：これまでに修得した知識・技術ならびにスキルの統合を図り、情報や情報技術を活用した新し
い商品やサービスを生み出すための実践的かつ創造的な能力を養う科目を配置する。

【ディプロマ・ポリシー（DP）】 【カリキュラム・ポリシー（CP）　編成の方針】

CP①：情報に関する基本的知識と情報技術を身につけるための科目を配置する。

CP②：本学が設定する履修モデルの対象領域における、情報の発展的な知識と実践的な技術を身につ
けるための科目を配置する。

DP①:情報学の専門知識と専門技術

DP②:情報技術を他分野に展開するための基礎知識

知
識
・
理
解

CP③：職業専門科目の知識や技術をベースとして、創造的な役割を果たすために必要となる関連他分
野の知識としてビジネスとイノベーションの基本知識を身につける科目を配置する。

CP④：広く自然科学のリテラシーとなる基礎知識を身につけるための科目、アートの観点から創造力
につなげるための科目、グローバル社会における職業人として必要となる、英語でのコミュニケー
ション力を高めるための科目を配置する。

DP③:生涯にわたり自らの資質を向上させるための基礎知識

DP④:問題解決を追究するための批判的思考力・創造力

DP⑤:連携・協働して仕事を行うためのコミュニケーション力・コラボ
レーション力

汎
用
的
技
能

科目
区分

授業科目の名称
授業
形態

配当
年次

単位数 カリキュラムマップ：◎CPに直結する科目 〇CPに関連する科目

DP⑥:成長的思考・態度

DP⑧:実践的・創造的思考力

DP⑦:職業観・倫理観

態
度
・

志
向
性

統
合
・

創
造

Webアプリケーション開発演習 演習 3④ 1 ◎ ●

IoTデバイス開発演習 演習 3④ 1 ◎ ●

デジタルマーケティング演習 演習 3④ 1 ◎ ○

人工知能演習 演習 3④ 1 ◎ ●

脅威分析演習 演習 3④ 1 ◎ ●

ロボット学実習 実習 4① 1 ◎ ◯ ●

セキュリティマネジメントと標準化 講義 4① 1 ◎ ○

プラグイン開発実習 実習 4① 1 ◎ ◯ ●

ゲーミフィケーション論 講義 4① 1 ◎ ●

クラウド応用実習 実習 4① 1 ◎ ◯ ●

Webアプリケーション開発実習 実習 4① 1 ◎ ◯ ●

IoTデバイス開発実習 実習 4① 1 ◎ ◯ ●

デジタルマーケティング実習 実習 4① 1 ◎ ◯ ●

パターン・メディア処理実習 実習 4① 1 ◎ ◯ ●

セキュリティ監査実習 実習 4① 1 ◎ ◯ ●

デザイン思考 講義 1前 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

情報デザイン演習 演習 1後 1 ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

エスノグラフィ 講義 2前 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

情報デザイン実習Ⅰ 実習 2後 2 ◯ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

UI/UXデザイン 講義 3① 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

情報デザイン実習Ⅱ 実習 3② 1 ◯ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

情報デザイン実習Ⅲ 実習 4① 1 ◯ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

臨地実務実習Ⅰ 実習 3③ 11 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

臨地実務実習Ⅱ 実習 4② 11 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

事業戦略 講義 2後 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

マーケティング 講義 2後 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

アカウンティング 講義 3前 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

リーダーシップとチームビルディング 講義 3前 2 ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

イノベーション戦略 講義 3前 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

IT産業とイノベーション 講義 3前 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

ビジネスプランニング 講義 3④ 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

人的資源と組織論 講義 3④ 1 ◎ ○ ○ ○ ○ ○

オペレーションズマネジメント 講義 3④ 1 ◎ ○ ○ ○ ○

プロジェクトマネジメント 講義 4① 1 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ファイナンス 講義 4① 1 ◎

知財戦略 講義 4③ 1 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国際標準 講義 4③ 1 ◎ ○ ○ ○ ○

クロステック研究A 講義 4③ 1 ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

クロステック研究B 講義 4④ 1 ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

クロステック研究C 講義 4④ 1 ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

ビジネスデザインⅠ 実習 4① 2 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

ビジネスデザインⅡ 実習 4後 4 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

総
合

科
目

<

情
報
デ
ザ
イ
ン

>

臨

地

実

務

展
開
科
目

職
業
専
門
科
目

<

情
報
専
門
発
展

>
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情報デザイン学部 情報デザイン学科 カリキュラムツリー

1T 2T 3T 4T 1T 2T 3T 4T 1T 2T 3T 4T 1T 2T 3T 4T

【知識・理解】

【汎用的技能】

【態度・志向性】

【統合・創造】

<臨地実務
実習>

-

-

基

礎

科

目

職

業

専

門

科

目

展

開

科

目

総

合

科

目

ＣＰ ＤＰ

<数理基礎>

<現代社会>

<キャリア>

科目
区分

CP①
情報に関する基本的知識と情
報技術を身につけるための科目
を配置する。

CP②
本学が設定する履修モデルの
対象領域における、情報の発
展的な知識と実践的な技術を
身につけるための科目を配置す
る。

前期 後期

4年次

CP⑥
デザイン思考に基づくデザインプロ
セス（分析・課題発見・試行錯
誤・提案・評価）をPBL型授業
や実務現場で繰り返し経験し、
関連する他者（ステークホル
ダー）と連携し協働するための能
力を身につけるための科目を配置
する。

CP⑦
社会全体の基礎的なリテラシー
を身につけ、職業意識や職業
観ならびに職業規範、倫理観
を学び、生涯を通じ学習しつづ
ける姿勢を醸成するための科
目を配置する。

CP⑧
これまでに修得した知識・技術
ならびにスキルの統合を図り、
情報や情報技術を活用した新
しい商品やサービスを生み出す
ための実践的かつ創造的な能
力を養う科目を配置する。

ＤP①
情報学の専門知識
と専門技術

ＤP②
情報技術を他分野
に展開するための基
礎知識

ＤP③
生涯にわたり自らの
資質を向上させるた
めの基礎知識

ＤP④
問題解決を追究す
るための批判的思考
力・創造力

ＤP⑤
連携・協働して仕事
を行うためのコミュニ
ケーション力・コラボ
レーション力

ＤP⑥
成⾧的思考・態度

ＤP⑦
職業観・倫理観

ＤP⑧
実践的・創造的思
考力

<アート>

<語学>

<情報
専門基礎>

<情報
専門発展>

<情報デザ
イン>

CP③
職業専門科目の知識や技術
をベースとして、創造的な役割
を果たすために必要となる関連
他分野の知識としてビジネスと
イノベーションの基本知識を身
につける科目を配置する。

CP④
広く自然科学のリテラシーとなる
基礎知識を身につけるための科
目、アートの観点から創造力に
つなげるための科目、グローバル
社会における職業人として必要
となる、英語でのコミュニケーショ
ン力を高めるための科目を配置
する。

CP⑤
デザイン思考に基づくデザインプ
ロセス（分析・課題発見・試行
錯誤・提案・評価）を理解し、
批判的かつ創造的に考える力
を身につけるための科目を配置
する。

<現代社会>

<キャリア>

<アート>

<情報
専門基礎>

<語学>

<臨地実務
実習>

展

開

科

目

-

総

合

科

目

-

履修モデル①:システムデザイン

<情報デザ
イン>

<情報
専門発展>

職

業

専

門

科

目

前期 後期

<数理基礎>

科目
区分

1年次 2年次 3年次

前期 後期 前期 後期

基

礎

科

目

キャリアデザインⅠ

コミュニケーション英語Ⅰ

キャリアデザインⅡ

データベース構築技術

並列計算

臨地実務実習Ⅰ

ビジネスデザインⅠ

Pythonプログラミング

オペレーティングシステム

情報関連法規と情報

倫理

アルゴリズム

情報数学（情報・符号理論）

インターネット技術概論

アカデミックスタディ

ｽｸﾘﾌﾟﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ

コンピュータ基礎

ビジネスコミュニケー

ション

Linux演習

コンピュータアーキ

テクチャ

情報デザイン演習

デザイン思考

数学（微分積分）

数学（確率･統計）

科学技術フロンティア

企業経営のための経済学基礎

コミュニケーション英語Ⅱ

臨地実務実習Ⅱ

情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ実習Ⅰ 情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ実習Ⅱ 情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ実習Ⅲ

セキュリティ基礎

プログラミング応用

プログラム言語処理系

情報システム基礎

通信とネットワーク

Web技術

技術英語

分散システム

クラウド応用演習クラウドとビッグデータ

Windowsプログラミング

サーバー構築技術

人工知能

ネットワークセキュリティ

事業戦略 アカウンティング

ＩＴ産業とイノベーション

マーケティング リーダーシップとチームビルディング

知財戦略

オペレーションズマネ

ジメント

ビジネスプランニング
プロジェクトマネジメ

ント

国際標準

ｸﾛｽﾃｯｸ研究A

ビジネスデザインⅡ

UI/UXデザインエスノグラフィ

イノベーション戦略

ビジュアル表現基礎

情報デザイン応用 情報デザイン展開

Cプログラミング

数学（線形代数）

クラウド応用実習

ｸﾛｽﾃｯｸ研究B

コミュニケーション英語Ⅰ コミュニケーション英語Ⅱ

科学技術フロンティア

ビジュアル表現基礎

ｸﾛｽﾃｯｸ研究C

モデルベース型デザイン論
Webアプリケーショ

ン開発演習

Webアプリケーショ
ン開発実習

情報デザイン基礎

IoTシステム

※赤   字：必修科目
青   字：コア科目

  黒    字：選択科目
  枠線太字：実習科目

ＣＰ（実施の方針）

①（授業方法）

主に知識や理論の理解を目的とすることが中心となる科目においては、講義を中心とした授業方法とし、主に技術の修得を目的とする科

目においては、演習、実習を中心とした授業方法とする。

②（学修方法）

学生の能動的な学修態度を醸成するため、グループによる少人数の演習や体験学習、プロジェクト学習を取り入れる。また、

LMS(Leaning Management System)を活用した反転学習を取り入れる。

③（教育課程の可視化）

教育課程における授業科目の目標や内容、評価方法を記載した授業計画を示すとともに、教育課程を明確に表すためのカリキュラムマッ

プ、カリキュラムツリーを提示する。

④（単位制度の実質化）

学生が学習目標に沿った適切な科目履修を行えるよう、具体的な養成人材像に対応した、履修モデルを提示する。また、単位制度の実

質化を図る観点からCAP制を導入し、各学期12単位を上限とする。

⑤（評価基準）

あらかじめ学生に対し、各授業科目における学修目標や授業方法、授業計画等を明示する。また、成績評価基準や卒業認定基準を示

し、これらに基づき公正な評価を行う

⑥（学修成果の可視化と検証）

教育課程の断続的な見直しのためアセスメント・ポリシーを定め、学習成果を可視化ならびに検証し、教育課程の見直しに反映させる。

【資料2】カリキュラムツリー
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情報デザイン学部 情報デザイン学科 カリキュラムツリー

1T 2T 3T 4T 1T 2T 3T 4T 1T 2T 3T 4T 1T 2T 3T 4T

【知識・理解】

【汎用的技能】

【態度・志向性】

【統合・創造】

<臨地実務
実習>

-

-

基

礎

科

目

職

業

専

門

科

目

展

開

科

目

総

合

科

目

ＣＰ ＤＰ

<数理基礎>

<現代社会>

<キャリア>

科目
区分

CP①
情報に関する基本的知識と情
報技術を身につけるための科目
を配置する。

CP②
本学が設定する履修モデルの
対象領域における、情報の発
展的な知識と実践的な技術を
身につけるための科目を配置す
る。

前期 後期

4年次

CP⑥
デザイン思考に基づくデザインプロ
セス（分析・課題発見・試行錯
誤・提案・評価）をPBL型授業
や実務現場で繰り返し経験し、
関連する他者（ステークホル
ダー）と連携し協働するための能
力を身につけるための科目を配置
する。

CP⑦
社会全体の基礎的なリテラシー
を身につけ、職業意識や職業
観ならびに職業規範、倫理観
を学び、生涯を通じ学習しつづ
ける姿勢を醸成するための科
目を配置する。

CP⑧
これまでに修得した知識・技術
ならびにスキルの統合を図り、
情報や情報技術を活用した新
しい商品やサービスを生み出す
ための実践的かつ創造的な能
力を養う科目を配置する。

ＤP①
情報学の専門知識
と専門技術

ＤP②
情報技術を他分野
に展開するための基
礎知識

ＤP③
生涯にわたり自らの
資質を向上させるた
めの基礎知識

ＤP④
問題解決を追究す
るための批判的思考
力・創造力

ＤP⑤
連携・協働して仕事
を行うためのコミュニ
ケーション力・コラボ
レーション力

ＤP⑥
成⾧的思考・態度

ＤP⑦
職業観・倫理観

ＤP⑧
実践的・創造的思
考力

<アート>

<語学>

<情報
専門基礎>

<情報
専門発展>

<情報デザ
イン>

CP③
職業専門科目の知識や技術
をベースとして、創造的な役割
を果たすために必要となる関連
他分野の知識としてビジネスと
イノベーションの基本知識を身
につける科目を配置する。

CP④
広く自然科学のリテラシーとなる
基礎知識を身につけるための科
目、アートの観点から創造力に
つなげるための科目、グローバル
社会における職業人として必要
となる、英語でのコミュニケーショ
ン力を高めるための科目を配置
する。

CP⑤
デザイン思考に基づくデザインプ
ロセス（分析・課題発見・試行
錯誤・提案・評価）を理解し、
批判的かつ創造的に考える力
を身につけるための科目を配置
する。

<現代社会>

<キャリア>

<アート>

<情報
専門基礎>

<語学>

<臨地実務
実習>

展

開

科

目

-

総

合

科

目

-

履修モデル②:IoTデザイン

<情報デザ
イン>

<情報
専門発展>

職

業

専

門

科

目

前期 後期

<数理基礎>

科目
区分

1年次 2年次 3年次

前期 後期 前期 後期

基

礎

科

目

キャリアデザインⅠ

コミュニケーション英語Ⅰ

キャリアデザインⅡ

信号処理

IoTシステム

臨地実務実習Ⅰ

ビジネスデザインⅠ

Pythonプログラミング

情報関連法規と情報

倫理

アルゴリズム

情報数学（情報・符号理論）

インターネット技術概論

アカデミックスタディ

コンピュータ基礎

ビジネスコミュニケー

ション

Linux演習

コンピュータアーキ

テクチャ

情報デザイン演習

デザイン思考

数学（微分積分）

物理（電子回路）

現代社会学

コミュニケーション英語Ⅱ

臨地実務実習Ⅱ

情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ実習Ⅰ 情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ実習Ⅱ 情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ実習Ⅲ

セキュリティ基礎

プログラミング応用

制御システム

情報システム基礎

通信とネットワーク

Web技術

技術英語

モデルベース型デザイン論

分散システム

クラウドとビッグデータ

Windowsプログラミング

モバイルシステム

サーバー構築技術

人工知能

セキュアプログラミング

IoTセキュリティ

事業戦略 アカウンティング

ＩＴ産業とイノベーション

マーケティング リーダーシップとチームビルディング

オペレーションズマネ

ジメント

ビジネスプランニング
プロジェクトマネジメ

ント

国際標準

ｸﾛｽﾃｯｸ研究A

ビジネスデザインⅡ

UI/UXデザインエスノグラフィ

イノベーション戦略

造形表現基礎

情報デザイン応用 情報デザイン展開

Cプログラミング

数学（線形代数）

ｸﾛｽﾃｯｸ研究B

コミュニケーション英語Ⅰ コミュニケーション英語Ⅱ

現代社会学

造形表現基礎

知財戦略

ｸﾛｽﾃｯｸ研究C

物理（力学）

システムプログラミング

ロボット学概論 ロボット学実習

情報デザイン基礎

IoTデバイス開発演
習

IoTデバイス開発実
習

ＣＰ（実施の方針）

①（授業方法）

主に知識や理論の理解を目的とすることが中心となる科目においては、講義を中心とした授業方法とし、主に技術の修得を目的とする科

目においては、演習、実習を中心とした授業方法とする。

②（学修方法）

学生の能動的な学修態度を醸成するため、グループによる少人数の演習や体験学習、プロジェクト学習を取り入れる。また、

LMS(Leaning Management System)を活用した反転学習を取り入れる。

③（教育課程の可視化）

教育課程における授業科目の目標や内容、評価方法を記載した授業計画を示すとともに、教育課程を明確に表すためのカリキュラムマッ

プ、カリキュラムツリーを提示する。

④（単位制度の実質化）

学生が学習目標に沿った適切な科目履修を行えるよう、具体的な養成人材像に対応した、履修モデルを提示する。また、単位制度の実

質化を図る観点からCAP制を導入し、各学期12単位を上限とする。

⑤（評価基準）

あらかじめ学生に対し、各授業科目における学修目標や授業方法、授業計画等を明示する。また、成績評価基準や卒業認定基準を示

し、これらに基づき公正な評価を行う

⑥（学修成果の可視化と検証）

教育課程の断続的な見直しのためアセスメント・ポリシーを定め、学習成果を可視化ならびに検証し、教育課程の見直しに反映させる。

※赤   字：必修科目
青    字：コア科目

    黒      字：選択科目
    枠線太字：実習科目
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情報デザイン学部 情報デザイン学科 カリキュラムツリー

1T 2T 3T 4T 1T 2T 3T 4T 1T 2T 3T 4T 1T 2T 3T 4T

【知識・理解】

【汎用的技能】

【態度・志向性】

【統合・創造】

<臨地実務
実習>

-

-

基

礎

科

目

職

業

専

門

科

目

展

開

科

目

総

合

科

目

ＣＰ ＤＰ

<数理基礎>

<現代社会>

<キャリア>

科目
区分

CP①
情報に関する基本的知識と情
報技術を身につけるための科目
を配置する。

CP②
本学が設定する履修モデルの
対象領域における、情報の発
展的な知識と実践的な技術を
身につけるための科目を配置す
る。

前期 後期 前期 後期

<数理基礎>

科目
区分

1年次 2年次

CP⑥
デザイン思考に基づくデザインプロ
セス（分析・課題発見・試行錯
誤・提案・評価）をPBL型授業
や実務現場で繰り返し経験し、
関連する他者（ステークホル
ダー）と連携し協働するための能
力を身につけるための科目を配置
する。

CP⑦
社会全体の基礎的なリテラシー
を身につけ、職業意識や職業
観ならびに職業規範、倫理観
を学び、生涯を通じ学習しつづ
ける姿勢を醸成するための科
目を配置する。

CP⑧
これまでに修得した知識・技術
ならびにスキルの統合を図り、
情報や情報技術を活用した新
しい商品やサービスを生み出す
ための実践的かつ創造的な能
力を養う科目を配置する。

ＤP①
情報学の専門知識
と専門技術

ＤP②
情報技術を他分野
に展開するための基
礎知識

ＤP③
生涯にわたり自らの
資質を向上させるた
めの基礎知識

ＤP④
問題解決を追究す
るための批判的思考
力・創造力

ＤP⑤
連携・協働して仕事
を行うためのコミュニ
ケーション力・コラボ
レーション力

ＤP⑥
成⾧的思考・態度

ＤP⑦
職業観・倫理観

ＤP⑧
実践的・創造的思
考力

<アート>

<語学>

<情報
専門基礎>

<情報
専門発展>

<情報デザ
イン>

CP③
職業専門科目の知識や技術
をベースとして、創造的な役割
を果たすために必要となる関連
他分野の知識としてビジネスと
イノベーションの基本知識を身
につける科目を配置する。

CP④
広く自然科学のリテラシーとなる
基礎知識を身につけるための科
目、アートの観点から創造力に
つなげるための科目、グローバル
社会における職業人として必要
となる、英語でのコミュニケーショ
ン力を高めるための科目を配置
する。

CP⑤
デザイン思考に基づくデザインプ
ロセス（分析・課題発見・試行
錯誤・提案・評価）を理解し、
批判的かつ創造的に考える力
を身につけるための科目を配置
する。

<現代社会>

<キャリア>

<アート>

基

礎

科

目

<語学>

展

開

科

目

-

総

合

科

目

-

<情報
専門基礎>

<情報
専門発展>

<情報デザ
イン>

職

業

専

門

科

目

<臨地実務
実習>

履修モデル③:AIデザイン
3年次 4年次

前期 後期 前期 後期

キャリアデザインⅠ

コミュニケーション英語Ⅰ

キャリアデザインⅡ

信号処理

データベース構築技術

並列計算

臨地実務実習Ⅰ

ビジネスデザインⅠ

Pythonプログラミング

情報関連法規と情報

倫理

情報数学（情報・符号理論）

インターネット技術概論

アカデミックスタディ

コンピュータ基礎

ビジネスコミュニケー

ション

Linux演習

ヒューマンファクタ

情報デザイン演習

デザイン思考

数学（微分積分）

コミュニケーション英語Ⅱ

臨地実務実習Ⅱ

情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ実習Ⅰ 情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ実習Ⅱ 情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ実習Ⅲ

セキュリティ基礎

プログラミング応用

制御システム

情報システム基礎

数値計算

Web技術

技術英語

感性情報処理

クラウドとビッグデータ

数理・統計プログラム

メディア処理

パターン認識

人工知能

データサイエンス

機械学習

事業戦略 アカウンティング

ＩＴ産業とイノベーション

マーケティング リーダーシップとチームビルディング 人的資源と組織論

知財戦略ビジネスプランニング
プロジェクトマネジメ

ント

国際標準

ｸﾛｽﾃｯｸ研究A

ビジネスデザインⅡ

UI/UXデザインエスノグラフィ

イノベーション戦略

造形表現基礎

情報デザイン応用 情報デザイン展開

Cプログラミング

数学（線形代数）

ｸﾛｽﾃｯｸ研究C

コミュニケーション英語Ⅰ コミュニケーション英語Ⅱ

造形表現基礎

ｸﾛｽﾃｯｸ研究B

サーバー構築技術

数学（確率･統計）

認知科学

現代社会学 現代社会学

科学技術フロンティア 科学技術フロンティア

情報デザイン基礎

デジタルマーケティン

グ実習

人工知能演習
パターン・メディア処

理実習

デジタルマーケティン

グ演習

ＣＰ（実施の方針）

①（授業方法）

主に知識や理論の理解を目的とすることが中心となる科目においては、講義を中心とした授業方法とし、主に技術の修得を目的とする科

目においては、演習、実習を中心とした授業方法とする。

②（学修方法）

学生の能動的な学修態度を醸成するため、グループによる少人数の演習や体験学習、プロジェクト学習を取り入れる。また、

LMS(Leaning Management System)を活用した反転学習を取り入れる。

③（教育課程の可視化）

教育課程における授業科目の目標や内容、評価方法を記載した授業計画を示すとともに、教育課程を明確に表すためのカリキュラムマッ

プ、カリキュラムツリーを提示する。

④（単位制度の実質化）

学生が学習目標に沿った適切な科目履修を行えるよう、具体的な養成人材像に対応した、履修モデルを提示する。また、単位制度の実

質化を図る観点からCAP制を導入し、各学期12単位を上限とする。

⑤（評価基準）

あらかじめ学生に対し、各授業科目における学修目標や授業方法、授業計画等を明示する。また、成績評価基準や卒業認定基準を示

し、これらに基づき公正な評価を行う

⑥（学修成果の可視化と検証）

教育課程の断続的な見直しのためアセスメント・ポリシーを定め、学習成果を可視化ならびに検証し、教育課程の見直しに反映させる。

※赤   字：必修科目
青    字：コア科目

    黒      字：選択科目
    枠線太字：実習科目

- 審査意見（３月）（資料） - 8 -



情報デザイン学部 情報デザイン学科 カリキュラムツリー

1T 2T 3T 4T 1T 2T 3T 4T 1T 2T 3T 4T 1T 2T 3T 4T

【知識・理解】

【汎用的技能】

【態度・志向性】

【統合・創造】

<臨地実務
実習>

-

-

基

礎

科

目

職

業

専

門

科

目

展

開

科

目

総

合

科

目

ＣＰ ＤＰ

<数理基礎>

<現代社会>

<キャリア>

科目
区分

CP①
情報に関する基本的知識と情
報技術を身につけるための科目
を配置する。

CP②
本学が設定する履修モデルの
対象領域における、情報の発
展的な知識と実践的な技術を
身につけるための科目を配置す
る。

前期 後期 前期 後期

<数理基礎>

科目
区分

1年次 2年次

CP⑥
デザイン思考に基づくデザインプロ
セス（分析・課題発見・試行錯
誤・提案・評価）をPBL型授業
や実務現場で繰り返し経験し、
関連する他者（ステークホル
ダー）と連携し協働するための能
力を身につけるための科目を配置
する。

CP⑦
社会全体の基礎的なリテラシー
を身につけ、職業意識や職業
観ならびに職業規範、倫理観
を学び、生涯を通じ学習しつづ
ける姿勢を醸成するための科
目を配置する。

CP⑧
これまでに修得した知識・技術
ならびにスキルの統合を図り、
情報や情報技術を活用した新
しい商品やサービスを生み出す
ための実践的かつ創造的な能
力を養う科目を配置する。

ＤP①
情報学の専門知識
と専門技術

ＤP②
情報技術を他分野
に展開するための基
礎知識

ＤP③
生涯にわたり自らの
資質を向上させるた
めの基礎知識

ＤP④
問題解決を追究す
るための批判的思考
力・創造力

ＤP⑤
連携・協働して仕事
を行うためのコミュニ
ケーション力・コラボ
レーション力

ＤP⑥
成⾧的思考・態度

ＤP⑦
職業観・倫理観

ＤP⑧
実践的・創造的思
考力

<アート>

<語学>

<情報
専門基礎>

<情報
専門発展>

<情報デザ
イン>

CP③
職業専門科目の知識や技術
をベースとして、創造的な役割
を果たすために必要となる関連
他分野の知識としてビジネスと
イノベーションの基本知識を身
につける科目を配置する。

CP④
広く自然科学のリテラシーとなる
基礎知識を身につけるための科
目、アートの観点から創造力に
つなげるための科目、グローバル
社会における職業人として必要
となる、英語でのコミュニケーショ
ン力を高めるための科目を配置
する。

CP⑤
デザイン思考に基づくデザインプ
ロセス（分析・課題発見・試行
錯誤・提案・評価）を理解し、
批判的かつ創造的に考える力
を身につけるための科目を配置
する。

<現代社会>

<キャリア>

<アート>

基

礎

科

目

<語学>

展

開

科

目

-

総

合

科

目

-

<情報
専門基礎>

<情報
専門発展>

<情報デザ
イン>

職

業

専

門

科

目

<臨地実務
実習>

履修モデル④:サイバーセキュリティデザイン
3年次 4年次

前期 後期 前期 後期

キャリアデザインⅠ

コミュニケーション英語Ⅰ

キャリアデザインⅡ

IoTシステム

臨地実務実習Ⅰ

ビジネスデザインⅠ

Pythonプログラミング

オペレーティングシステム

情報関連法規と情報

倫理

アルゴリズム

情報数学（情報・符号理論）

インターネット技術概論

アカデミックスタディ

ｽｸﾘﾌﾟﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ

コンピュータ基礎

ビジネスコミュニケー

ション

Linux演習

コンピュータアーキ

テクチャ

情報デザイン演習

デザイン思考

数学（微分積分）

数学（確率･統計）

科学技術フロンティア

コミュニケーション英語Ⅱ

臨地実務実習Ⅱ情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ実習Ⅰ 情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ実習Ⅱ
情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ実習Ⅲ

セキュリティ基礎

プログラミング応用

プログラム言語処理系

情報システム基礎

通信とネットワーク

Web技術

技術英語

分散システム

クラウドとビッグデータ

サーバー構築技術

人工知能

ｾｷｭﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄと標準

化

セキュアプログラミング

ネットワークセキュリティ

リスク分析とインシデント対応

IoTセキュリティ

暗号と認証技術

事業戦略 アカウンティング

ＩＴ産業とイノベーション

マーケティング リーダーシップとチームビルディング 人的資源と組織論

知財戦略ビジネスプランニング
プロジェクトマネジメ

ント

国際標準

ビジネスデザインⅡ

異文化理解

UI/UXデザインエスノグラフィ

イノベーション戦略

ビジュアル表現基礎

情報デザイン応用 情報デザイン展開

Cプログラミング

数学（線形代数）

ｸﾛｽﾃｯｸ研究B

ｸﾛｽﾃｯｸ研究C

コミュニケーション英語Ⅰ コミュニケーション英語Ⅱ

科学技術フロンティア 異文化理解

ビジュアル表現基礎

ｸﾛｽﾃｯｸ研究A

脅威分析演習
セキュリティ監査実

習

情報デザイン基礎

ＣＰ（実施の方針）

①（授業方法）

主に知識や理論の理解を目的とすることが中心となる科目においては、講義を中心とした授業方法とし、主に技術の修得を目的とする科

目においては、演習、実習を中心とした授業方法とする。

②（学修方法）

学生の能動的な学修態度を醸成するため、グループによる少人数の演習や体験学習、プロジェクト学習を取り入れる。また、

LMS(Leaning Management System)を活用した反転学習を取り入れる。

③（教育課程の可視化）

教育課程における授業科目の目標や内容、評価方法を記載した授業計画を示すとともに、教育課程を明確に表すためのカリキュラムマッ

プ、カリキュラムツリーを提示する。

④（単位制度の実質化）

学生が学習目標に沿った適切な科目履修を行えるよう、具体的な養成人材像に対応した、履修モデルを提示する。また、単位制度の実

質化を図る観点からCAP制を導入し、各学期12単位を上限とする。

⑤（評価基準）

あらかじめ学生に対し、各授業科目における学修目標や授業方法、授業計画等を明示する。また、成績評価基準や卒業認定基準を示

し、これらに基づき公正な評価を行う

⑥（学修成果の可視化と検証）

教育課程の断続的な見直しのためアセスメント・ポリシーを定め、学習成果を可視化ならびに検証し、教育課程の見直しに反映させる。

※赤   字：必修科目
青    字：コア科目

    黒      字：選択科目
    枠線太字：実習科目

- 審査意見（３月）（資料） - 9 -



情報デザイン学部 情報デザイン学科 カリキュラムツリー

1T 2T 3T 4T 1T 2T 3T 4T 1T 2T 3T 4T 1T 2T 3T 4T

【知識・理解】

【汎用的技能】

【態度・志向性】

【統合・創造】

<臨地実務
実習>

-

-

基

礎

科

目

職

業

専

門

科

目

展

開

科

目

総

合

科

目

ＣＰ ＤＰ

<数理基礎>

<現代社会>

<キャリア>

科目
区分

CP①
情報に関する基本的知識と情
報技術を身につけるための科目
を配置する。

CP②
本学が設定する履修モデルの
対象領域における、情報の発
展的な知識と実践的な技術を
身につけるための科目を配置す
る。

前期 後期

4年次

CP⑥
デザイン思考に基づくデザインプロ
セス（分析・課題発見・試行錯
誤・提案・評価）をPBL型授業
や実務現場で繰り返し経験し、
関連する他者（ステークホル
ダー）と連携し協働するための能
力を身につけるための科目を配置
する。

CP⑦
社会全体の基礎的なリテラシー
を身につけ、職業意識や職業
観ならびに職業規範、倫理観
を学び、生涯を通じ学習しつづ
ける姿勢を醸成するための科
目を配置する。

CP⑧
これまでに修得した知識・技術
ならびにスキルの統合を図り、
情報や情報技術を活用した新
しい商品やサービスを生み出す
ための実践的かつ創造的な能
力を養う科目を配置する。

ＤP①
情報学の専門知識
と専門技術

ＤP②
情報技術を他分野
に展開するための基
礎知識

ＤP③
生涯にわたり自らの
資質を向上させるた
めの基礎知識

ＤP④
問題解決を追究す
るための批判的思考
力・創造力

ＤP⑤
連携・協働して仕事
を行うためのコミュニ
ケーション力・コラボ
レーション力

ＤP⑥
成⾧的思考・態度

ＤP⑦
職業観・倫理観

ＤP⑧
実践的・創造的思
考力

<アート>

<語学>

<情報
専門基礎>

<情報
専門発展>

<情報デザ
イン>

CP③
職業専門科目の知識や技術
をベースとして、創造的な役割
を果たすために必要となる関連
他分野の知識としてビジネスと
イノベーションの基本知識を身
につける科目を配置する。

CP④
広く自然科学のリテラシーとなる
基礎知識を身につけるための科
目、アートの観点から創造力に
つなげるための科目、グローバル
社会における職業人として必要
となる、英語でのコミュニケーショ
ン力を高めるための科目を配置
する。

CP⑤
デザイン思考に基づくデザインプ
ロセス（分析・課題発見・試行
錯誤・提案・評価）を理解し、
批判的かつ創造的に考える力
を身につけるための科目を配置
する。

<現代社会>

<キャリア>

<アート>

<情報
専門基礎>

<語学>

<臨地実務
実習>

展

開

科

目

-

総

合

科

目

-

履修モデル⑤:CGデザイン

<情報デザ
イン>

<情報
専門発展>

職

業

専

門

科

目

前期 後期

<数理基礎>

科目
区分

1年次 2年次 3年次

前期 後期 前期 後期

基

礎

科

目

キャリアデザインⅠ

コミュニケーション英語Ⅰ

キャリアデザインⅡ

信号処理

データベース構築技術

並列計算

臨地実務実習Ⅰ

ビジネスデザインⅠ

Pythonプログラミング

情報関連法規と情報

倫理

アルゴリズム

情報数学（情報・符号理論）

インターネット技術概論

アカデミックスタディ

ｽｸﾘﾌﾟﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ

コンピュータ基礎

ビジネスコミュニケー

ション

Linux演習

情報デザイン演習

デザイン思考

数学（微分積分）

物理（力学）

現代社会学

コミュニケーション英語Ⅱ

臨地実務実習Ⅱ

情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ実習Ⅰ 情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ実習Ⅱ 情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ実習Ⅲ

セキュリティ基礎

プログラミング応用

プログラム言語処理系

情報システム基礎

数値計算

通信とネットワーク

Web技術

技術英語

クラウドとビッグデータ

Windowsプログラミング サーバー構築技術

メディア処理

パターン認識

人工知能

機械学習

CGモデリング演習

モーションキャプチャー実習

事業戦略 アカウンティング

ＩＴ産業とイノベーション

マーケティング リーダーシップとチームビルディング 人的資源と組織論

知財戦略

オペレーションズマネ

ジメント

ビジネスプランニング
プロジェクトマネジメ

ント

ビジネスデザインⅡ

コンテンツ制作実習

UI/UXデザインエスノグラフィ

イノベーション戦略

ビジュアル表現基礎 造形表現基礎

情報デザイン応用 情報デザイン展開

Cプログラミング

数学（線形代数）

CGプログラミング演習

ゲームエンジン演習（CG） プラグイン開発実習

ｸﾛｽﾃｯｸ研究B

プラグイン開発演習

ｸﾛｽﾃｯｸ研究C

コミュニケーション英語Ⅰ コミュニケーション英語Ⅱ

現代社会学

ビジュアル表現基礎 造形表現基礎

ｸﾛｽﾃｯｸ研究A

情報デザイン基礎

ＣＰ（実施の方針）

①（授業方法）

主に知識や理論の理解を目的とすることが中心となる科目においては、講義を中心とした授業方法とし、主に技術の修得を目的とする科

目においては、演習、実習を中心とした授業方法とする。

②（学修方法）

学生の能動的な学修態度を醸成するため、グループによる少人数の演習や体験学習、プロジェクト学習を取り入れる。また、

LMS(Leaning Management System)を活用した反転学習を取り入れる。

③（教育課程の可視化）

教育課程における授業科目の目標や内容、評価方法を記載した授業計画を示すとともに、教育課程を明確に表すためのカリキュラムマッ

プ、カリキュラムツリーを提示する。

④（単位制度の実質化）

学生が学習目標に沿った適切な科目履修を行えるよう、具体的な養成人材像に対応した、履修モデルを提示する。また、単位制度の実

質化を図る観点からCAP制を導入し、各学期12単位を上限とする。

⑤（評価基準）

あらかじめ学生に対し、各授業科目における学修目標や授業方法、授業計画等を明示する。また、成績評価基準や卒業認定基準を示

し、これらに基づき公正な評価を行う

⑥（学修成果の可視化と検証）

教育課程の断続的な見直しのためアセスメント・ポリシーを定め、学習成果を可視化ならびに検証し、教育課程の見直しに反映させる。

※赤   字：必修科目
青    字：コア科目

    黒      字：選択科目
    枠線太字：実習科目

- 審査意見（３月）（資料） - 10 -



情報デザイン学部 情報デザイン学科 カリキュラムツリー

1T 2T 3T 4T 1T 2T 3T 4T 1T 2T 3T 4T 1T 2T 3T 4T

【知識・理解】

【汎用的技能】

【態度・志向性】

【統合・創造】

<臨地実務
実習>

-

-

基

礎

科

目

職

業

専

門

科

目

展

開

科

目

総

合

科

目

ＣＰ ＤＰ

<数理基礎>

<現代社会>

<キャリア>

科目
区分

CP①
情報に関する基本的知識と情
報技術を身につけるための科目
を配置する。

CP②
本学が設定する履修モデルの
対象領域における、情報の発
展的な知識と実践的な技術を
身につけるための科目を配置す
る。

前期 後期

4年次

CP⑥
デザイン思考に基づくデザインプロ
セス（分析・課題発見・試行錯
誤・提案・評価）をPBL型授業
や実務現場で繰り返し経験し、
関連する他者（ステークホル
ダー）と連携し協働するための能
力を身につけるための科目を配置
する。

CP⑦
社会全体の基礎的なリテラシー
を身につけ、職業意識や職業
観ならびに職業規範、倫理観
を学び、生涯を通じ学習しつづ
ける姿勢を醸成するための科
目を配置する。

CP⑧
これまでに修得した知識・技術
ならびにスキルの統合を図り、
情報や情報技術を活用した新
しい商品やサービスを生み出す
ための実践的かつ創造的な能
力を養う科目を配置する。

ＤP①
情報学の専門知識
と専門技術

ＤP②
情報技術を他分野
に展開するための基
礎知識

ＤP③
生涯にわたり自らの
資質を向上させるた
めの基礎知識

ＤP④
問題解決を追究す
るための批判的思考
力・創造力

ＤP⑤
連携・協働して仕事
を行うためのコミュニ
ケーション力・コラボ
レーション力

ＤP⑥
成⾧的思考・態度

ＤP⑦
職業観・倫理観

ＤP⑧
実践的・創造的思
考力

<アート>

<語学>

<情報
専門基礎>

<情報
専門発展>

<情報デザ
イン>

CP③
職業専門科目の知識や技術
をベースとして、創造的な役割
を果たすために必要となる関連
他分野の知識としてビジネスと
イノベーションの基本知識を身
につける科目を配置する。

CP④
広く自然科学のリテラシーとなる
基礎知識を身につけるための科
目、アートの観点から創造力に
つなげるための科目、グローバル
社会における職業人として必要
となる、英語でのコミュニケーショ
ン力を高めるための科目を配置
する。

CP⑤
デザイン思考に基づくデザインプ
ロセス（分析・課題発見・試行
錯誤・提案・評価）を理解し、
批判的かつ創造的に考える力
を身につけるための科目を配置
する。

<現代社会>

<キャリア>

<アート>

<情報
専門基礎>

<語学>

<臨地実務
実習>

展

開

科

目

-

総

合

科

目

-

履修モデル⑥:デジタルエンターテイメントデザイン

<情報デザ
イン>

<情報
専門発展>

職

業

専

門

科

目

前期 後期

<数理基礎>

科目
区分

1年次 2年次 3年次

前期 後期 前期 後期

基

礎

科

目

キャリアデザインⅠ

コミュニケーション英語Ⅰ

キャリアデザインⅡ

信号処理

データベース構築技術

並列計算

臨地実務実習Ⅰ

ビジネスデザインⅠ

Pythonプログラミング

情報関連法規と情報

倫理

情報数学（情報・符号理論）

インターネット技術概論

アカデミックスタディ

ｽｸﾘﾌﾟﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ

コンピュータ基礎

ビジネスコミュニケー

ション

Linux演習

情報デザイン演習

デザイン思考

数学（微分積分）

数学（確率･統計）

物理（電子回路）

コミュニケーション英語Ⅱ

臨地実務実習Ⅱ

情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ実習Ⅰ 情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ実習Ⅱ 情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ実習Ⅲ

セキュリティ基礎

プログラミング応用 プログラム言語処理系

情報システム基礎

数値計算

通信とネットワーク

Web技術

技術英語

クラウドとビッグデータ

Windowsプログラミング サーバー構築技術

数理・統計プログラム パターン認識

人工知能

機械学習

暗号と認証技術

ゲーム制作演習

ゲーム制作実習

事業戦略 アカウンティング

ＩＴ産業とイノベーション

マーケティング リーダーシップとチームビルディング 人的資源と組織論

知財戦略

オペレーションズマネ

ジメント

ビジネスプランニング
プロジェクトマネジメ

ント

ビジネスデザインⅡ

異文化理解

ゲームエンジン演習（GAME）

UI/UXデザインエスノグラフィ

イノベーション戦略

ビジュアルコミュニケーション基礎

情報デザイン応用 情報デザイン展開

Cプログラミング

数学（線形代数）

音楽表現基礎

ｸﾛｽﾃｯｸ研究C

コミュニケーション英語Ⅰ コミュニケーション英語Ⅱ

異文化理解

ビジュアルコミュニケーション基礎

音楽表現基礎

ゲーム情報学 ゲーミフィケーション論

ｸﾛｽﾃｯｸ研究A ｸﾛｽﾃｯｸ研究B

セキュアプログラミング

情報デザイン基礎

ＣＰ（実施の方針）

①（授業方法）

主に知識や理論の理解を目的とすることが中心となる科目においては、講義を中心とした授業方法とし、主に技術の修得を目的とする科

目においては、演習、実習を中心とした授業方法とする。

②（学修方法）

学生の能動的な学修態度を醸成するため、グループによる少人数の演習や体験学習、プロジェクト学習を取り入れる。また、

LMS(Leaning Management System)を活用した反転学習を取り入れる。

③（教育課程の可視化）

教育課程における授業科目の目標や内容、評価方法を記載した授業計画を示すとともに、教育課程を明確に表すためのカリキュラムマッ

プ、カリキュラムツリーを提示する。

④（単位制度の実質化）

学生が学習目標に沿った適切な科目履修を行えるよう、具体的な養成人材像に対応した、履修モデルを提示する。また、単位制度の実

質化を図る観点からCAP制を導入し、各学期12単位を上限とする。

⑤（評価基準）

あらかじめ学生に対し、各授業科目における学修目標や授業方法、授業計画等を明示する。また、成績評価基準や卒業認定基準を示

し、これらに基づき公正な評価を行う

⑥（学修成果の可視化と検証）

教育課程の断続的な見直しのためアセスメント・ポリシーを定め、学習成果を可視化ならびに検証し、教育課程の見直しに反映させる。

※赤   字：必修科目
青    字：コア科目

    黒      字：選択科目
    枠線太字：実習科目
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For System Design
『業務系アプリケーションやWebアプリケーションの開発、

サーバー・ネットワーク・クラウドの構築・運用・保守を行うシステムエンジニア』

卒
業
後
の
進
路
イ
メ
ー
ジ
「
シ
ス
テ
ム
エ
ン
ジ
ニ
ア
等
」

1年次：32単位 2年次：37単位 3年次：35単位 4年次：26単位

アカデミックアドバイザー
開講授業・教員紹介、興味関心の拡大、課題発見の指導等

アカデミックナビゲーター
興味関心の把握、授業選択の指導、所属研究室相談等

研究室所属
課題設定の指導、卒業研究・制作の指導等

基礎科目【20】

<数理基礎>【6】
・数学(線形代数)
・数学(微分積分）
・数学(確率・統計)

<現代社会>【4】
・科学技術フロンティア
・企業経営のための経済学基礎

<キャリア>【6】
・アカデミックスタディ
・キャリアデザインⅠ
・キャリアデザインⅡ
・ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

<語学>【2】
・コミュニケーション英語Ⅰ～Ⅴ
（レベル別選択）

<アート>【2】
・ﾋﾞｼﾞｭｱﾙ表現基礎

生涯にわたり自らの資質を向上させるための基礎
ものの見方・考え方・学び方・表現方法を学修する

展開科目【20】
実社会に適用するための実践的かつ
応用的な活動の基盤となるビジネス・
マネジメントの知識を学修する

・事業戦略
・マーケティング

・アカウンティング
・リーダーシップと
チームビルディング

・イノベーション戦略
・IT産業とｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

・ビジネスプランニング
・ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｽﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
・プロジェクトマネジメント

・知財戦略
・国際標準
・クロステック研究

A・B・C

修得した知識や技
術、スキルと態度を
統合し、課題の解
決に向け、新たな
サービスやビジネスの
創造に取り組む

卒
業
研
究
審
査
：
卒
業
論
文（
制
作
・
発
表
）

・デザイン思考 ・エスノグラフィ ・UI/UXデザイン

<情報デザイン>

臨
地
実
務
実
習
1

臨
地
実
務
実
習
2

<情報専門基礎>

他者と協働・共創して課題に
取り組む産学連携PBL型学習

・コンピュータ基礎
・Cプログラミング
・Pythonプログラミング

・技術英語
・アルゴリズム
・情報システム基礎
・ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ
・ｽｸﾘﾌﾟﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ
・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｱｰｷﾃｸﾁｬ

・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ言語処理系
・人工知能
・通信とネットワーク
・インターネット技術概論
・Web技術
・データベース構築技術

・サーバー構築技術
・クラウドとビッグデータ
・モデルベース型デザイン論
・IoTシステム
・ネットワークセキュリティ

・クラウド応用演習
・Webアプリケーション開発演習
・クラウド応用実習
・Webアプリケーション開発実習

・情報デザイン応用
・Widowsプログラミング

・情報デザイン展開
・並列計算
・分散システム

職業専門科目【84】
情報学の知識、技術をバランスよく学修するための専門基礎科目群、新しい価値を創造する能力、実践力・応用力向上に繋げるた
めの専門発展科目群、理論と実践を統合した学修としての情報デザイン科目群を配置し実践的に学修する

<情報専門発展>

履修モデル①

・情報デザイン基礎
・情報数学
（情報・符号理論）
・プログラミング応用
・Linux演習
・セキュリティ基礎
・情報関連法規と

情報倫理

ビ
ジ
ネ
ス
デ
ザ
イ
ン
1
・
2

情
報
デ
ザ
イ
ン
実
習
2

情
報
デ
ザ
イ
ン
実
習
3

情
報
デ
ザ
イ
ン
演
習

情
報
デ
ザ
イ
ン
実
習
1

地域連携により、地域
における課題の発見、
創造的解決に寄与

実際の実務に即した
実践型学修

産学
連携

産業界との連携により、企業における
課題の発見、創造的解決による新た
なサービスの創出に寄与

産学
連携

産学
連携

地域
連携

総合科目【6】

Ⅰ
・
Ⅱ

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

Ⅰ Ⅱ

資料 ３
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1年次：34単位 2年次：34単位 3年次：36単位 4年次：26単位

アカデミックアドバイザー
開講授業・教員紹介、興味関心の拡大、課題発見の指導等

アカデミックナビゲーター
興味関心の把握、授業選択の指導、所属研究室相談等

研究室所属
課題設定の指導、卒業研究・制作の指導等

基礎科目【20】

<数理基礎課>【8】
・数学(線形代数)
・数学(微分積分)
・物理(力学)
・物理(電子回路)
<現代社会>【2】
・現代社会学

<キャリア>【6】
・アカデミックスタディ
・キャリアデザインⅠ
・キャリアデザインⅡ
・ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

<語学>【2】
・コミュニケーション英語Ⅰ～Ⅴ
（レベル別選択）

<アート>【2】
・造形表現基礎

生涯にわたり自らの資質を向上させるための基礎
ものの見方・考え方・学び方・表現方法を学修する

展開科目【20】
実社会に適用するための実践的かつ
応用的な活動の基盤となるビジネス・
マネジメントの知識を学修する

・事業戦略
・マーケティング

・アカウンティング
・リーダーシップと
チームビルディング

・イノベーション戦略
・IT産業とｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

・ビジネスプランニング
・ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｽﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
・プロジェクトマネジメント

・知財戦略
・国際標準
・クロステック研究

A・B・C

修得した知識や技
術、スキルと態度を
統合し、課題の解
決に向け、新たな
サービスやビジネスの
創造に取り組む

卒
業
研
究
審
査
：
卒
業
論
文（
制
作
・
発
表
）

・デザイン思考 ・エスノグラフィ ・UI/UXデザイン

<情報デザイン>

臨
地
実
務
実
習
1

臨
地
実
務
実
習
2

<情報専門基礎>

他者と協働・共創して課題に
取り組む産学連携PBL型学習

・コンピュータ基礎
・Cプログラミング
・Pythonプログラミング

・技術英語
・信号処理
・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｱｰｷﾃｸﾁｬ
・アルゴリズム
・情報システム基礎
・制御システム

・人工知能
・通信とネットワーク
・インターネット技術概論
・Web技術

・サーバー構築技術
・クラウドとビッグデータ
・ﾓﾃﾞﾙﾍﾞｰｽ型ﾃﾞｻﾞｲﾝ論
・IoTシステム
・システムプログラミング
・セキュアプログラミング

・情報デザイン応用
・Widowsプログラミング

・情報デザイン展開
・モバイルシステム
・分散システム

職業専門科目【84】
情報学の知識、技術をバランスよく学修するための専門基礎科目群、新しい価値を創造する能力、実践力・応用力向上に繋げるた
めの専門発展科目群、理論と実践を統合した学修としての情報デザイン科目群を配置し実践的に学修する

<情報専門発展>

履修モデル②

・IoTデバイス開発演習
・ロボット学概論
・IoTセキュリティ
・IoTデバイス開発実習
・ロボット学実習

・情報デザイン基礎
・情報数学
（情報・符号理論）
・プログラミング応用
・Linux演習
・セキュリティ基礎
・情報関連法規と

情報倫理

ビ
ジ
ネ
ス
デ
ザ
イ
ン
1
・
2

産学
連携

情
報
デ
ザ
イ
ン
実
習
2

情
報
デ
ザ
イ
ン
実
習
3

情
報
デ
ザ
イ
ン
演
習

情
報
デ
ザ
イ
ン
実
習
1

地域連携により、地域
における課題の発見、
創造的解決に寄与

産業界との連携により、企業における
課題の発見、創造的解決による新た
なサービスの創出に寄与

実際の実務に即した
実践型学修

For IoT Design
『ＩoＴ、リアルタイムＡＩ（ロボット）を含む、

家電や工業機器などの製品を動かすための組み込みシステムの開発を行う組み込みエンジニア』

産学
連携

地域
連携

産学
連携

総合科目【6】

Ⅰ
・
Ⅱ

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

Ⅰ Ⅱ

卒
業
後
の
進
路
イ
メ
ー
ジ
「
組
み
込
み
エ
ン
ジ
ニ
ア
等
」
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1年次：34単位 2年次：36単位 3年次：34単位 4年次：26単位

アカデミックアドバイザー
開講授業・教員紹介、興味関心の拡大、課題発見の指導等

アカデミックナビゲーター
興味関心の把握、授業選択の指導、所属研究室相談等

研究室所属
課題設定の指導、卒業研究・制作の指導等

基礎科目【20】

<数理基礎>【6】
・数学(線形代数)
・数学(微分積分)
・数学(確率・統計)

<現代社会>【4】
・現代社会学
・科学技術フロンティア

<キャリア>【6】
・アカデミックスタディ
・キャリアデザインⅠ
・キャリアデザインⅡ
・ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

<語学>【2】
・コミュニケーション英語Ⅰ～Ⅴ
（レベル別選択）

<アート>【2】
・造形表現基礎

生涯にわたり自らの資質を向上させるための基礎
ものの見方・考え方・学び方・表現方法を学修する

展開科目【20】
実社会に適用するための実践的かつ
応用的な活動の基盤となるビジネス・
マネジメントの知識を学修する

・事業戦略
・マーケティング

・アカウンティング
・リーダーシップと
チームビルデイング

・イノベーション戦略
・IT産業とｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

・ビジネスプランニング
・人的資源と組織論
・プロジェクトマネジメント

・知財戦略
・国際標準
・クロステック研究

A・B・C

修得した知識や技
術、スキルと態度を
統合し、課題の解
決に向け、新たな
サービスやビジネスの
創造に取り組む

卒
業
研
究
審
査
：
卒
業
論
文（
制
作
・
発
表
）

・デザイン思考 ・エスノグラフィ ・UI/UXデザイン

<情報デザイン>

臨
地
実
務
実
習
1

臨
地
実
務
実
習
2

<情報専門基礎>

他者と協働・共創して課題に
取り組む産学連携PBL型学習

・コンピュータ基礎
・Cプログラミング
・Pythonプログラミング

・技術英語
・信号処理
・数値計算
・情報システム基礎
・制御システム

・ヒューマンファクタ
・人工知能
・インターネット技術概論
・Web技術
・データベース構築技術

・サーバー構築技術
・クラウドとビッグデータ
・データサイエンス
・機械学習
・感性情報処理

・情報デザイン応用
・数理・統計ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
・認知科学

職業専門科目【84】
情報学の知識、技術をバランスよく学修するための専門基礎科目群、新しい価値を創造する能力、実践力・応用力向上に繋げるた
めの専門発展科目群、理論と実践を統合した学修としての情報デザイン科目群を配置し実践的に学修する

<情報専門発展>

履修モデル③

・情報デザイン展開
・並列計算
・パターン認識
・メディア処理

卒
業
後
の
進
路
イ
メ
ー
ジ
「
デ
ー
タ
エ
ン
ジ
ニ
ア
・
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
テ
ィ
ス
ト
等
」

『データの取得や加工、データやコンテンツの分析・評価を行うデータエンジニア、データサイエンティスト』

・デジタルマーケティング演習
・人工知能演習
・デジタルマーケティング実習
・パターン・メディア処理実習

・情報デザイン基礎
・情報数学
（情報・符号理論）
・プログラミング応用
・Linux演習
・セキュリティ基礎
・情報関連法規と

情報倫理

ビ
ジ
ネ
ス
デ
ザ
イ
ン
1
・
2

情
報
デ
ザ
イ
ン
実
習
2

情
報
デ
ザ
イ
ン
実
習
3

情
報
デ
ザ
イ
ン
演
習

情
報
デ
ザ
イ
ン
実
習
1

地域連携により、地域
における課題の発見、
創造的解決に寄与

実際の実務に即した
実践型学修

For Artificial Intelligence Design

産学
連携

産業界との連携により、企業における
課題の発見、創造的解決による新た
なサービスの創出に寄与

産学
連携

地域
連携

産学
連携

総合科目【6】

Ⅰ
・
Ⅱ

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

Ⅰ Ⅱ
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1年次：34単位 2年次：32単位 3年次：38単位 4年次：26単位

アカデミックアドバイザー
開講授業・教員紹介、興味関心の拡大、課題発見の指導等

アカデミックナビゲーター
興味関心の把握、授業選択の指導、所属研究室相談等

研究室所属
課題設定の指導、卒業研究・制作の指導等

基礎科目【20】

<数理基礎>【6】
・数学(線形代数)
・数学(微分積分)
・数学(確率・統計)

<現代社会>【4】
・科学技術フロンティア
・異文化理解

<キャリア>【6】
・アカデミックスタディ
・キャリアデザインⅠ
・キャリアデザインⅡ
・ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

<語学>【2】
・コミュニケーション英語Ⅰ～Ⅴ
（レベル別選択）

<アート>【2】
・ﾋﾞｼﾞｭｱﾙ表現基礎

生涯にわたり自らの資質を向上させるための基礎
ものの見方・考え方・学び方・表現方法を学修する

展開科目【20】
実社会に適用するための実践的かつ
応用的な活動の基盤となるビジネス・
マネジメントの知識を学修する

・事業戦略
・マーケティング

・アカウンティング
・リーダーシップと
チームビルディング

・イノベーション戦略
・IT産業とｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

・ビジネスプランニング
・人的資源と組織論
・プロジェクトマネジメント

・知財戦略
・国際標準
・クロステック研究

A・B・C

修得した知識や技
術、スキルと態度を
統合し、課題の解
決に向け、新たな
サービスやビジネスの
創造に取り組む

卒
業
研
究
審
査
：
卒
業
論
文（
制
作
・
発
表
）

・デザイン思考 ・エスノグラフィ ・UI/UXデザイン

<情報デザイン>

<情報専門基礎>

他者と協働・共創して課題に
取り組む産学連携PBL型学習

・コンピュータ基礎
・Cプログラミング
・Pythonプログラミング

・技術英語
・アルゴリズム
・情報システム基礎
・ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ
・ｽｸﾘﾌﾟﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ
・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｱｰｷﾃｸﾁｬ

・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ言語処理系
・人工知能
・通信とネットワーク
・インターネット技術概論
・Web技術

・サーバー構築技術
・クラウドとビッグデータ
・IoTシステム
・ネットワークセキュリティ
・セキュアプログラミング
・ﾘｽｸ分析とｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ対応
・暗号と認証技術

・IoTセキュリティ
・脅威分析演習
・ｾｷｭﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄと標準化
・セキュリティ監査実習

・情報デザイン展開
・分散システム

職業専門科目【84】
情報学の知識、技術をバランスよく学修するための専門基礎科目群、新しい価値を創造する能力、実践力・応用力向上に繋げるた
めの専門発展科目群、理論と実践を統合した学修としての情報デザイン科目群を配置し実践的に学修する

<情報専門発展>

履修モデル④ 『各分野のセキュアシステムの構築の他、
サイバーセキュリティを専門としたネットワークの構築・管理・保守・監視を行うセキュリティエンジニア』

卒
業
後
の
進
路
イ
メ
ー
ジ
「
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
エ
ン
ジ
ニ
ア
等
」

ビ
ジ
ネ
ス
デ
ザ
イ
ン
1
・
2

情
報
デ
ザ
イ
ン
実
習
2

情
報
デ
ザ
イ
ン
実
習
3

情
報
デ
ザ
イ
ン
実
習
1

地域連携により、地域
における課題の発見、
創造的解決に寄与

・情報デザイン基礎
・情報数学
（情報・符号理論）
・プログラミング応用
・Linux演習
・セキュリティ基礎
・情報関連法規と

情報倫理

For Cyber Security Design

情
報
デ
ザ
イ
ン
演
習

産学
連携

産業界との連携により、企業における
課題の発見、創造的解決による新た
なサービスの創出に寄与

産学
連携

地域
連携

産学
連携

総合科目【6】

Ⅰ
・
Ⅱ

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

Ⅰ Ⅱ

・情報デザイン応用

臨
地
実
務
実
習
1

臨
地
実
務
実
習
2Ⅰ Ⅱ

実際の実務に即した
実践型学修
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1年次：34単位 2年次：39単位 3年次：33単位 4年次：24単位

アカデミックアドバイザー
開講授業・教員紹介、興味関心の拡大、課題発見の指導等

アカデミックナビゲーター
興味関心の把握、授業選択の指導、所属研究室相談等

研究室所属
課題設定の指導、卒業研究・制作の指導等

基礎科目【20】

<数理基礎>【6】
・数学(線形代数)
・数学(微分積分)
・物理(力学)

<現代社会>【2】
・現代社会学

<キャリア>【6】
・アカデミックスタディ
・キャリアデザインⅠ
・キャリアデザインⅡ
・ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ <語学>【2】

・コミュニケーション英語Ⅰ～Ⅴ
（レベル別選択）

<アート>【4】
・ビジュアル表現基礎
・造形業現基礎

生涯にわたり自らの資質を向上させるための基礎
ものの見方・考え方・学び方・表現方法を学修する

展開科目【20】
実社会に適用するための実践的かつ
応用的な活動の基盤となるビジネス・
マネジメントの知識を学修する

・事業戦略
・マーケティング

・アカウンティング
・リーダーシップと
チームビルディング

・イノベーション戦略
・IT産業とｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

・ビジネスプランニング
・人的資源と組織論
・ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｽﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
・プロジェクトマネジメント

・知財戦略
・クロステック研究

A・B・C

修得した知識や技
術、スキルと態度を
統合し、課題の解
決に向け、新たな
サービスやビジネスの
創造に取り組む

ビ
ジ
ネ
ス
デ
ザ
イ
ン
1
・
2

卒
業
研
究
審
査
：
卒
業
論
文（
制
作
・
発
表
）

・デザイン思考 ・エスノグラフィ ・UI/UXデザイン

<情報デザイン>

臨
地
実
務
実
習
1

臨
地
実
務
実
習
2

<情報専門基礎>

他者と協働・共創して課題に
取り組む産学連携PBL型学習

情
報
デ
ザ
イ
ン
実
習
2

情
報
デ
ザ
イ
ン
実
習
3

・コンピュータ基礎
・Cプログラミング
・Pythonプログラミング

・技術英語
・信号処理
・数値計算
・アルゴリズム
・情報システム基礎
・ｽｸﾘﾌﾟﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ

・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ言語処理系
・人工知能
・通信とネットワーク
・インターネット技術概論
・Web技術
・データベース構築技術

・サーバー構築技術
・クラウドとビッグデータ
・機械学習
・コンテンツ制作実習
・モーションキャプチャー実習

・プラグイン開発演習
・プラグイン開発実習

情
報
デ
ザ
イ
ン
演
習

情
報
デ
ザ
イ
ン
実
習

・情報デザイン応用
・Widowsプログラミング
・CGモデリング演習
・CGプログラミング演習

地域連携により、地域
における課題の発見、
創造的解決に寄与

職業専門科目【84】
情報学の知識、技術をバランスよく学修するための専門基礎科目群、新しい価値を創造する能力、実践力・応用力向上に繋げるた
めの専門発展科目群、理論と実践を統合した学修としての情報デザイン科目群を配置し実践的に学修する

<情報専門発展>

履修モデル⑤

・情報デザイン展開
・並列計算
・パターン認識
・メディア処理
・ゲームエンジン演習(CG)

・情報デザイン基礎
・情報数学
（情報・符号理論）
・プログラミング応用
・Linux演習
・セキュリティ基礎
・情報関連法規と

情報倫理

実際の実務に即した
実践型学修

For Computer Graphics  Design
『CGコンテンツを扱う際に求められる業務の効率化ツールの開発・導入、

デザイナー向けのツール制作、データの負荷対策などを行うCGエンジニア、テクニカルアーティスト』

産学
連携

産学
連携

産業界との連携により、企業における
課題の発見、創造的解決による新た
なサービスの創出に寄与

産学
連携

総合科目【6】

Ⅰ
・
Ⅱ

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

Ⅰ Ⅱ

卒
業
後
の
進
路
イ
メ
ー
ジ「

エ
ン
ジ
ニ
ア
・
テ
ク
ニ
カ
ル
ア
ー
テ
ィ
ス
ト
等
」

C
G

地域
連携
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1年次：34単位 2年次：37単位 3年次：35単位 4年次：24単位

アカデミックアドバイザー
開講授業・教員紹介、興味関心の拡大、課題発見の指導等

アカデミックナビゲーター
興味関心の把握、授業選択の指導、所属研究室相談等

研究室所属
課題設定の指導、卒業研究・制作の指導等

基礎科目【20】

<数理基礎>【8】
・数学(線形代数)
・数学(微分積分)
・数学(確率・統計)
・物理(電子回路)

<現代社会>【2】
・異文化理解

<キャリア>【6】
・アカデミックスタディ
・キャリアデザインⅠ
・キャリアデザインⅡ
・ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

<アート>【2】
・ﾋﾞｼﾞｭｱﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ基礎
・音楽表現基礎

生涯にわたり自らの資質を向上させるための基礎
ものの見方・考え方・学び方・表現方法を学修する

展開科目【20】
実社会に適用するための実践的かつ
応用的な活動の基盤となるビジネス・
マネジメントの知識を学修する

・事業戦略
・マーケティング

・アカウンティング
・リーダーシップと
チームビルディング

・イノベーション戦略
・IT産業とｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

・ビジネスプランニング
・人的資源と組織論
・ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｽﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
・プロジェクトマネジメント

・知財戦略
・クロステック研究

A・Ｂ・C

修得した知識や技
術、スキルと態度を
統合し、課題の解
決に向け、新たな
サービスやビジネスの
創造に取り組む

卒
業
研
究
審
査
：
卒
業
論
文（
制
作
・
発
表
）

実際の実務に即した
実践型学修

総合科目【6】

・デザイン思考 ・エスノグラフィ ・UI/UXデザイン

<情報デザイン>

臨
地
実
務
実
習
1

臨
地
実
務
実
習
2

<情報専門基礎>

他者と協働・共創して課題に
取り組む産学連携PBL型学習

・コンピュータ基礎
・Cプログラミング
・Pythonプログラミング

・技術英語
・信号処理
・数値計算
・情報システム基礎
・ｽｸﾘﾌﾟﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ

・サーバー構築技術
・クラウドとビッグデータ
・セキュアプログラミング
・暗号と認証技術
・機械学習
・ゲーム制作実習

・情報デザイン応用
・Widowsプログラミング
・数理・統計ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

・情報デザイン展開
・並列計算
・パターン認識
・ゲームエンジン演習(GAME)
・ゲーム制作演習

職業専門科目【84】
情報学の知識、技術をバランスよく学修するための専門基礎科目群、新しい価値を創造する能力、実践力・応用力向上に繋げるた
めの専門発展科目群、理論と実践を統合した学修としての情報デザイン科目群を配置し実践的に学修する

<情報専門発展>

履修モデル⑥

卒
業
後
の
進
路
イ
メ
ー
ジ
「
コ
ン
テ
ン
ツ
系
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
開
発
エ
ン
ジ
ニ
ア
等
」

ビ
ジ
ネ
ス
デ
ザ
イ
ン
1
・
2

情
報
デ
ザ
イ
ン
実
習
2

情
報
デ
ザ
イ
ン
実
習
3

情
報
デ
ザ
イ
ン
演
習

情
報
デ
ザ
イ
ン
実
習
1

地域連携により、地域
における課題の発見、
創造的解決に寄与

For Digital Entertainment Design
『ゲーム機やスマートフォン向けアプリケーション開発、リアルタイムCGの開発、

システム運用・保守などを行うコンテンツ系アプリケーション開発エンジニア』

産学
連携

産業界との連携により、企業における
課題の発見、創造的解決による新た
なサービスの創出に寄与

産学
連携地域

連携
産学
連携

<語学>【2】
・コミュニケーション英語Ⅰ～Ⅴ
（レベル別選択）

・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ言語処理系
・人工知能
・通信とネットワーク
・インターネット技術概論
・Web技術
・データベース構築技術

・情報デザイン基礎
・情報数学
（情報・符号理論）
・プログラミング応用
・Linux演習
・セキュリティ基礎
・情報関連法規と

情報倫理

Ⅰ
・
Ⅱ

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

Ⅰ Ⅱ

・ゲーム情報学
・ゲーミフィケーション論
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ディプロマ・ポリシー カリキュラム・ポリシー アドミッション・ポリシー
CP①
情報に関する基本的知識と情報技術を身につけるための科
目を配置する。
CP②
本学が設定する履修モデルの対象領域における、情報の発
展的な知識と実践的な技術を身につけるための科目を配置
する。

DP②情報技術を他分野に展開するため
の基礎知識

CP③
職業専門科目の知識や技術をベースとして、創造的な役割
を果たすために必要となる関連他分野の知識としてビジネ
スとイノベーションの基本知識を身につける科目を配置す
る。

DP③生涯にわたり自らの資質を向上さ
せるための基礎知識

CP④
広く自然科学のリテラシーとなる基礎知識を身につけるた
めの科目、アートの観点から創造力につなげるための科
目、グローバル社会における職業人として必要となる、英
語でのコミュニケーション力を高めるための科目を配置す
る。

DP④問題解決を追究するための批判的
思考力・創造力

CP⑤
デザイン思考に基づくデザインプロセス（分析・課題発
見・試行錯誤・提案・評価）を理解し、批判的かつ創造的
に考える力を身につけるための科目を配置する。

AP②高等学校卒業程度の
思考力・判断力・表現力

DP⑤連携・協働して仕事を行うための
コミュニケーション力・コラボレーショ
ン力

CP⑥
デザイン思考に基づくデザインプロセス（分析・課題発
見・試行錯誤・提案・評価）をPBL型授業や実務現場で繰
り返し経験し、関連する他者（ステークホルダー）と連携
し協働するための能力を身につけるための科目を配置す
る。

DP⑥成長的思考・態度

DP⑦職業観・倫理観

統
合
・
創
造

DP⑧実践的・創造的思考力 CP⑧
これまでに修得した知識・技術ならびにスキルの統合を図
り、情報や情報技術を活用した新しい商品やサービスを生
み出すための実践的かつ創造的な能力を養う科目を配置す
る。

AP②高等学校卒業程度の
思考力・判断力・表現力

AP①本学における学びの基盤
となる高等学校卒業程度の知
識、又は技能

AP③情報、情報技術に興味が
あり意欲的に学びを継続し、
多様性を尊重し協働する素養

東京情報デザイン専門職大学DP・CP・APにおける関連性

知
識
・
理
解

DP①情報学の専門知識と専門技術

汎
用
的
技
能

態
度
・
志
向
性

CP⑦
社会全体の基礎的なリテラシーを身につけ、職業意識や職
業観ならびに職業規範、倫理観を学び、生涯を通じ学習し
つづける姿勢を醸成するための科目を配置する。

【資料４】DP・CP・APにおける関連性
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単位数 授業形態
開講年次 必修・選択
担当教員

１．授業概要

２．キーワード

３．授業の目的・到達目標

４．授業計画
【スケジュール】※各回2コマ

第1・2回（  /  ）

第3・4回（  /  ）

第5・6回（  /  ）

第7・8回（  /  ）

第9・10回（  /  ）

第11・12回（  /  ）

本学が連携する地域の企業や団体等の協力を得て、企業や地域の課題を提供してもらい、実社会における課題解
決のプロセスを体験する。学生は将来、企業等に所属して社会の課題の解決のために働くことになる。社会の課
題の解決のために働く際には、社会の人々は何を求めているのか、それを求めている人がどのぐらいの数いるの
か（市場規模）を知る必要がある。また、それを実現するためにはいくらかかるのか（コスト）やその解決策に
社会の人々はどれだけの価値を認めてくれるのか（価格）を見極めることも必要である。本実習では、地域の企
業や団体等、ならびに地域の人々は何を求めているのかに焦点を当てて、具体的な課題に取り組む。

・PBL  ・デザイン思考  ・エスノグラフィ  ・地域

（授業の目的）
実社会における課題解決に取り組みながら、調査（企業訪問、現場観察、2次情報収集、インタビュー等）、仮
説形成、分析の手法を身につける。また、ディスカッションの方法や合意形成の方法について実践を通して学
ぶ。
（到達目標）
・チーム活動において自身の意見を積極的に主張し、他者の意見も尊重しながら議論を進めることができる。
・チームの協力の下、適切な情報を収集することができる。
・チームの協力の下、論理的かつ総合的な分析によって課題を絞り込み、有効で実行可能な解決案を提案するこ
とができる。
・チームからの提案を、理解しやすくかつインパクトのある表現を用いて、聞き手に伝えることができる。

講義概要 チームビルディング
企業や地域の団体等による課題の提示
調査方法、スケジュール等決定
計画書作成
フィールドワーク
データ分析、課題の検討
フィールドワーク
データ分析、課題の検討
データ分析
課題の特定、課題解決案検討

課題解決案検討

大舘 隆司，櫻井 亮，以後 直樹，武藤 ゆみ子

科目名:情報デザイン実習Ⅰ

2単位 実習
2年次 後期 必修

文献およびフィールド調査を通じて必要

なデータを収集するとともに、その分析を

通じて課題し、解決案を検討する。

プロジェクトの進め方を明らかにし、それら

をプロジェクト計画書として作成

地域の企業や団体等による課題提示

【資料5】シラバス「情報デザイン実習Ⅰ」
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第13・14回（  /  ）

第15・16回（  /  ）

第17・18回（  /  ）

第19・20回（  /  ）

第21・22回（  /  ）

第23・24回（  /  ）

第25・26回（  /  ）

第27・28回（  /  ）

【授業時間外の学習】

５．成績評価基準および方法

６．受講に関わる情報

７．教科書・教材・参考書

８．履修上の留意点

９．備考

オフィスアワー
メールにて事前アポイントを取ることにより随時受け付ける。

フィールドワーク、データ分析
課題再検討
データ分析、課題再特定
課題解決案検討

課題解決案検討

最終発表会準備

（最終発表会）
最終プレゼンテーション、評価、報告書作成

・チームで取り組む調査活動や討議
・グループにおいて、各人が次回の集まりまでに行うことについて決定すること

チーム活動への貢献度の自己評価と相互評価（20%）、発表に関する他チームや企業（団体）によ
る評価（40%）、担当教員による評価（40%）を総合して成績を評価する。

一般的な知識伝達型の授業と異なり、PBL型の授業においては特に積極的な姿勢で受講することが望
まれる。

・教科書の指定は無いが、参考図書や参考文献等について示された課題に応じ積極的に探すこと
・必要に応じて、参考図書を提示する場合がある

・欠席はグループのメンバーに迷惑をかけることになる。極力欠席しないように心がけるべきであ
るが、やむを得ず欠席する場合は、事前に担当教員及びグループのメンバーに連絡すること。
・チームで取り組む調査活動や討議のために、授業時間以外にも多くの時間を割く必要が出てくる
可能性があるため、チームでのスケジュール調整を綿密に行うこと。

計画見直し、再調査の方法検討
スケジュール等決定

中間報告会準備

（中間報告会）
中間プレゼンテーション 、評価

これまでのプロジェクト内容をまとめ、中

間報告会にて発表する。指導教員、課

題提供者によるフィードバック。

中間報告会のフィードバックを踏まえ、プ

ロジェクト計画の見直しを行う。

見直された計画を基にリサーチを実施し、

課題について再検討し、再特定した課

題について解決案を検討する。

これまでのプロジェクト内容をまとめ、最

終発表会にて発表する。指導教員、課

題提供者によるフィードバック。終了後、

報告書をまとめ担当教員へ提出。
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単位数 授業形態
開講年次 必修・選択
担当教員

１．授業概要

２．キーワード

３．授業の目的・到達目標

４．授業計画
【スケジュール】※各回2コマ

第1・2回（  /  ）

第3・4回（  /  ）

第5・6回（  /  ）

第7・8回（  /  ）

第9・10回（  /  ）

第11・12回（  /  ）

第13・14回（  /  ）

【授業時間外の学習】

（発表会）
プレゼンテーション、評価、報告書作成

・チームで取り組む調査活動や討議
・グループにおいて、各人が次回の集まりまでに行うことについて決定すること

フィールドワーク、データ分析
課題の特定、課題解決策検討
課題解決策検討

発表会準備

フィールドワーク、データ分析
課題の検討

科目名:情報デザイン実習Ⅱ

1単位 実習
3年次 第2ターム 必修

氏家 弘裕，磯 和之，河合 伸悟，武藤 ゆみ子

本学が連携する企業の協力を得て、企業内の課題を提供してもらい、実社会における課題解決のプロセスを体験
する。学生は将来、企業等に所属して社会の課題の解決のために働くことになる。社会の課題の解決のために働
く際には、社会の人々は何を求めているのか、それを求めている人がどのぐらいの数いるのか（市場規模）を知
る必要がある。また、それを実現するためにはいくらかかるのか（コスト）やその解決策に社会の人々はどれだ
けの価値を認めてくれるのか（価格）を見極めることも必要である。本実習では、連携する企業のニーズ、市場
規模はどれくらいなのか、に焦点を当てて、具体的な課題に取り組む。

・PBL  ・デザイン思考  ・エスノグラフィ
・UI（ユーザーインターフェース）  ・UX（ユーザーエクスペリエンス）

（授業の目的）
実社会における課題解決に取り組みながら、調査（企業訪問、現場観察、2次情報収集、インタビュー等）、仮
説形成、分析の手法を身につける。また、ディスカッションの方法や合意形成の方法を実践を通して学ぶ。
（到達目標）
・チーム活動において自身の意見を積極的に主張し、他者の意見も尊重しながら議論を進めることができる。
・チームの協力の下、UI・UXの視点で適切な情報を収集することができる。
・チームの協力の下、論理的かつ総合的な分析によって課題を絞り込み、有効で実行可能な解決策を提案するこ
とができる。
・チームからの提案を、理解しやすくかつインパクトのある表現を用いて、聞き手に伝えることができる。

講義概要 チームビルディング
連携企業による課題の提示
調査方法、スケジュール等決定
計画書作成

プロジェクトの進め方を明らかにし、それらをプ

ロジェクト計画書として作成

文献およびフィールド調査を通じて必要な

データを収集する。それらの分析を通じて課

題を特定し、解決策を検討する。

これまでのプロジェクト内容をまとめ、発表会

にて発表する。指導教員、課題提供者によ

るフィードバック。終了後、報告書をまとめ担

当教員へ提出。

本学が連携する企業による課題提示

【資料6】シラバス「情報デザイン実習Ⅱ」
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５．成績評価基準および方法

６．受講に関わる情報

７．教科書・教材・参考書

８．履修上の留意点

９．備考

オフィスアワー
メールにて事前アポイントを取ることにより随時受け付ける。

チーム活動への貢献度の自己評価と相互評価（20%）、発表に関する他チームや企業（団体）による
評価（40%）、担当教員による評価（40%）を総合して成績を評価する。

一般的な知識伝達型の授業と異なり、PBL型の授業においては特に積極的な姿勢で受講することが望
まれる。

・教科書の指定は無いが、参考図書や参考文献等について示された課題に応じ積極的に探すこと
・必要に応じて、参考図書を提示する場合がある

・欠席はグループのメンバーに迷惑をかけることになる。極力欠席しないように心がけるべきである
が、やむを得ず欠席する場合は、事前に担当教員及びグループのメンバーに連絡すること。
・チームで取り組む調査活動や討議のために、授業時間以外にも多くの時間を割く必要が出てくる可
能性があるため、チームでのスケジュール調整を綿密に行うこと。

- 審査意見（３月）（資料） - 22 -



単位数 授業形態
開講年次 必修・選択
担当教員

１．授業概要

２．キーワード

３．授業の目的・到達目標

４．授業計画
【スケジュール】 ※各回2コマ

第1・2回（  /  ）

第3・4回（  /  ）

第5・6回（  /  ）

第7・8回（  /  ）

第9・10回（  /  ）

第11・12回（  /  ）

第13・14回（  /  ）

フィールドワーク、データ分析
課題の検討、課題の特定

科目名:情報デザイン実習Ⅲ

1単位 実習
4年次 第1ターム 必修

氏家 弘裕，白戸 裕史，河合 伸悟，武藤 ゆみ子

本学が連携する企業の協力を得て、企業内の課題を提供してもらい、実社会における課題解決のプロセスを体験
する。学生は将来、企業等に所属して社会の課題の解決のために働くことになる。社会の課題の解決のために働
く際には、社会の人々は何を求めているのか、それを求めている人がどのぐらいの数いるのか（市場規模）を知
る必要がある。また、それを実現するためにはいくらかかるのか（コスト）やその解決策に社会の人々はどれだ
けの価値を認めてくれるのか（価格）を見極めることも必要である。本実習では、連携する企業のニーズ、市場
規模、実際のコストはどれくらいなのか、に焦点を当てて、具体的な課題に取り組む。

・PBL  ・デザイン思考  ・エスノグラフィ  ・イノベーション
・UI（ユーザーインターフェース）  ・UX（ユーザーエクスペリエンス）

（授業の目的）
実社会における課題解決に取り組みながら、調査（企業訪問、現場観察、2次情報収集、インタビュー等）、仮
説形成、分析の手法を身につける。また、ディスカッションの方法や合意形成の方法を実践を通して学ぶ。
（到達目標）
・チーム活動において自身の意見を積極的に主張し、他者の意見も尊重しながら議論を進めることができる。
・チームの協力の下、UI・UXの視点、イノベーションの観点で適切な情報を収集することができる。
・チームの協力の下、論理的かつ総合的な分析によって課題を絞り込み、有効で実行可能な解決策としてのプロ
トタイプを提示することができる。
・チームからの提案を、理解しやすくかつインパクトのある表現を用いて、聞き手に伝えることができる。

講義概要 チームビルディング
連携企業による課題の提示
調査方法、スケジュール等決定
計画書作成

フィールドワーク、データ分析
課題解決策、プロトタイプ検討
課題解決策としてのプロトタイプ検討

発表会準備

（発表会）
プレゼンテーション、評価、報告書作成

プロジェクトの進め方を明らかにし、それらを

プロジェクト計画書として作成

文献およびフィールド調査を通じて必要な

データを収集する。分析を通じて課題を特

定し、プロトタイプを検討する。

これまでのプロジェクト内容をまとめ、発表

会にて発表する。指導教員、課題提供

者によるフィードバック。終了後、報告書を

まとめ担当教員へ提出。

本学が連携する企業による課題提示

【資料7】シラバス「情報デザイン実習Ⅲ」
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【授業時間外の学習】

５．成績評価基準および方法

６．受講に関わる情報

７．教科書・教材・参考書

８．履修上の留意点

９．備考

オフィスアワー

・教科書の指定は無いが、参考図書や参考文献等について示された課題に応じ積極的に探すこと
・必要に応じて、参考図書を提示する場合がある

・欠席はグループのメンバーに迷惑をかけることになる。極力欠席しないように心がけるべきである
が、やむを得ず欠席する場合は、事前に担当教員およびグループのメンバーに連絡すること。
・チームで取り組む調査活動や討議のために、授業時間以外にも多くの時間を割く必要が出てくる可
能性があるため、チームでのスケジュール調整を綿密に行うこと。

メールにて事前アポイントを取ることにより随時受け付ける。

・チームで取り組む調査活動や討議
・グループにおいて、各人が次回の集まりまでに行うことについて決定すること

チーム活動への貢献度の自己評価と相互評価（20%）、発表に関する他チームや企業（団体）による
評価（40%）、担当教員による評価（40%）を総合して成績を評価する。

一般的な知識伝達型の授業と異なり、PBL型の授業においては特に積極的な姿勢で受講することが望
まれる。
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授業⽬的 CP DP 授業⽬的に対した選定基準
①対課題基礎⼒
「情報収集する」
「情報を分析する」
「課題を発⾒する」

⇒CP⑤デザイン思考に基づくデザインプ
ロセス（分析・課題発⾒・試⾏錯誤・提
案・評価）を繰り返し経験し、様々な課
題に取り組むための知識と⽅法、態度を
⾝につけるための科⽬

④問題解決を追究する
ための批判的思考⼒・
創造⼒

③【現場実務の提供】

②対⼈基礎⼒
「規律・組織への参加」
「他者とのコミュニケー

ション」
「組織の中での意思疎通と

連携⾏動」
 「異なる意⾒の受容」
 「建設的な議論の牽引」

⇒CP⑥デザイン思考に基づくデザインプ
ロセス（分析・課題発⾒・試⾏錯誤・提
案・評価）をPBL型授業や実務現場で繰
り返し経験し、関連する他者（ステーク
ホルダー）と連携し協働するための能⼒
を⾝につけるための科⽬

⑤連携・協働して仕事
を⾏うためのコミュニ
ケーション⼒・コラボ
レーション⼒

②【チームによる業務体制】
③【現場実務の提供】

⑥成⻑的思考・態度

⑦職業観・倫理観

④実践⼒
「テクノロジー」
「作業スピード」
「メソドロジー」

⇒CP①情報に関する基本的知識と情報技
術を⾝につけるための科⽬ CP②本学が
設定する履修モデルの対象領域におけ
る、情報の発展的な知識と実践的な技術
を⾝につけるための科⽬

①情報学の専⾨知識と
専⾨技術

①【情報技術】
③【現場実務の提供】

①対課題基礎⼒
「⽬標を設定する」
「計画を⽴てる」
「アイデア・計画の表現」
「アイデア・計画の実践」

⇒CP⑤デザイン思考に基づくデザインプ
ロセス（分析・課題発⾒・試⾏錯誤・提
案・評価）を繰り返し経験し、様々な課
題に取り組むための知識と⽅法、態度を
⾝につけるための科⽬

④問題解決を追究する
ための批判的思考⼒・
創造⼒

③【現場実務の提供】

②対⼈基礎⼒
「規律・組織への参加」
「他者とのコミュニケー

ション」
「組織の中での意思疎通と

連携⾏動」
 「異なる意⾒の受容」
 「建設的な議論の牽引」

⇒CP⑥デザイン思考に基づくデザインプ
ロセス（分析・課題発⾒・試⾏錯誤・提
案・評価）をPBL型授業や実務現場で繰
り返し経験し、関連する他者（ステーク
ホルダー）と連携し協働するための能⼒
を⾝につけるための科⽬

⑤連携・協働して仕事
を⾏うためのコミュニ
ケーション⼒・コラボ
レーション⼒ ②【チームによる業務体制】

③【現場実務の提供】

⑥成⻑的思考・態度

⑦職業観・倫理観

④実践⼒
「テクノロジー」
「作業スピード」
「メソドロジー」

⇒CP①情報に関する基本的知識と情報技
術を⾝につけるための科⽬ CP②本学が
設定する履修モデルの対象領域におけ
る、情報の発展的な知識と実践的な技術
を⾝につけるための科⽬

①情報学の専⾨知識と
専⾨技術

①【情報技術】
③【現場実務の提供】

※選定基準詳細は本⽂参照

科⽬

Ⅰ

Ⅱ

臨
地
実
務
実
習

②【チームによる業務体制】

②【チームによる業務体制】

③対⾃⼰基礎⼒
「広い視野をもつ」
「感情のコントロール」
「ストレスマネジメント」
「⾃⼰肯定感」
「⾃主性・積極性」
「良い⾏動の習慣化」

⇒CP⑦社会全体の基礎的なリテラシーを
⾝につけ、職業意識や職業観ならびに職
業規範、倫理観を学び、⽣涯を通じ学習
しつづける姿勢を醸成するための科⽬

③対⾃⼰基礎⼒
「広い視野をもつ」
「感情のコントロール」
「ストレスマネジメント」
「⾃⼰肯定感」
「⾃主性・積極性」
「良い⾏動の習慣化」

⇒CP⑦社会全体の基礎的なリテラシーを
⾝につけ、職業意識や職業観ならびに職
業規範、倫理観を学び、⽣涯を通じ学習
しつづける姿勢を醸成するための科⽬

【資料8】臨地実務実習授業目的・DP・CP及び選定基準の関連性
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単位数 授業形態
開講年次 必修・選択
担当教員

１．授業概要

２．キーワード

３．授業の目的・到達目標

４．授業計画
【スケジュール】

第1回
・臨地実務実習の目的　評価基準　守秘義務契約について
・ビジネスマナー等の復習
・緊急時対応
・実習指導者との面談

企業内実習

臨地実務実習Ⅰでは、システム開発を行う企業等での企業内実習を通し、ジェネリックスキル（汎用的技能=対
課題基礎力、対人基礎力、対自己基礎力）を身につける。課題発見フェーズとして、キャンパス内での学習で得
た知識・スキルの定着と、情報デザインエンジニアに求められる共創するスキルを学び、今後の課題を明確にす
る。3年次第3タームに、情報技術を扱っている現場で業務を体験する。現場は企業規模、業態等幅広い受け入れ
先の中から希望する企業を1社選ぶ。また、現場実習前後には学内にて現場実習での体験を有益なものとするた
めの事前教育、事後教育を行う。

臨地実務実習　企業内実習　ジェネリックスキル

（授業目的）
①対課題基礎力として次の能力を高める。
「情報を収集する」「情報を分析する」「課題を発見する」
②対人基礎力として次の能力を高める。
「規律・組織への参加」「他者とのコミュニケーション」「組織の中での意思疎通と連携行動」「異なる意見の
受容」「建設的な議論の牽引」
③対自己基礎力として次の能力を高める。
「広い視野をもつ」「感情のコントロール」「ストレスマネジメント」「自己肯定感」「自主性・積極性」「良
い行動の習慣化」
④実践力として次の能力、意識を高める。
「テクノロジー」「作業スピード」「メソドロジー」

（到達目標）
評価表を参照し、各項目ルーブリック評価の3を目指す。評価表は本授業の初回で配布する。

事前教育

訪問先

澁谷、三矢、岡田、大舘、能見、安達、志磨、岡崎

科目名：臨地実務実習Ⅰ

11単位 実習
3年次 第3ターム 必修

【資料９】シラバス「臨地実務実習Ⅰ」
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最終回

【授業時間外の学習】

５．成績評価基準および方法

６．受講に関わる情報

７．教科書・教材・参考書

８．履修上の留意点

９．備考

オフィスアワー
・巡回指導時およびメールでの相談指導を行う

個人面談

事前学習：業務上使用される技術の学習
事後学習：日誌作成

「臨地実務実習Ⅰ評価基準」に基づいた企業内の実習指導者及び学内の巡回指導担当者の評価
（50%）、日誌（25%）、学内でのグループワーク終了後のレポート及び面談（25%）にて評価す
る。

エントリー企業の提示は第1タームに行う。希望企業に対しエントリーを行い、定員を超えた場合等
はGPAによって選抜する。選抜の結果、いずれの希望企業にも希望が通らなかった場合は、学生と教
職員との個人面談を経て、全員がいずれかの企業へ訪問できるよう大学側で選定する。
臨地実習開始には守秘義務契約書の取り交わしを必須とする。

・臨地実務実習開始前に『臨地実務実習の手引き』を配布する

・実習中に問題が発生した場合、速やかに実習担当者へ連絡すること。

・グループワーク（実習経験、問題意識の共有）

・企業内見学、業務見学
・業務サポート
・独立したタスクによる課題対応
・ミーティング参加
事後教育
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単位数 授業形態
開講年次 必修・選択
担当教員

１．授業概要

２．キーワード

３．授業の目的・到達目標

４．授業計画
【スケジュール】

第1回
・臨地実務実習の目的　評価基準　守秘義務契約について
・ビジネスマナー等の復習

臨地実務実習Ⅱでは、システム開発を行う企業等での企業内実習を通し、ジェネリックスキル（汎用的技能=対
課題基礎力、対人基礎力、対自己基礎力）を身につける。課題解決フェーズとして、情報の価値に注目し、ITを
利用した新しい発想で、業務の各段階や製品のデザインをするという経験を通し、プロフェッショナルとしての
意識の進化を図る。4年次第2タームに、情報技術を扱っている現場で業務を体験する。現場は企業規模、業態等
幅広い受け入れ先の中から希望する企業を1社選ぶ。また、現場実習前後には学内にて現場実習での体験を有益な
ものとするための事前教育、事後教育を行う。

臨地実務実習　企業内実習　ジェネリックスキル

（授業目的）
①対課題基礎力として次の能力を高める。
「目標を設定する」「計画を立てる」「アイデア・計画の表現」「アイデア・計画の実践」
②対人基礎力として次の能力を高める。
「規律・組織への参加」「他者とのコミュニケーション」「組織の中での意思疎通と連携行動」「異なる意見の
受容」「建設的な議論の牽引」
③対自己基礎力として次の能力を高める。
「広い視野をもつ」「感情のコントロール」「ストレスマネジメント」「自己肯定感」「自主性・積極性」「良
い行動の習慣化」
④実践力として次の能力、意識を高める。
「テクノロジー」「作業スピード」「メソドロジー」

（到達目標）
評価表を参照し、各項目ルーブリック評価のうち、①対課題基礎力は3を、その他のカテゴリー②～④は4を目指
す。評価表は本授業の初回で配布する。

事前教育

岡崎、志磨、能見、大舘、岡田、河合、磯、白戸

科目名：臨地実務実習Ⅱ

11単位 実習
4年次 第2ターム 必修

【資料10】シラバス「臨地実務実習Ⅱ」
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・緊急時対応
・実習指導者との面談

企業内実習

最終回

【授業時間外の学習】

５．成績評価基準および方法

６．受講に関わる情報

７．教科書・教材・参考書

８．履修上の留意点

９．備考

オフィスアワー
・巡回指導時およびメールでの相談指導を行う

個人面談

事前学習：業務上使用される技術の学習
事後学習：日誌作成

「臨地実務実習Ⅱ評価基準」に基づいた企業内の実習指導者及び学内の巡回指導担当者の評価
（50%）、日誌（25%）、学内でのグループワーク終了後のレポート及び面談（25%）にて評価す
る。

エントリー企業の提示は第4タームに行う。希望企業に対しエントリーを行い、定員を超えた場合等は
GPAによって選抜する。選抜の結果、いずれの希望企業にも希望が通らなかった場合は、学生と教職
員との個人面談を経て、全員がいずれかの企業へ訪問できるよう大学側で選定する。
臨地実習開始には守秘義務契約書の取り交わしを必須とする。

・臨地実務実習開始前に『臨地実務実習の手引き』を配布する

・実習中に問題が発生した場合、速やかに実習担当者へ連絡すること。

・グループワーク（実習経験、問題意識の共有）

訪問先
・企業内見学、業務見学
・業務サポート
・連続したタスクによる課題対応
・ミーティング参加
事後教育
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東京情報デザイン専門職大学 

情報デザイン学部 情報デザイン学科 

「臨地実務実習Ⅰ」実施計画(案) 

（No.00） 

臨地実務実習施設（主たる実習場所） 

株式会社○○○○

（所在地：東京都▲▲区●● ■‐■‐■）

１ 実習の内容 

① 企業内見学（○○時間）

② 業務見学（○○時間）

③ 業務サポート（○○時間）

③ 独立したタスクによる課題対応（○○時間）

２ 実習の期間 

2025年 10月 1日 ～ 2025年 11 月 30日 

土曜・日曜・祝日は休日とする。 

３ 一日当たりの実習時間 

8時間 00分（休憩時間を除く） 

４ 受け入れる学生の数 

最大 5人 

５ 実習指導者の配置 

実習指導者：○○ ○○（△△部 マネージャー）

６ 成績評価の基準及び方法 

実習指導者による審査は、「臨地実務実習Ⅰ評価基準」により行う。 

「臨地実務実習Ⅰ評価基準」に基づいた企業内の実習指導者および学内の巡回指導担当者の評価

（50%）、日誌（25%）、学内でのグループワーク終了後のレポートおよび面談(25%)にて評価する。 

７ 担当教員による巡回指導等の実施 

担当教員は、実習期間中に最低 3回（うちオンライン 1回）、臨地実務実習施設を巡回し、実習生と

の面談および指導、実習指導者との情報交換等を行う。 

８ 実習生による日報の提出 

実習生は、実習期間中、別に定める様式により日報を作成し、実習指導者の確認を経て、別に定め

る方法により担当教員に提出する。 

【資料11】臨地実務実習　実施計画（案）
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９ 実習生に対する報酬及び交通費支給等の取扱い 

実習生に対する報酬・交通費等の支給は行わない。 

 

10 実習中の災害補償及び損害賠償責任 

①実習生は、大学が指定するインターンシップ保険（災害補償保険及び賠償責任保険）へ加入する

ものとする。 

②実習中における実習生の事故等については、事業者の故意又は重過失による場合を除き、実習生

が加入するインターンシップ保険をもって補償に充てる。 

③実習中における実習生による事業者又は第三者への損害については、実習生の故意又は重過失に

よる場合を除き、実習生が加入するインターンシップ保険をもって補償に充てる。 

 

11 知的財産権の帰属等の取扱い 

①臨地実務実習の実施の過程で実習生が創出した発明等に係る知的財産権は、事業者に帰属するも

のとし、事業者は、社内規程に基づき、実習生に対し応分の報奨を与える。 

②大学又は実習生が、学会発表、論文発表その他の方法により実習生が創出した発明等について第

三者に公表・開示しようとする場合は、事前に事業者の同意を得るものとする。 
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東京情報デザイン専門職大学の職業教育に係る実施協定書(案) 

東京情報デザイン専門職大学〔代表者氏名〕（以下「甲」という。）と〔事業者名 代表者氏名〕（以下「乙」

という。）は、甲が設置する情報デザイン学部 情報デザイン学科の臨地実務実習の授業科目の乙の事

業所における実施について、以下のとおり合意する。 

（趣旨） 

第＿条 この協定は、甲の学生(以下「学生」という。)に対して行われる臨地実務実習(乙の事業所にお

いて、乙の実務に従事することにより行う実習をいう。以下同じ。)を甲乙連携して行うことに関する

基本的事項を取り決めることを目的として、締結する。 

（費用負担） 

第＿条 臨地実務実習に関する費用の負担は次のとおりとする。 

① 甲は、・・・を負担する。

② 乙は、・・・を負担する。

（実施計画） 

第＿条 臨地実務実習の円滑な実施のため、甲は、乙と協議の上、実施計画を書面で作成するものとす

る。 

２ 実施計画には、以下の事項を記載する。 

① 実習の内容、期間、一日当たりの実習時間及び主たる実習場所

② 受け入れる学生の数

③ 実習指導者の配置

④ 成績評価の基準及び方法

⑤ 学生に対する報酬及び交通費支給等の取扱い

⑥ 実習中の災害補償及び損害賠償責任

⑦ その他の臨地実務実習の実施に必要な事項

３ 乙は、実施計画に従い、甲と連携して臨地実務実習を実施するものとする。 

４ 乙は、甲の求めがあったときは、あらかじめ甲乙協議して定める方法により、業務の進捗状況につい

て報告するものとする。 

（学生に対する手当の支給等） 

第＿条 乙は、学生に対して臨地実務実習に関する一切の給与及び手当等（交通費、滞在費、食費、クリ

ーニング代等）を支給しない。 

２ 乙は、学生に対して作業着その他の臨地実務実習に必要な備品等を無償で貸与する。 

３ 学生は、乙の指揮監督の下で乙に従属して労働力を提供しない範囲で、乙の社内規則及び実習指導

者の指示等を遵守するものとする。 

（指揮命令） 

第＿条 乙は、実施計画に定める内容を超えて、乙の指揮命令下で学生又は甲の教員に労務の提供をさ

【資料12】東京情報デザイン専門職大学の職業教育に係る実施協定書（案）
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せてはならないものとする。 

（企業秘密の取扱い） 

第＿条 甲及び学生は、臨地実務実習の実施に伴い知得した乙の業務・契約・取引先・顧客（利用者）等

に関する一切の秘密情報（以下「乙秘密情報」という。）を、書面による乙の事前の同意を得ることな

く、臨地実務実習の期間中及び終了後において、第三者に漏洩してはならないものとする。 

２ 学生は、乙の事前の同意を得て、臨地実務実習に関する報告に必要な範囲で、乙秘密情報を甲に開示

することができる。 

３ 甲は、学生が口頭又は書面でした前項の報告に乙秘密情報が含まれる場合は、第１項に定める学生

の負う義務と同等の義務を負う。 

（機密情報等の返還義務） 

第＿条 甲及び乙は、臨地実務実習が終了したとき若しくはこの協定の有効期間を満了したとき、又は

相手方から返還等の要求があったときは、相手方の機密情報及び相手方から貸与された情報等につい

て、相手方の指示に従い、必ず返還、廃棄又は消去するものとする。 

（知的財産権） 

第＿条 臨地実務実習の実施の過程で、乙の指導により学生が創出した発明等に係る知的財産権は、乙

に帰属するものとする。 

２ 乙は、学生が創出した発明等に関わる知的財産権に対し、乙の社内規程に基づき、応分の報奨を 学

生に付与するものとする。 

３ 甲又は学生が、学会発表、論文発表その他の方法により第１項に規定する発明等について第三者に

公表・開示しようとする場合は、事前に乙の同意を得るものとする。 

（改善） 

第＿条 甲及び乙は、業務の改善の必要があると認めるときは、相手方に改善の協議を申し入れること

ができ、申し入れられた相手方は必ず協議に応じるものとする。 

（委託の禁止） 

第＿条 乙は、事前に甲乙の協議の上で甲の書面による承諾を得た場合を除き、業務の一部又は全部の

実施を第三者に委託することはできない。 

（権利・義務の譲渡の禁止） 

第＿条 甲及び乙は、事前に甲乙の協議の上で相手方の書面による承諾を得た場合を除き、この協定上

の権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継してはならない。 

（安全衛生） 

第＿条 甲及び乙は、臨地実務実習中の実習生の災害を防止するために、双方協力するとともに、実習生

に自己の安全に十分に留意させるものとする。 

２ 乙は、甲と連携して、事前に甲乙協議の上で決定した災害防止等に必要な講習その他安全衛生管理
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の措置をあらかじめ講ずるものとする。 

（実習中の災害補償及び損害賠償責任） 

第＿条 甲は、臨地実務実習中の事故等により、実習生が傷害を負った場合又は実習生が乙、乙の従業             

員等若しくは第三者へ損害を与えた場合等に備え、実習生に災害補償保険及び賠償責任保険へ加入

させなければならない。当該保険の加入に関して必要な手続は甲が行い、その保険料は実習生が負

担するものとする。 

２ 実習生の臨地実務実習中の事故等については、乙の故意又は重過失による場合を除き、実習生が加

入する保険をもって補償に充てるものとする。 

３ 実習生が臨地実務実習中に乙又は第三者へ損害を与えた場合は、実習生の故意又は重過失による場

合を除き、実習生が加入する保険をもって補償に充てるものとする。 

（損害賠償） 

第＿条 甲及び乙は、相手方がこの協定に違反し、または相手方の責めに帰すべき事由により損害を被

ったときは、その損害の賠償を相手方に請求することができる。 

（有効期間） 

第＿条 この協定の有効期間は、○○年○○月○○日から△△年△△月△△日までとする。ただし、甲及

び乙は、甲乙の協議の上で合意したときは、この協定を更新することができるものとする。 

（協定の解除） 

第＿条 甲又は乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当するときは、何らの通知催告なく（第６号の場

合を除く。）、この協定を解除することができる。 

① 支払を停止し若しくは手形・小切手を不渡りにし、又は取引停止処分を受けたとき。

② 差押、仮差押、仮処分若しくは競売の申し立てを受け、又は公租公課の滞納処分を受けたとき。

③ 破産、特別清算、会社整理、会社更生若しくは民事再生の申立をし、又は申立を受けたとき。

④ 清算又は解散をしたとき。

⑤ 信頼関係を破壊する重大な背信行為があったと認められるとき。

⑥ この協定の各条項に違反したとき。

（実習の中断） 

第＿条 乙は、甲又は実習生にこの協定に違反する行為があったときその他臨地実務実習を継続しがた

い事態が生じたときは、直ちに臨地実務実習を中断することができる。この場合には、乙は速やかに

甲にその旨を通知するものとし、甲及び乙は、臨地実務実習の再開又は終了に関し誠実に協議するも

のとする。 

（協定の解釈） 

第＿条 この協定に定めのない事項及びこの協定の解釈等について疑義を生じたときは、甲及び乙は誠

意をもって協議し、これを解決するものとする。 
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（裁判管轄） 

第＿条 この協定に関する訴えは、甲の所在地を管轄する○○地方裁判所の管轄に属するものとする。 

この協定締結の証として本書２通を作成し、甲及び乙双方が記名押印の上、それぞれ１通を保管する

ものとする。 

 

○○年○○月○○日 

 

甲：東京都江戸川区小松川 2-7 

東京情報デザイン専門職大学 

〔代表者の役職・氏名〕       印 

乙：〔事業者の所在地〕 

〔事業者の名称 代表者の役職・氏名〕 印 
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臨地実務実習の手引き 

東京情報デザイン専門職大学 

【資料13】臨地実務実習の手引き
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Ⅰ．臨地実務実習について 

 臨地実務実習は、専門職大学において必修科目として設けられる科目であり、本学では

「臨地実務実習Ⅰ」「臨地実務実習Ⅱ」を開設する。 
 

科目名 配当年次 単位数 
臨地実務実習Ⅰ 3 年次 第 3 ターム 11 単位 
臨地実務実習Ⅱ 4 年次 第 2 ターム 11 単位 

 
 本学の養成人材像は「情報に関する専門知識と情報技術を習得し、課題の要因を探り、解

決策をデザインする思考法を備えた、ステークホルダーとの連携・協働によりシステムを開

発できる情報技術者」である。 
 
この養成人材像に基づき、本学ではそれぞれ 8 つのディプロマ・ポリシーおよびカリキ

ュラム・ポリシーを定め、そのうち下記に示した 5 つのディプロマ・ポリシー（DP①、DP
④、DP⑤、DP⑥、DP⑦）を達成することを目的に、5 つのカリキュラム・ポリシー（CP
①、CP④、CP⑤、CP⑥、CP⑦）に該当する科目として、職業専門科目群に「臨地実務実

習Ⅰ」「臨地実務実習Ⅱ」を開設する。 
 

 
 ＜養成人材像＞ 
情報に関する専門知識と情報技術を習得し、課題の要因を探り、解決策をデザインする

思考法を備えた、ステークホルダーとの連携・協働によりシステムを開発できる情報技

術者 
 
＜ディプロマ・ポリシー＞（抜粋） 
DP① 情報学の専門知識と専門技術 
DP④ 問題解決を追究するための批判的思考力・創造力 
DP⑤ 連携・協働して仕事を行うためのコミュニケーション力・コラボレーション力 
DP⑥ 成長的思考・態度 
DP⑦ 職業観・倫理観 
 
＜カリキュラム・ポリシー＞（抜粋） 
CP① 情報に関する基本的知識と情報技術を身につけるための科目を配置する。 
CP② 本学が設定する履修モデルの対象領域における、情報の発展的な知識と実践的

な技術を身につけるための科目を配置する。 
CP⑤ デザイン思考に基づくデザインプロセス（分析・課題発見・試行錯誤・提案・
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評価）を理解し、批判的かつ創造的に考える力をを身につけるための科目を配

置する。 
CP⑥ デザイン思考に基づくデザインプロセス（分析・課題発見・試行錯誤・提案・

評価）を PBL 型授業や実務現場で繰り返し経験し、関連する他者（ステークホ

ルダー）と連携し協働するための能力を身につけるための科目を配置する。 
CP⑦ 社会全体の基礎的なリテラシーを身につけ、職業意識や職業観ならびに職業規

範、倫理観を学び、生涯を通じ学習しつづける姿勢を醸成するための科目を配

置する。 
 

 
 
①臨地実務実習Ⅰ 
（授業概要） 
臨地実務実習Ⅰでは、システム開発を行う企業等での企業内実習を通し、ジェネリックス

キル（汎用的技能=対課題基礎力、対人基礎力、対自己基礎力）を身につける。課題発見

フェーズとして、キャンパス内での学習で得た知識・スキルの定着と、情報デザインエン

ジニアに求められる共創するスキルを学び、今後の課題を明確にする。 
3 年次第 3 タームに、情報技術を扱っている現場で業務を体験する。現場は企業規模、業

態等幅広い受け入れ先の中から希望する企業を 1 社選ぶ。また、現場実習前後には学内

にて現場実習での体験を有益なものとするための事前教育、事後教育を行う。 
 
（授業目的） 
①対課題基礎力として次の能力を高める。 
「情報を収集する」「情報を分析する」「課題を発見する」 

②対人基礎力として次の能力を高める。 
「規律・組織への参加」「他者とのコミュニケーション」 
「組織の中での意思疎通と連携行動」「異なる意見の受容」「建設的な議論の牽引」 

③対自己基礎力として次の能力を高める。 
「広い視野をもつ」「感情のコントロール」「ストレスマネジメント」「自己肯定感」 
「自主性・積極性」「良い行動の習慣化」 

④実践力として次の能力を高める 
「テクノロジー」「作業スピード」「メソドロジー」 

 
（到達目標） 
評価表を参照し、各項目ルーブリック評価の 3 を目指す。 
評価表は本授業の初回で配布する。 
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（スケジュール） 
第 1 回 〔事前教育〕 

・臨地実務実習の目的 評価基準 秘密保持契約について 
・ビジネスマナー等の復習 
・緊急時対応 
・実習指導者との面談 

企業内実習 〔訪問先〕 
・企業内見学、業務見学 
・業務サポート 
・独立したタスクによる課題対応 
・ミーティング参加 

最終回 〔事後教育〕 
・グループワーク（実習経験、問題意識の共有） 
・個人面談 

 
②臨地実務実習Ⅱ 
（授業概要） 
臨地実務実習Ⅱでは、システム開発を行う企業等での企業内実習を通し、ジェネリックス

キル（汎用的技能=対課題基礎力、対人基礎力、対自己基礎力）を身につける。課題解決

フェーズとして、情報の価値に注目し、IT を利用した新しい発想で、業務の各段階や製

品のデザインをするという経験を通し、プロフェッショナルとしての意識の進化を図る。 
4 年次第 2 タームに、情報技術を扱っている現場で業務を体験する。現場は企業規模、業

態等幅広い受け入れ先の中から希望する企業を 1 社選ぶ。また、現場実習前後には学内

にて現場実習での体験を有益なものとするための事前教育、事後教育を行う。 
 
（授業目的） 
①対課題基礎力として次の能力を高める。 
「目標を設定する」「計画を立てる」「アイデア・計画の表現」「アイデア・計画の実践」 

②対人基礎力として次の能力を高める。 
「規律・組織への参加」「他者とのコミュニケーション」 
「組織の中での意思疎通と連携行動」「異なる意見の受容」「建設的な議論の牽引」 

③対自己基礎力として次の能力を高める。 
「広い視野をもつ」「感情のコントロール」「ストレスマネジメント」「自己肯定感」 
「自主性・積極性」「良い行動の習慣化」 

④実践力として次の能力を高める。 
「テクノロジー」「作業スピード」「メソドロジー」 
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（到達目標） 
評価表を参照し、各項目ルーブリック評価のうち、①対課題基礎力は 3 を、その他のカテ

ゴリー②～④は 4 を目指す。 
評価表は本授業の初回で配布する。 

 
（スケジュール） 
第 1 回 〔事前教育〕 

・臨地実務実習の目的 評価基準 秘密保持契約について 
・ビジネスマナー等の復習 
・緊急時対応 
・実習指導者との面談 

企業内実習 〔訪問先〕 
・企業内見学、業務見学 
・業務サポート 
・連続したタスクによる課題対応 
・ミーティング参加 

最終回 〔事後教育〕  
・グループワーク（実習経験、問題意識の共有） 
・個人面談 

 
Ⅱ．履修の流れ 

時期 
内容 備考 

臨地実務実習Ⅰ 臨地実務実習Ⅱ 

3年次 

第 1ターム 

～ 

第 2ターム 

3年次 

第 4ターム 

～ 

4年次 

第 1ターム 

①実習施設の公開  

②実習希望エントリー受付 期間は別途指定する 

③実習先調整  

④実習先決定  

⑤事前オリエンテーション  

⑥秘密保持契約締結  

3年次 

第 3ターム 

4年次 

第 2ターム 
実習期間 

(学生)実習先へ通所 

   日誌作成 

(企業)実習指導 

(大学)巡回指導 

3年次 

第 4ターム 

4年次 

第 3ターム 事後教育 

(学生)報告書作成 

学内報告会 

(大学)⇒成績評価 
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①実習先の調整～事前教育 
 1．実習施設についての情報公開 

毎年度第 1 ターム（「臨地実務実習Ⅰ」用）および第 4 ターム（「臨地実務実習Ⅱ」

用）に、実習施設を下記の項目とともに学内掲示等で公開する。 
 ・企業名および部署名 

・定員 
 ・今後の詳細スケジュール 
 
 2．実習希望先のエントリー受付 

本学が公開した情報を参照し、実習先の希望を第 3 希望まで選び、エントリーシ

ートを提出すること。 
 
 3．実習先の調整 

指定期間内に提出されたエントリーシートを基に調整する。 
各施設において定員を超えた場合は、GPA およびエントリーシートにより総合的

に判定する。 
なお、調整の結果、第 1 希望～第 3 希望いずれの希望実習先にも当てはまらない

場合は、学生本人と教職員とで個別面談を実施した上で、人数に余裕のある実習施

設のうち、学生本人の意向に合う施設を提示し、実習先を決定する。 
 
 4．実習先決定 
 各学生に実習先調整の結果を伝達する。 

 
 5．事前教育 

実習開始前の事前教育として、下記に関するオリエンテーションを行うので、必ず 

出席すること。 
 ・臨地実務実習の目的 

・評価基準 
・秘密保持契約について 
・ビジネスマナー等の復習 
・緊急時対応 
・実習施設の事前研究 
・実習指導者との面談 
 

 6．秘密保持契約書の締結 
実習企業と学生個人間で秘密保持契約を締結する。 
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③実習期間中 
 1．出席確認 

指定された期間、時刻に実習先企業へ通所し、実習指導者に出席確認を得ること。 
遅刻や欠席の必要があった場合、実習指導者（企業）と併せて担当教員にも連絡す

ること。 
 

 2．実習日誌 
 通所日の終わりに実習日誌を書き、実習指導者に承認を得ること。 
  

3．巡回指導 
 本学担当教員が実習先企業を訪問し（オンラインの場合あり）、巡回指導に当たる。 
 初回は実習開始 1 週間後を目安に訪問する（対面）。 

その後は 5 週間目にオンラインにて実施し、最後は実習終了の 1 週間前を目安に

訪問する（対面）。 
その他、不明な点や不安なことがあれば、随時、電話やメールにて連絡すること。 

 
 4．緊急連絡先 
 実習期間中に問題が発生した場合は、速やかに実習担当教員、大学に連絡すること。 

＜臨地実務実習担当専任教員＞ 
●● ●● 電話：03-XXXX-XXXX メール：○○@jikeicom.jp 
●● ●● 電話：03-XXXX-XXXX メール：○○@jikeicom.jp 
●● ●● 電話：03-XXXX-XXXX メール：○○@jikeicom.jp 

 
＜大学＞ 
東京情報デザイン専門職大学 
電話：03-XXXX-XXXX 
メール：○○@jikeicom.jp 

 
④実習期間終了後 
 1．報告書作成 
 実習が終了次第、「臨地実務実習 報告書」を作成し、所定の期間内に提出すること。 
 
 2．学内報告会（グループワーク）への参加 

臨地実務実習Ⅰおよび臨地実務実習Ⅱ終了後、実習経験や問題意識の共有を図る

ことを目的として、履修学生による学内報告会（グループワーク）を実施するので、

必ず出席すること。 
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Ⅲ．成績評価 

 ①成績評価方法 
  【臨地実務実習Ⅰ】 

「臨地実務実習Ⅰ評価基準」に基づいた企業内の実習指導者及び学内の巡回指導担

当者の評価（50%）、日誌（25%）、学内でのグループワーク終了後のレポート及び

面談（25%）にて評価する。 
 
  【臨地実務実習Ⅱ】 

「臨地実務実習Ⅱ評価基準」に基づいた企業内の実習指導者及び学内の巡回指導担

当者の評価（50%）、日誌（25%）、学内でのグループワーク終了後のレポート及び

面談（25%）にて評価する。 
 
 ②成績評価基準 

別に定める評価表を用いる。 
 
Ⅳ．経費上のサポートについて 
 長期にわたる臨地実務実習期間中は、通所先が通常の授業時とは一時的に異なることに

なるため、交通費と家賃（遠隔地の場合のみ）の大学による支援について次のように定める。 
 
 ①交通費 

  実習期間中は、実習時の住居と実習先間で適用される実習用通学定期乗車券を使用で

きるよう大学側で準備するので、後日指定する手続きを行い、乗車券を購入すること。 
 
 ②家賃（遠隔地での実習の場合） 

 実習施設が本学から遠隔地となる場合、実習期間中は本学園が所有する学園寮、または

大学が借り上げた近隣住居を学生に提供し、家賃は大学が負担する。 
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臨地実務実習Ⅰ　評価基準
4 3 2 1 実習指導者 巡回指導担当

A-1情報を収集する

設定された課題の意図を正しく判断
し、様々な手段を用いて、自分が学
んでいる学術的専門分野を含めた
適切な情報を収集できる。

不正確な情報や不要な情報が含ま
れるなど不十分な点が見られるが、
設定された課題の意図を正しく判断
して様々な手段を使って情報収集を
行なっている。

情報収集の方法を理解しており、
様々な手段を使って、一定程度の情
報収集はできる。ただし、課題の意
図する内容と十分合致していないこ
とがある。

様々な手段を活用して情報収集を行
うことができる。ただし、情報収集の
方法に対する知識が不十分であり、
必要な情報を十分集められるとはい
えない。

A-2情報を分析する

収集した情報に対して、学術的専門
分野の観点を含めた多角的な観点
から、理解・分析ができる。

情報分析の方法はある程度習得し
たうえで、その方法を生かして多角
的な視点から分析ができる。

情報分析の方法はある程度習得し
たうえで、その方法を生かした分析
ができる。ただし、多角的な視点に
欠けがちである。

情報分析の方法はある程度習得で
きているが、その方法を十分生かし
た分析をしているとはいえない。

A-3課題を発見する

情報を多角的な角度から検討し、自
分が学んでいる学術的知識も踏まえ
て、隠れた真の問題や解決すべき真
の課題を発見・設定できる。

与えられた情報に加え、自らの既存
の知識を生かし、隠れた問題を発見
したり、解決すべき課題を設定する
ことができる。

与えられた情報の中から、問題を広
い観点から洗い出したり、分析する
ことで、隠れた問題を発見したり、解
決すべき課題を設定しようと試み、
一定程度の課題発見・設定はでき
る。

与えられた情報の中から問題を発見
したり、解決すべき課題が設定する
姿勢は見られるが、問題を広い観点
から洗い出したり、分析する方法が
十分でない。

4 3 2 1 実習指導者 巡回指導担当

B-1規律・組織への
参加

組織や集団の明示的・暗黙のルー
ルを理解したうえで、積極的に組織
や集団に参加する姿勢が見られる。

組織や集団の明示的・暗黙的な
ルールを守ることができ、組織や集
団に積極的に参加しようという意識
がある。

組織や集団の明示的・暗黙的な
ルールを理解し、他者に迷惑をかけ
てはならないという意識を持ちつつ、
組織者集団に参加しようとしている。

組織や集団の明示的・暗黙的な
ルールへの理解が不十分ではある
が、他者に迷惑をかけてはならない
という意識を持ちつつ、組織や集団
に参加しようとしている。

B-2他者とのコミュ
ニケーション

人種・国籍・世代などの違いに関係
なく、立場が異なる多様な相手と外
国語を含めた会話や文書などを用い
たコミュニケーションが取れ、相手の
言いたいことや感情を理解し、適切
な対応が取れる。

世代等が多様な集団や、立場が異
なる相手に対して、会話や文書など
を用いたコミュニケーションが取れ、
相手の言いたいことや感情を理解
し、適切な対応が取れる。

世代等が多様な集団や、立場が異
なる相手に対して、会話などを用い
たコミュニケーションが取れ、相手の
言いたいことや感情を察し、適切な
対応が取れる。

世代等が多様な集団においても、会
話などを用いたコミュニケーションが
できるほか、相手の言いたいことや
感情を察し、適切な対応が取れる。

B-3組織の中での
意思疎通と連携行
動

集団の中で果たすべき自他の役割
を理解・発見したうえで、チームの一
員として組織や集団の協力体制の
促進に、情報共有を含めて貢献でき
る。

集団の中での自分の役割を発見・理
解したうえで、チームの一員としての
協力行動が情報共有を含めてみら
れる。

集団の中での自分の役割を理解し
たうえで、役割を果たす中で、情報
共有も自分から積極的に行える。

集団の中で決められた役割を果たす
ことができ、要求された場合には、他
のメンバーと情報共有が行える。

B-4異なる意見の受
容

異なる意見を広い視点から理解して
受け入れるだけでなく、自らの行動
や考え方も改善できる。

異なる意見を広い視点から理解して
受け入れるだけでなく、自らの行動
や考え方も改善しようと努力する姿
勢が見られる。

異なる意見や立場に対して、その背
景も理解しながら、冷静に相手の立
場を受け入れようとする姿勢が見ら
れる。

異なる意見や立場に対して冷静に相
手の立場を受け入れようとする姿勢
が見られる。

B-5建設的な議論
の牽引

議論の中で、目標達成に結びついた
新たな提案を積極的に行い、議論を
前進させられる。また、他者と意見が
衝突したとき、相手に配慮した調整
案やよりよい解決策を提示できる。

議論の中で、目的達成に結びついた
新たな提案を行い、議論を前進させ
ようとする。また他者と意見が衝突し
たとき、それを受け入れ、相手に配
慮した調整案や解決策を提示しよう
とする。

議論の中で、目的達成に結びついた
提案ができる。また、他者と意見が
衝突したとき、調整案・解決策を提示
できる。

議論の中で、目標達成等に結びつ
いた提案をしようと努める。また、他
者と意見が衝突したとき、調整案・解
決策を提示しようとする。

4 3 2 1 実習指導者 巡回指導担当

C-1広い視野をもつ

社会に存在する様々な価値観や背
景をふまえつつ、国内外を問わず状
況にあった考え方や行動を選ぶこと
ができる。

社会に存在する様々な価値観に気
づき、その背景を理解しつつ、状況
に合った考え方や行動を選ぶことが
できる。

社会に存在する様々な価値観に気
づき、新たな場所と出会った時に、そ
の場にふさわしい行動を取ることが
できる。

社会には様々な価値観が存在する
ことに気づいており、状況に応じて行
動を変えなければならないことがわ
かる。だが実際にはうまくいかないこ
とがある。

C-2感情のコント
ロール

自分自身の感情を理解し、コント
ロールすることで、大抵の場合穏や
かな気持ちでいることができる。ま
た、思い通りにならないことがあって
も、それを直接的にぶつけることな
く、効果的に伝えられる。

自分自身の感情を理解することで、
大抵の場合コントロールすることが
できる。また、思い通りにならないこ
とがあっても、それを相手に直接的
にぶつけることなく、効果的に伝えよ
うと試みる。

自分の感情は制御できる場合が多
く、大抵の場合落ち着いていることが
できる。また、思い通りにならないこ
とがあっても、それを相手に直接的
にぶつけず、うまく伝えられる方法を
考える。

自分の感情を制御しようと試み、思
い通りにならない事があっても、他者
に直接感情を付けないようにしてい
るが、時に感情を溜め込んでそれが
ストレスになることがある。

C-3ストレスマネジメ
ント

ストレスやモチベーションを自分自身
でコントロールする方法を知ってお
り、それを活用して自分自身の感情
をコントロールし、必要な時には常に
前向きな気持で物事にのぞむことが
できる。

ストレスやモチベーションを自分自身
でコントロールする方法に気づいて
おり、それを活用し自分自身の感情
をコントロールし、たいていの時には
前向きな気持で物事にのぞむことが
できる。

ストレスやモチベーションを自分自身
でコントロールする方法に気づいて
おり、それを活用して自分自身の感
情をコントロールしようと試みる。

自分自身でストレスを解消したり、モ
チベーションを上げることが大切だと
気づいている。だが、実際には他者
の助けを借りることがある。

C-4自己肯定感

様々な経験やふりかえりを通じて、
自分の強みや弱みを理解すること
で、前向きで「ぶれない自己」(自信)
を持ち、それを次の経験に活かせ
る。

様々な経験やふりかえりを通じて、
自分の強みや弱みを理解しつつあ
り、前向きで「ぶれない自己」(自信)
を持ちつつある。

様々な経験やふりかえりを通じて自
分の強み弱みを理解し、それを自己
肯定感や自信創出につなげようとし
ている。

様々な経験やふりかえりを通じて自
分の強み弱みを理解することが、自
己肯定感や自信創出につながること
に気づいている。だが、実際には他
人の意見に左右されることがある。

C-5自主性・積極性

自分がいる状況の中で、自分のやる
べきことを適切に判断することができ
る。また、それを積極的に実行するこ
とができる。

自分がいる状況の中で、自分で自分
のやるべきことを決めることができる
うえ、それを実際に実行できる。また
自分の行動が適切かどうかのフィー
ドバックもきちんとできる。

自分がいる状況の中で、自分が何を
すべきかを、他者から言われたこと
から離れて、自分自身で考え、実行
しようとしている。

自分がいる状況の中で、自分が何を
すべきかを考え、自分から行動しよう
と試みることができる。ただし他者か
ら言われたことに影響を受けがちで
ある。

C-6良い行動の習
慣化

様々な経験やふりかえりを通じて得
られた、自分自身がとるべき行動を
継続している時に、障害が生じたとし
ても、それを乗り越えるための方法
を考え、粘り強く実行している。

様々な経験やふりかえりを通じて得
られた、自分自身がとるべき行動を
継続している時に、障害が生じたとし
ても、それを乗り越えるための方法
を考え、実行しようとしている。

様々な経験やふりかえりを通じて、
今後自分自身がとるべき行動が明ら
かになった時に、それを継続的に行
う方法を考え、実行している。

様々な経験やふりかえりを通じて、
自分自身がとるべき行動が明らかに
なったときに、それを継続的に行おう
と試みている。

4 3 2 1 実習指導者 巡回指導担当

D-1テクノロジー

非機能要件を考慮して最適化できる
／最適解が出せる。過去の例に縛ら
れずに解決策を見出せる。

機能要件が作成できる。自立して、
ある限定条件で仕事ができる。

指示があると使える、活用できる
実装経験がある。

技術内容について講義などを受講
し、知識がある。

D-2作業スピード

十分な作業スピードがあり、チーム
への貢献度も高い。

業務上求めるスピードで作業できて
いる。

業務上求める範囲には及ばないも
のの、作業としては成り立っている。

業務上求められるスピードを理解し
ている。

D-3メソドロジー

最適な手法を選択し、使いこなすこと
ができる。手法を状況に応じて自在
に駆使できる。

課題に応じて手法の使い分けができ
る。現場にて手法を活用し結論を導
いた事がある。

指導者の下で、課題に応じた使い分
けができる(使ったことがある／違い
が説明できる)。

手法内容について講義などを受講し
知っている（どんなものか知っている
／言える／テキストで知っている）。

評価者

対課題
基礎力

対人基
礎力

対自己
基礎力

実践力
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臨地実務実習Ⅱ　評価基準
4 3 2 1 実習指導者 巡回指導担当

A-4目標を設定する

様々な状況や条件を踏まえて、現実
的かつ明確な目標の設定ができる。
卒論やレポートにおいては、既存の
学術的知見を踏まえて、課題設定が
できる。

制約条件に対する認識が不十分で
あり、解決先の現実性が不足してい
るが、アイディアの階層化や因果関
係の把握を通して明確な目標設定が
できる。

アイディアの階層化等を通じて具体
的な目標は立てられるが、制約条件
に対する認識が不十分であり、目標
が現実的かどうかの検証ができてい
ない。

課題を解決するための目標設定は
行うことができるものの、因果関係や
プロセスへの理解が不十分であり、
目標設定の具体性に欠ける。

A-5計画をたてる

目標をふまえて、リスクや不確実性を
考慮しつつ、実現可能性のある計画
を具体的に立案できる。

リスクや不確実性の想定が十分では
ないため、不確実性に対して弱い計
画になっているが、目標との製法性
のある具体的な計画やアイディアが
立案できる。

設定した目標と計画との整合性を十
分に検討し、解決策のために必要な
作業を洗い出し、具体的な計画を立
案することはできる。ただし、一部に
もれがある。

行動計画を具体的に立案できるが、
解決策を実行するために必要な作業
をもれなく洗い出したり、想定される
リスクを洗い出すことが不十分である
ため、計画の現実性に難がある。

A-6アイデア・計画
の表現

状況や場面に応じて、さまざまな手
段を使って計画や構想を説明し、相
手を納得させることができる。

状況や場面の考慮が十分ではない
ため、説得力に欠ける面があるもの
の、自分の考え方や計画について、
様々な手段を使って論理的に説明で
きる。

文章の書き方やプレゼンテーション・
ディスカッションの方法を一定程度習
得しており、自分の考えや計画につ
いて、ある程度説明することができ
る。

自分の考えを他者に対して、論理的
に表現することはできるが、論理性
や表現力において未熟な点がみられ
る。

A-7アイデア・計画
の実践

これまでに得た知識や経験を活か
し、立案した計画をプロセスごとに
フィードバックしながら、計画を柔軟
に変更しつつ実行し、当初の目標を
達成できる。

立案した計画をプロセスごとにフィー
ドバック・調整しながら実行し、想定
外の事態が起きても、当初の目標を
達成できる。

想定外の事態を念頭に置きながら、
解決策の実施のコントロールを意識
した上で、計画通りに実行できる。

問題解決のプロセスを把握したうえ
で、計画に基づいて実行することが
できるが、想定外の事態が起きた時
に、計画を修正することができない。

4 3 2 1 実習指導者 巡回指導担当

B-1規律・組織への
参加

組織や集団の明示的・暗黙のルール
を理解したうえで、積極的に組織や
集団に参加する姿勢が見られる。

組織や集団の明示的・暗黙的なルー
ルを守ることができ、組織や集団に
積極的に参加しようという意識があ
る。

組織や集団の明示的・暗黙的なルー
ルを理解し、他者に迷惑をかけては
ならないという意識を持ちつつ、組織
者集団に参加しようとしている。

組織や集団の明示的・暗黙的なルー
ルへの理解が不十分ではあるが、他
者に迷惑をかけてはならないという
意識を持ちつつ、組織や集団に参加
しようとしている。

B-2他者とのコミュ
ニケーション

人種・国籍・世代などの違いに関係
なく、立場が異なる多様な相手と外
国語を含めた会話や文書などを用い
たコミュニケーションが取れ、相手の
言いたいことや感情を理解し、適切
な対応が取れる。

世代等が多様な集団や、立場が異な
る相手に対して、会話や文書などを
用いたコミュニケーションが取れ、相
手の言いたいことや感情を理解し、
適切な対応が取れる。

世代等が多様な集団や、立場が異な
る相手に対して、会話などを用いたコ
ミュニケーションが取れ、相手の言い
たいことや感情を察し、適切な対応
が取れる。

世代等が多様な集団においても、会
話などを用いたコミュニケーションが
できるほか、相手の言いたいことや
感情を察し、適切な対応が取れる。

B-3組織の中での
意思疎通と連携行
動

集団の中で果たすべき自他の役割を
理解・発見したうえで、チームの一員
として組織や集団の協力体制の促進
に、情報共有を含めて貢献できる。

集団の中での自分の役割を発見・理
解したうえで、チームの一員としての
協力行動が情報共有を含めてみら
れる。

集団の中での自分の役割を理解した
うえで、役割を果たす中で、情報共有
も自分から積極的に行える。

集団の中で決められた役割を果たす
ことができ、要求された場合には、他
のメンバーと情報共有が行える。

B-4異なる意見の受
容

異なる意見を広い視点から理解して
受け入れるだけでなく、自らの行動や
考え方も改善できる。

異なる意見を広い視点から理解して
受け入れるだけでなく、自らの行動や
考え方も改善しようと努力する姿勢
が見られる。

異なる意見や立場に対して、その背
景も理解しながら、冷静に相手の立
場を受け入れようとする姿勢が見ら
れる。

異なる意見や立場に対して冷静に相
手の立場を受け入れようとする姿勢
が見られる。

B-5建設的な議論
の牽引

議論の中で、目標達成に結びついた
新たな提案を積極的に行い、議論を
前進させられる。また、他者と意見が
衝突したとき、相手に配慮した調整
案やよりよい解決策を提示できる。

議論の中で、目的達成に結びついた
新たな提案を行い、議論を前進させ
ようとする。また他者と意見が衝突し
たとき、それを受け入れ、相手に配慮
した調整案や解決策を提示しようと
する。

議論の中で、目的達成に結びついた
提案ができる。また、他者と意見が衝
突したとき、調整案・解決策を提示で
きる。

議論の中で、目標達成等に結びつい
た提案をしようと努める。また、他者
と意見が衝突したとき、調整案・解決
策を提示しようとする。

4 3 2 1 実習指導者 巡回指導担当

C-1広い視野をもつ

社会に存在する様々な価値観や背
景をふまえつつ、国内外を問わず状
況にあった考え方や行動を選ぶこと
ができる。

社会に存在する様々な価値観に気
づき、その背景を理解しつつ、状況
に合った考え方や行動を選ぶことが
できる。

社会に存在する様々な価値観に気
づき、新たな場所と出会った時に、そ
の場にふさわしい行動を取ることが
できる。

社会には様々な価値観が存在するこ
とに気づいており、状況に応じて行動
を変えなければならないことがわか
る。だが実際にはうまくいかないこと
がある。

C-2感情のコント
ロール

自分自身の感情を理解し、コントロー
ルすることで、大抵の場合穏やかな
気持ちでいることができる。また、思
い通りにならないことがあっても、そ
れを直接的にぶつけることなく、効果
的に伝えられる。

自分自身の感情を理解することで、
大抵の場合コントロールすることがで
きる。また、思い通りにならないこと
があっても、それを相手に直接的に
ぶつけることなく、効果的に伝えよう
と試みる。

自分の感情は制御できる場合が多
く、大抵の場合落ち着いていることが
できる。また、思い通りにならないこと
があっても、それを相手に直接的に
ぶつけず、うまく伝えられる方法を考
える。

自分の感情を制御しようと試み、思
い通りにならない事があっても、他者
に直接感情を付けないようにしている
が、時に感情を溜め込んでそれがス
トレスになることがある。

C-3ストレスマネジメ
ント

ストレスやモチベーションを自分自身
でコントロールする方法を知ってお
り、それを活用して自分自身の感情
をコントロールし、必要な時には常に
前向きな気持で物事にのぞむことが
できる。

ストレスやモチベーションを自分自身
でコントロールする方法に気づいてお
り、それを活用し自分自身の感情を
コントロールし、たいていの時には前
向きな気持で物事にのぞむことがで
きる。

ストレスやモチベーションを自分自身
でコントロールする方法に気づいてお
り、それを活用して自分自身の感情
をコントロールしようと試みる。

自分自身でストレスを解消したり、モ
チベーションを上げることが大切だと
気づいている。だが、実際には他者
の助けを借りることがある。

C-4自己肯定感

様々な経験やふりかえりを通じて、自
分の強みや弱みを理解することで、
前向きで「ぶれない自己」(自信)を持
ち、それを次の経験に活かせる。

様々な経験やふりかえりを通じて、自
分の強みや弱みを理解しつつあり、
前向きで「ぶれない自己」(自信)を持
ちつつある。

様々な経験やふりかえりを通じて自
分の強み弱みを理解し、それを自己
肯定感や自信創出につなげようとし
ている。

様々な経験やふりかえりを通じて自
分の強み弱みを理解することが、自
己肯定感や自信創出につながること
に気づいている。だが、実際には他
人の意見に左右されることがある。

C-5自主性・積極性

自分がいる状況の中で、自分のやる
べきことを適切に判断することができ
る。また、それを積極的に実行するこ
とができる。

自分がいる状況の中で、自分で自分
のやるべきことを決めることができる
うえ、それを実際に実行できる。また
自分の行動が適切かどうかのフィー
ドバックもきちんとできる。

自分がいる状況の中で、自分が何を
すべきかを、他者から言われたこと
から離れて、自分自身で考え、実行
しようとしている。

自分がいる状況の中で、自分が何を
すべきかを考え、自分から行動しよう
と試みることができる。ただし他者か
ら言われたことに影響を受けがちで
ある。

C-6良い行動の習
慣化

様々な経験やふりかえりを通じて得
られた、自分自身がとるべき行動を
継続している時に、障害が生じたとし
ても、それを乗り越えるための方法を
考え、粘り強く実行している。

様々な経験やふりかえりを通じて得
られた、自分自身がとるべき行動を
継続している時に、障害が生じたとし
ても、それを乗り越えるための方法を
考え、実行しようとしている。

様々な経験やふりかえりを通じて、今
後自分自身がとるべき行動が明らか
になった時に、それを継続的に行う
方法を考え、実行している。

様々な経験やふりかえりを通じて、自
分自身がとるべき行動が明らかに
なったときに、それを継続的に行おう
と試みている。

4 3 2 1 実習指導者 巡回指導担当

D-1テクノロジー

非機能要件を考慮して最適化できる
／最適解が出せる。過去の例に縛ら
れずに解決策を見出せる。

機能要件が作成できる。自立して、
ある限定条件で仕事ができる。

指示があると使える、活用できる
実装経験がある。

技術内容について講義などを受講
し、知識がある。

D-2作業スピード

十分な作業スピードがあり、チームへ
の貢献度も高い。

業務上求めるスピードで作業できて
いる。

業務上求める範囲には及ばないもの
の、作業としては成り立っている。

業務上求められるスピードを理解し
ている。

D-3メソドロジー

最適な手法を選択し、使いこなすこと
ができる。手法を状況に応じて自在
に駆使できる。

課題に応じて手法の使い分けができ
る。現場にて手法を活用し結論を導
いた事がある。

指導者の下で、課題に応じた使い分
けができる(使ったことがある／違い
が説明できる)。

手法内容について講義などを受講し
知っている（どんなものか知っている
／言える／テキストで知っている）。

評価者

対課題
基礎力

対人基
礎力

対自己
基礎力

実践力
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臨地実務実習（Ⅰ・Ⅱ）エントリーシート 

①実習施設希望調査票

臨地実務実習の履修に当たり、下記の通り申し込みます。

【提出日】２０   年  月    日

〔学籍番号〕 〔氏名〕

〔科目〕
臨地実務実習【  Ⅰ  ・ Ⅱ  】 

（ⅠまたはⅡどちらかに○を付けること）

エ
ン
ト
リ
ー
希
望

希望順 施設番号 施設名

第 1 希望 

第 2 希望 

第 3 希望 

２０   年   月   日

(署名)担当指導教員 印  

【注意事項】

・太枠内に必要事項を記入の上、エントリー期間内に提出すること。期間外の申し込みは無効とする。

・施設番号、施設名は実習先一覧表を参照の上、記入すること。

・学内での調整を経て、指定した期日に実習先を発表する。学内の掲示をよく確認すること。

・特定の施設に希望が集中した場合は、GPA とエントリーシートから総合的に判定する。

・調整の結果、いずれの希望も叶わない場合が想定される。その際は個別に調整を行うので指示に従うこと。

・実習先決定後、実習開始までの間にオリエンテーションを実施するので、全員【必ず】参加すること。

【資料15】臨地実務実習　エントリーシート
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臨地実務実習（Ⅰ・Ⅱ）エントリーシート 
②個人調査票 

年   月   日現在 

ふりがな 学籍番号 

氏  名 

 
 

生年月日 
 

          年      月     日生   （満   歳） 

 

男 ・ 女 

携帯電話番号  E-MAIL  

年 月 学歴（中学校卒業から記載） 

   

   

   

   

   

   

   

年 月 アルバイト・インターンシップ経験 

   

   

   

   

   

   

   

年 月 免許・資格 

   

   

   

   

   

   

   

課外活動 

 

 

 
 
 
 
 

本人写真貼付 
（裏面に氏名記入のこと） 

 
 
 
 
 

- 審査意見（３月）（資料） - 48 -



「情報デザインエンジニア」を養成する本学において、どのようなことを、どのように学んできたか。 

「情報デザインエンジニア」として、将来どのような姿を目指しているか。 

臨地実務実習でどのような意識で取り組み、何を学びたいか。 

東京情報デザイン専門職大学 
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単位数 授業形態
開講年次 必修・選択
担当教員

１．授業概要

２．キーワード

３．授業の目的・到達目標

４．授業計画
【スケジュール】※各回4コマ

第1週（  /  ）

（4コマ）

第2週（  /  ）

（4コマ）

第3週（  /  ）

（4コマ）

（プロジェクト計画検討）
プロジェクトの進め方を明らかにし、必要なリソースやフィールドを決定するとともに、それら
をプロジェクト計画書として作成する。

科目名:ビジネスデザインⅠ

2単位 実習
4年次 第1ターム 必修

溝口，寺田，岡田，横田，沼尾，澁谷，竹内，松井
氏家，白戸，新井，磯，河合，上野，三矢，岡崎

情報デザイン分野の専門職業人として、実践的かつ応用的な能力を総合的に高めるために、職業専門科目・展開
科目を中心に身につけた知識・技術・スキル・態度を統合した総合的なPBL実習を行う。具体的には課題の要因
を探るための調査、学生同士や指導教員との議論、並びに共同作業等を通して、その方法を考え、それを計画
的・論理的に実行し、情報や情報技術を活用した新しい商品やサービスを生み出すための実践的かつ創造的な能
力を養う。併せて、ビジネスデザインの過程から提案事項をまとめ、グループ討議や発表を通じて、コミュニ
ケーション能力やディベート力、プレゼンテーション能力の向上を図る。そして、中間進捗報告としてこれらを
プレゼンテーションするとともに、中間報告書としてまとめることで論文作成手法を身につける。

・PBL  ・研究ポートフォリオ  ・チームワーク  ・ビジネスデザイン
・プレゼンテーション  ・報告書

（授業の目的）
これまでに修得してきた知識・技術・スキル・態度を基に、設定したテーマについて、問題点の発掘から解決ま
で主体的にチームで取組み、デザイン活動を行う。活動の推進力、発想力、設計制作能力、日程管理能力、チー
ム活動能力及び得られた成果を説明する能力を身につけることを目的とする。
（到達目標）
・日々の作業・活動を記録し、学習を蓄積していく習慣が身についている
・チーム活動における自身並びに他者の役割を理解し、主体的に行動することができる
・設定した課題に対して、情報収集・解決案の提案と実行ができる
・デザイン活動の内容及びその成果について、他人に分かりやすく説明できる
・デザイン活動の内容及びその成果について、報告書にまとめることができる

（オリエンテーション・チームビルディング）
オリエンテーションを実施し、目的と到達点を明確にする。
学生個人の課題意識や、学生の個人適性等を踏まえプロジェクトチームを結成し、チーム内にお
ける役割を明確にする。
（プロジェクトテーマ検討・決定）
申請した卒業プロジェクトテーマ（案）を先行研究や調査データを参考に精査し、指導教員の助
言をもとに最終のテーマ決定を行う

【資料16】シラバス「ビジネスデザインⅠ」】
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第4週（  /  ）

（4コマ）

第5週（  /  ）

（4コマ）

第6週（  /  ）

（4コマ）

第7週（  /  ）

（4コマ）

【授業時間外の学習】

５．成績評価基準および方法

６．受講に関わる情報

７．教科書・教材・参考書

８．履修上の留意点

９．備考

オフィスアワー
所属する研究室の教員に問い合わせること

※上記の授業計画はモデルケースであり、研究室により多少の違いはある

・指導教員の指示に依存するのではなく、自ら積極的に調査、議論、共同作業等を進めること
・フィールド調査、中間報告書の作成等

（調査分析①）
文献およびフィールド調査を通じて必要なデータを収集するとともにその分析を通じて、課題の
特定を実施する。

（調査分析②）
文献およびフィールド調査を通じて必要なデータを収集するとともにその分析を通じて、課題の
特定を実施する。

（調査分析まとめ、1次報告会準備）
これまでの調査分析結果を取りまとめ、1次報告会のプレゼンテーションの準備を行う。

（1次報告会）
これまでのプロジェクト内容をまとめるとともに、自グループのプロジェクトについて発表を行
う。報告内容について、1次報告会におけるフィードバックも含め、中間報告書に取りまとめ
る。

学習活動状況（50%）、中間報告プレゼンテーション（25%）、中間報告書（25%）として、総合
評価を行う。
※なお、1次報告会への参加及び中間報告書の提出は必須とする

詳細は学生が所属する各研究室で定める指導方法に従うこと

・定めは無いが、使用する場合は指導教員が指示あるいは配布する
・指導教員が適宜、論文等や専門書等の参考文献を指示する
・学生自身で図書館やインターネット等にて検索し、読むことが望まれる

所属する研究室の教員の指導に従うこと
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単位数 授業形態
開講年次 必修・選択
担当教員

１．授業概要

２．キーワード

３．授業の目的・到達目標

４．授業計画
【スケジュール】※各回各4コマ

第1週（  /  ）

（4コマ）

第2週（  /  ）

（4コマ）

第3週（  /  ）

（4コマ）

（オリエンテーション、プロジェクト計画見直し）
オリエンテーションを実施し、目的と到達点を明確にする。
ビジネスデザインⅠの1次報告会でのフィードバックを踏まえて、プロジェクト計画の見直しを
行う。
（課題解決策検討①）
これまでに明らかにした課題に対しての解決策を検討する。リサーチを実施するとともに自グ
ループのプロジェクトのアイデアの具体化を図り、プロトタイプを試作する。

（課題解決策検討②）
これまでに明らかにした課題に対しての解決策を検討する。リサーチを実施するとともに自グ
ループのプロジェクトのアイデアの具体化を図り、プロトタイプを試作する。

情報デザイン分野の専門職業人として、実践的かつ応用的な能力を総合的に高めるために、職業専門科目・展開
科目を中心に身につけた知識・技術・スキル・態度を統合した総合的なPBL実習を行う。具体的には課題の要因
を探るための調査、学生同士や指導教員との議論、並びに共同作業等を通して、その方法を考え、それを計画
的・論理的に実行し、情報や情報技術を活用した新しい商品やサービスを生み出すための実践的かつ創造的な能
力を養う。併せて、ビジネスデザインの過程から提案事項をまとめ、グループ討議や発表を通じて、コミュニ
ケーション能力やディベート力、プレゼンテーション能力の向上を図る。そして、学修の集大成としてこれらを
プレゼンテーションするとともに、卒業論文としてまとめることで論文作成手法を身につける。

・PBL  ・研究ポートフォリオ  ・チームワーク  ・ビジネスデザイン
・プレゼンテーション  ・卒業論文

（授業の目的）
これまでに修得してきた知識・技術・スキル・態度を基に、設定したテーマについて、問題点の発掘から解決ま
で主体的にチームで取組み、デザイン活動を行う。活動の推進力、発想力、設計制作能力、日程管理能力、チー
ムプレイ活動及び得られた成果を説明する能力を身につけることを目的とする。
（到達目標）
・日々の作業・活動を記録し、学習を蓄積していく習慣が身についている
・チーム活動における自身並びに他者の役割を理解し、主体的に行動することができる
・設定した課題に対して、情報収集・解決案の提案と実行ができる
・デザイン活動の内容及びその成果について、他人に分かりやすく説明できる
・デザイン活動の内容及びその成果について、卒業論文としてまとめることができる

科目名:ビジネスデザインⅡ

4単位 実習
4年次 後期 必修

溝口，寺田，岡田，横田，沼尾，澁谷，竹内，松井
氏家，白戸，新井，磯，河合，上野，三矢，岡崎

【資料17】シラバス「ビジネスデザインⅡ」
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第4週（  /  ）

（4コマ）

第5週（  /  ）

（4コマ）

第6週（  /  ）

（4コマ）

第7週（  /  ）

（4コマ）

第8週（  /  ）

（4コマ）

第9週（  /  ）

（4コマ）

第10週（  /  ）

（4コマ）

第11週（  /  ）

（4コマ）

第12週（  /  ）

（4コマ）

第13週（  /  ）

（4コマ）

第14週（  /  ）

（4コマ）

（課題解決策検討③）
これまでに明らかにした課題に対しての解決策を検討する。リサーチを実施するとともに自グ
ループのプロジェクトのアイデアの具体化を図り、プロトタイプを試作する。

（効果検証①）
試作したプロトタイプをもとに、その効果検証を行う。解決策の妥当性、有効性等について検証
を実施する。

（効果検証②）
試作したプロトタイプをもとに、その効果検証を行う。解決策の妥当性、有効性等について検証
を実施する。

（課題解決策まとめ、2次報告会準備）
これまでの課題解決策、効果検証を踏まえて取りまとめ、2次報告会のプレゼンテーションの準
備を行う。

（2次報告会）
これまでのプロジェクト内容をまとめるとともに、自グループのプロジェクトについて発表を行
う。報告内容について、2次報告会におけるフィードバックも含め、中間報告書に取りまとめ
る。
（最終調整①）
2次報告会におけるフィードバックを踏まえて、修正・追加作業、最終調整を行う。

※9週目以降、ゼミにて適宜論文指導を行う

※上記の授業計画はモデルケースであり、研究室により多少の違いはある

（最終調整②）
2次報告会におけるフィードバックを踏まえて、修正・追加作業、最終調整を行う。

（ビジネスデザイン研究発表準備）
2次報告会のフィードバックを踏まえて、ビジネスデザイン研究発表での公開プレゼンテーショ
ンの準備を進める。

（ビジネスデザイン研究発表）
これまでのプロジェクトによる成果を公開形式でプレゼンテーションを行う。

（卒業論文作成①）
2次報告会、ビジネスデザイン研究発表でのフィードバックを踏まえて、プロジェクト成果を論
文形式で取りまとめる。適宜指導教員による論文指導を行う。

（卒業論文作成②）
2次報告会、ビジネスデザイン研究発表でのフィードバックを踏まえて、プロジェクト成果を論
文形式で取りまとめる。適宜指導教員による論文指導を行う。
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【授業時間外の学習】

５．成績評価基準および方法

６．受講に関わる情報

７．教科書・教材・参考書

８．履修上の留意点

９．備考

オフィスアワー
所属する研究室の教員に問い合わせること

学習活動状況（30%）、中間進捗発表・報告（15%）、ビジネスデザイン研究発表（25%）卒業論
文（30%）として、総合評価を行う。
※なお、2次報告会、ビジネスデザイン研究発表への参加及び卒業論文の提出は必須とする

詳細は学生が所属する各研究室で定める指導方法に従うこと

・定めは無いが、使用する場合は指導教員が指示あるいは配布する
・指導教員が適宜、論文等や専門書等の参考文献を指示する
・学生自身で図書館やインターネット等にて検索し、読むことが望まれる

所属する研究室の教員の指導に従うこと

・指導教員の指示に依存するのではなく、自ら積極的に調査、議論、共同作業等を進めること
・プロトタイプの試作ならびに検証、中間報告書作成等
・卒業論文作成（計画的に進めること）
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【資料18】「提言『新しい時代に対応した大学教育改革の推進－主体的な学修を通じた多様な人材の育成に向けて－＜概要版＞」
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【資料19】「採用と大学改革への期待に関するアンケート結果」＜抜粋＞
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11.調査結果の重要なポイント
IPA 

ユーザー企業 ） 
ノ『

1 ・ ・ ・ ユーザー企業のIT人材を取り巻く変化
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II.調査結果の璽妻なポイント

1 ・ ・ ・ ユーザー企業のIT人材を取り巻く変化のポイント
IPA 

:ブ竺t)

ユ
ー
ザ
ー
企
業
の
I
T
人
材
を
取
り
巻
く
変
化

ユーザー企業

◆IT業務の内製化（企画・設計など上流工程）に向かう動きが活発になって

いる。 それにともない中途採用による人材獲得・確保やIT人材の
“

質
”

の不足の

課題が見え始めた。 また、 IT部門のIT業務の「増加」の見通しも高まっている。
これらは、 ユーザー企業が推進するDXへの取り組みと関連した変化と考えられ
る。

◆DX推進は、 ビジネスとITの連携が不可欠である。 ビジネスとITを繋ぐ人材の

獲得・確保は多様化し、 IT企業や異業種からの流入が活発になっている。 また、

様々な人材が集まる組織として変革していく中で、 人材の評価制度、 育成制度
の見直しも急務である。

◆ユーザー企業自身が主体となって企画・設計など上流工程を進めると企業や

それらに携わる人材は、 様々な変化に追いついていく必要がある。
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○本資料の利用について

本資料は、どなたでも以下の１）～7)に従って、複製、公衆送信、翻訳・変形等の翻案等、自由に利用でき

ます。商用利用も可能です。コンテンツ利用に当たっては、本利用ルールに同意したものとみなします。 

1）出典の記載について

・コンテンツを利用する際は出典を記載してください。出典の記載方法は以下のとおりです。

出典：IPA「2019 年度組込み/IoT に関する動向調査」

・コンテンツを編集・加工等して利用する場合は、上記出典とは別に、編集・加工等を行ったことを記載し

てください。

・なお、編集・加工した情報を、あたかも IPA が作成したかのような態様で公表・利用してはいけません。

2）第三者の権利を侵害しないようにしてください

・コンテンツの中には、第三者（IPA 以外の者をいいます。以下同じ。）が著作権その他の権利を有してい

る場合があります。第三者が著作権を有しているコンテンツや、第三者が著作権以外の権利を有してい

るコンテンツについては、特に権利処理済であることが明示されているものを除き、利用者の責任で当

該第三者から利用の許諾を得てください。 

3）本利用ルールが適用されないコンテンツについて

・組織や特定の事業を表すシンボルマーク、ロゴ、キャラクターデザイン

・具体的かつ合理的な根拠の説明とともに、別の利用ルールの適用を明示しているコンテンツ

4）準拠法と合意管轄について

・本利用ルールは、日本法に基づいて解釈されます。

・本利用ルールによるコンテンツの利用及び本利用ルールに関する紛争については、当該紛争に係るコン

テンツ又は利用ルールを公開している組織の所在地を管轄する地方裁判所を、第一審の専属的な合

意管轄裁判所とします。 

5）免責について

・IPA は、利用者がコンテンツを用いて行う一切の行為（コンテンツを編集・加工等した情報を利用すること

を含む。）について何ら責任を負うものではありません。

・コンテンツは、予告なく変更、移転、削除等が行われることがあります。

6）その他

・本利用ルールは、著作権法上認められている引用などの利用について、制限するものではありません。

・本利用ルールは、政府標準利用規約（第 2.0 版）に準拠しています。本利用ルールは、今後変更される

可能性があります。既に政府標準利用規約の以前の版に従ってコンテンツを利用している場合は、引

き続きその条件が適用されます。 

・本利用ルールは、クリエイティブ・コモンズ・ライセンスの表示 4.0 国際

（https://creativecommons.org/licenses/by/4.0/legalcode.ja）外部リンクに規定される著作権利用許

諾条件。以下「CC BY」といいます。）と互換性があり、本利用ルールが適用されるコンテンツは CC BY

に従うことでも利用することができます。 
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図2-3-3-5 事業の優位性（クロス集計・DX取り組みの有無） 

2.3.4 今後も強みとして活かしていくべきと考える項目/自社の弱みであり今後重点的に取り組むべき経営課題 

（1）単純集計 

調査結果を回答数で降順に示す（図2-3-4-1）。「今後も強みとして活かしていくべきと考える項目」としては、「ニーズ

対応力」「品質・安全・安心」「熟練技術・ノウハウ」の3つに回答が集まる傾向があった。「自社の弱みであり今後重点的

に取り組むべき経営課題」としては、「デジタル人材の育成・確保」が22.9％を占め最多であったが、つづく「AI・ビッグデ

ータの活用」「ニーズ対応力」「コスト対応力」などに10％前後で回答が分散する傾向となった。 

図2-3-4-1 今後も強みとして活かしていくべきと考える項目/自社の弱みであり今後重点的に取り組むべき経営課題 
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（2）産業構造区分別 

産業構造区分別に見ると、今後も強みとして活かしていくべきと考える項目としては、製品利用（図2-3-4-2）は「品質・

安全・安心」が最多であり、製品開発（図2-3-4-3）とソフトウェア開発（図2-3-4-4）は「ニーズ対応力」が最多であった。

それぞれの顧客に対する姿勢の違いが表れている。 

自社の弱みであり今後重点的に取り組むべき経営課題としては、製品利用（図2-3-4-2）、製品開発（図2-3-4-3）、ソ

フトウェア開発（図2-3-4-4）のいずれも、「デジタル人材の育成・確保」が最多であったが、つづく項目では、製品利用

（図2-3-4-2）が「熟練技術・ノウハウ」、製品開発（図2-3-4-3）が「コスト対応力」、ソフトウェア開発（図2-3-4-4）が「AI・ビ

ッグデータの活用」と、産業構造区分の違いによる傾向の差が表れた。 

図2-3-4-2 今後も強みとして活かしていくべきと考える項目/自社の弱みであり今後重点的に取り組むべき経営課題（製品利用） 

図2-3-4-3 今後も強みとして活かしていくべきと考える項目/自社の弱みであり今後重点的に取り組むべき経営課題（製品開発） 
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図2-3-4-4 今後も強みとして活かしていくべきと考える項目/自社の弱みであり今後重点的に取り組むべき経営課題（ソフトウェア
開発） 

（3）「ものづくり白書」との比較 

経済産業省が調査を実施し、とりまとめている「ものづくり白書4」の2019年度版の調査結果と、本調査の調査結果を比

較した。比較したのは、全体の調査結果（図2-3-4-1）である。 

「ものづくり白書」では、「今後も強みとして生かしていくべき項目」としては、「ニーズ対応力」、「品質、安全・安心」、

「多品種少量生産」、「熟練技能・ノウハウ」と回答する企業が多く、「今後重点的に取り組むべき経営課題」としては、「ロ

ボット・自動化技術」、「コスト対応力」、「スマート工場」と回答する企業が多くなっている（図2-3-4-5：「ものづくり白書

2019」図231-10 をもとに作成）。 

一方、本調査では、「今後も強みとして活かしていくべき項目」としては、「ニーズ対応力」「品質・安全・安心」「熟練技

術・ノウハウ」の3つに回答が集まる傾向があり、「今後重点的に取り組むべき経営課題」としては、「デジタル人材の育

成・確保」が22.9％を占め最多となった。 

「今後も強みとして活かしていくべき項目」としては、「ものづくり白書」と類似した結果となったが、「今後強化したい項

目」としては「デジタル人材の育成・確保」について傾向の差が表れた。ものづくり白書で行った幅広い製造業と、当調査

における組込み・IoT関連の製造業及び関連ソフトウェア企業で、関心のある項目に差が表れたものと思われる。 

4 https://www.meti.go.jp/report/whitepaper/mono/2019/index.html 
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図2-3-4-5 「ものづくり白書」今後も強みとして生かしていくべき項目/今後重点的に取り組むべき経営課題 

（「ものづくり白書2019」図231-10 をもとに作成） 

（4）クロス集計 

IoT事業分野の有無、AI取り組みの有無、DX取り組みの有無についてクロス集計を行った。なお、集計する項目は、

対象データで、「今後も強みとして活かしていくべきと考える項目」「自社の弱みであり今後重点的に取り組むべき経営

課題」ともに10件以上の回答があったものとした。 

IoT事業分野の有無によるクロス集計（図2-3-4-6）では、「今後も強みとして活かしていくべきと考える項目」について、

IoT事業分野のない組織で「品質・安全・安心」の回答割合が高い傾向が見られた。 

また、AIの取り組みの有無によるクロス集計（図2-3-4-7）でも、IoT事業分野の有無によるクロス集計と同様に、「今後

も強みとして活かしていくべきと考える項目」について、AI取り組みのない組織で「品質・安全・安心」の回答割合が高い

傾向が見られた。 

DXの取り組みの有無によるクロス集計（図2-3-4-8）では、若干ながら、「自社の弱みであり今後重点的に取り組むべ

き経営課題」について、DX取り組みのない組織で「コスト対応力」の回答割合が高い傾向が見られた。 
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2.3.9 DXに取り組む上での課題 

（1）単純集計 

全体の集計結果（図2-3-9-1）では、1番目に選ばれた項目の順位が「デジタル技術やデータ活用に精通した人材の

育成・確保」「事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保」と続き、人材の育成・確保についての課題が多いことがわ

かる。さらに1～3番目まで選択された割合の合計の順位では「『業務』と『技術』に精通した人材を融合する仕組み」が5

位となり、人材活用などの課題も見える。 

図2-3-9-1 DXに取り組む上での課題（全体） 

（2）産業構造区分別 

産業構造区分別に見ると（図2-3-9-2）、製品利用、製品開発では、1番目に選ばれた項目の1位は「経営・事業部門・

IT部門が相互に協力する体制の構築」であった。製品利用で次に選ばれたのは「「業務」と「技術」に精通した人材を融

合する仕組み」であり、製品開発で次に選ばれたのは「失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築」となるなど、

社内の体制に課題があると感じているようである。 
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1.デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保（n=112）

2.事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保（n=121）

3.経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築（n=94）

4.社内外でのビジョン共有（n=65）

5.経営トップのコミットメント（n=46）

6.DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み（n=76）

7.既存技術への依存からの脱却（n=45）

8.失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築（n=29）

9.「業務に精通した人材」と「技術に精通した人材」を融合する仕組み（n=70）

10.外部との連携に向けた取り組み（n=36）

11.技術的負債の対応（n=18）

1番目(n=244)

2番目(n=237)

3番目(n=233)
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図2-3-9-2 DXに取り組む上での課題（産業構造区分別） 

（3）クロス集計 

DXに取り組む目的とDXに取り組む上での課題の対応関係をクロス集計した。図は、DXに取り組む目的の1～3番目

までの回答合計に対する解決策の1～3番目までの回答合計の割合を示したものであり、上位3項目を網掛けで表示し

た。 

全体の集計結果（図2-3-9-3）を見ると、課題として「経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築」「事業部

門におけるDXを担う人材の育成・確保」「デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保」の回答割合が高か

った。 

産業構造区分別に見ると、製品利用（図2-3-9-4）では、課題項目として全体であがったものに加え「「業務」と「技術」

に精通した人材を融合する仕組み」の回答割合が高かった。製品開発（図2-3-9-5）では、課題は全体の回答に近いも

のの分散する傾向であった。ソフトウェア開発（図2-3-9-6）は、他の産業構造区分と傾向が異なっており、課題項目とし

て「事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保」「デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保」の回答割

合が高く、次いで「DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み」「「業務」と「技術」に精通した人材を融合する

仕組み」「社内外でのビジョン共有」の回答割合が高かった。 
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製品利用（n=23）
製品開発（n=18）

ソフトウェア開発（n=62）
2.事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保

製品利用（n=32）
製品開発（n=21）

ソフトウェア開発（n=59）
3.経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築

製品利用（n=33）
製品開発（n=19）

ソフトウェア開発（n=35）
4.社内外でのビジョン共有
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ソフトウェア開発（n=37）
5.経営トップのコミットメント

製品利用（n=13）
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6.DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み
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製品開発（n=17）

ソフトウェア開発（n=39）
7.既存技術への依存からの脱却

製品利用（n=6）
製品開発（n=7）

ソフトウェア開発（n=29）
8.失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築

製品利用（n=2）
製品開発（n=11）

ソフトウェア開発（n=15）
9.「業務」と「技術」に精通した人材を融合する仕組み

製品利用（n=18）
製品開発（n=12）

ソフトウェア開発（n=36）
10.外部との連携に向けた取り組み

製品利用（n=3）
製品開発（n=5）

ソフトウェア開発（n=26）
11.技術的負債の対応

製品利用（n=2）
製品開発（n=6）

ソフトウェア開発（n=10）

1番目
2番目
3番目
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図2-3-9-3 DXに取り組む目的と取り組む上での課題（クロス集計） n=246 

図2-3-9-4 DXに取り組む目的と取り組む上での課題（クロス集計、製品利用） n=52 
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11. 既存技
術への依存
からの脱却
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Q14回答
計

1. 業務効率化による生産性の向上 30.6% 19.4% 11.1% 43.8% 12.5% 49.3% 43.1% 26.4% 29.2% 6.9% 18.8% 0.7% 144

2. AI・機械学習による最適なアクションの特定と
実行 25.0% 21.7% 11.7% 41.7% 13.3% 53.3% 41.7% 31.7% 28.3% 6.7% 16.7% 0.0% 60

3. 新たな製品・サービスの創出 29.1% 19.6% 10.8% 36.7% 15.2% 49.4% 49.4% 26.6% 33.5% 7.0% 18.4% 0.6% 158

4. 既存の製品・サービスの高付加価値化 29.0% 16.8% 13.1% 40.2% 12.1% 46.7% 48.6% 33.6% 26.2% 7.5% 18.7% 0.9% 107

5. 顧客中心主義の企業文化の定着 27.6% 17.2% 6.9% 31.0% 27.6% 58.6% 44.8% 27.6% 34.5% 6.9% 17.2% 0.0% 29

6. 企業文化や組織マインドの根本的変革 26.9% 28.8% 7.7% 50.0% 9.6% 57.7% 34.6% 21.2% 36.5% 1.9% 21.2% 0.0% 52

7. ビジネスモデルの根本的改革（新たな顧客エ
クスペリエンスの提供など） 21.5% 17.7% 12.7% 26.6% 11.4% 58.2% 55.7% 29.1% 35.4% 7.6% 17.7% 2.5% 79

8. 顧客ごとに特化した製品・サービスの提供 13.7% 15.7% 13.7% 41.2% 25.5% 45.1% 47.1% 37.3% 27.5% 11.8% 19.6% 0.0% 51

9. 外部エコシステムとの連携による収益・採算
性の向上 15.8% 15.8% 36.8% 21.1% 26.3% 42.1% 31.6% 36.8% 36.8% 10.5% 26.3% 0.0% 19

10. 市場やエコシステムの活性化 25.0% 0.0% 0.0% 16.7% 25.0% 25.0% 50.0% 58.3% 8.3% 8.3% 25.0% 8.3% 12

11. その他 66.7% 0.0% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 100.0% 33.3% 0.0% 0.0% 3
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からの脱却
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Q14回答
計

1. 業務効率化による生産性の向上 25.0% 27.5% 2.5% 70.0% 5.0% 62.5% 42.5% 27.5% 22.5% 2.5% 12.5% 0.0% 40

2. AI・機械学習による最適なアクションの特定と
実行 25.0% 25.0% 0.0% 66.7% 0.0% 75.0% 25.0% 33.3% 33.3% 8.3% 8.3% 0.0% 12

3. 新たな製品・サービスの創出 25.0% 35.7% 0.0% 60.7% 0.0% 60.7% 42.9% 42.9% 21.4% 3.6% 7.1% 0.0% 28

4. 既存の製品・サービスの高付加価値化 26.9% 23.1% 3.8% 69.2% 7.7% 42.3% 46.2% 42.3% 23.1% 3.8% 11.5% 0.0% 26

5. 顧客中心主義の企業文化の定着 28.6% 14.3% 14.3% 71.4% 0.0% 71.4% 42.9% 14.3% 28.6% 0.0% 14.3% 0.0% 7

6. 企業文化や組織マインドの根本的変革 23.1% 30.8% 7.7% 69.2% 7.7% 61.5% 23.1% 15.4% 38.5% 7.7% 15.4% 0.0% 13

7. ビジネスモデルの根本的改革（新たな顧客エ
クスペリエンスの提供など） 7.1% 7.1% 14.3% 42.9% 7.1% 85.7% 64.3% 42.9% 14.3% 7.1% 7.1% 0.0% 14

8. 顧客ごとに特化した製品・サービスの提供 28.6% 14.3% 0.0% 42.9% 28.6% 28.6% 42.9% 42.9% 28.6% 0.0% 42.9% 0.0% 7

9. 外部エコシステムとの連携による収益・採算
性の向上 25.0% 25.0% 0.0% 0.0% 25.0% 100.0% 50.0% 75.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4

10. 市場やエコシステムの活性化 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1

11. その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 0
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DXに取り組む上での課題（3番目まで回答があったもの）
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図2-3-9-5 DXに取り組む目的と取り組む上での課題（クロス集計、製品開発） n=48 

図2-3-9-6 DXに取り組む目的と取り組む上での課題（クロス集計、ソフトウェア開発） n=130 
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構築

4. 経営・事
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部門が相互
に協力する
体制の構築

5. 外部との
連携に向け
た取り組み

6. 事業部
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DXを担う人
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確保

7. デジタル
技術やデー
タ活用に精
通した人材
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保
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精通した人
材」と「技術
に精通した
人材」を融
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み

9. DXの取
り組みの事
業（現場レ
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落とし込み

10. 技術的
負債の対応

11. 既存技
術への依存
からの脱却

12.その他

Q14回答
計

1. 業務効率化による生産性の向上 36.0% 0.0% 24.0% 40.0% 12.0% 44.0% 36.0% 32.0% 44.0% 12.0% 12.0% 0.0% 25

2. AI・機械学習による最適なアクションの特定と
実行 8.3% 8.3% 25.0% 41.7% 16.7% 33.3% 41.7% 41.7% 25.0% 16.7% 16.7% 0.0% 12

3. 新たな製品・サービスの創出 25.0% 12.5% 18.8% 40.6% 12.5% 53.1% 43.8% 25.0% 40.6% 9.4% 6.3% 3.1% 32

4. 既存の製品・サービスの高付加価値化 36.0% 8.0% 24.0% 36.0% 8.0% 44.0% 40.0% 28.0% 32.0% 12.0% 16.0% 4.0% 25

5. 顧客中心主義の企業文化の定着 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2

6. 企業文化や組織マインドの根本的変革 40.0% 10.0% 20.0% 60.0% 0.0% 40.0% 40.0% 20.0% 30.0% 0.0% 20.0% 0.0% 10

7. ビジネスモデルの根本的改革（新たな顧客エ
クスペリエンスの提供など） 31.3% 12.5% 6.3% 31.3% 6.3% 62.5% 56.3% 12.5% 50.0% 12.5% 6.3% 6.3% 16

8. 顧客ごとに特化した製品・サービスの提供 20.0% 10.0% 50.0% 60.0% 20.0% 40.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 0.0% 10

9. 外部エコシステムとの連携による収益・採算
性の向上 0.0% 0.0% 100.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 66.7% 66.7% 0.0% 3

10. 市場やエコシステムの活性化 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 33.3% 0.0% 33.3% 33.3% 33.3% 66.7% 0.0% 3

11. その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 0
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DXに取り組む上での課題（3番目まで回答があったもの）

1. 社内外
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共有

2. 経営トッ
プのコミットメ
ント

3. 失敗から
学び、継続
的に挑戦す
る仕組みの
構築

4. 経営・事
業部門・IT
部門が相互
に協力する
体制の構築

5. 外部との
連携に向け
た取り組み

6. 事業部
門における
DXを担う人
材の育成・
確保

7. デジタル
技術やデー
タ活用に精
通した人材
の育成・確
保

8. 「業務に
精通した人
材」と「技術
に精通した
人材」を融
合する仕組
み

9. DXの取
り組みの事
業（現場レ
ベル）までの
落とし込み

10. 技術的
負債の対応

11. 既存技
術への依存
からの脱却

12.その他

Q14回答
計

1. 業務効率化による生産性の向上 32.4% 22.5% 12.7% 29.6% 16.9% 42.3% 45.1% 22.5% 25.4% 8.5% 26.8% 1.4% 71

2. AI・機械学習による最適なアクションの特定と
実行 31.3% 21.9% 9.4% 31.3% 15.6% 53.1% 50.0% 31.3% 28.1% 3.1% 18.8% 0.0% 32

3. 新たな製品・サービスの創出 32.6% 19.1% 11.2% 27.0% 20.2% 46.1% 52.8% 22.5% 32.6% 7.9% 24.7% 0.0% 89

4. 既存の製品・サービスの高付加価値化 29.8% 17.0% 12.8% 27.7% 17.0% 46.8% 51.1% 36.2% 21.3% 8.5% 23.4% 0.0% 47

5. 顧客中心主義の企業文化の定着 27.8% 16.7% 0.0% 16.7% 44.4% 50.0% 38.9% 33.3% 38.9% 11.1% 22.2% 0.0% 18

6. 企業文化や組織マインドの根本的変革 28.0% 40.0% 4.0% 40.0% 12.0% 56.0% 32.0% 20.0% 40.0% 0.0% 28.0% 0.0% 25

7. ビジネスモデルの根本的改革（新たな顧客エ
クスペリエンスの提供など） 24.4% 24.4% 15.6% 20.0% 15.6% 48.9% 48.9% 28.9% 35.6% 6.7% 24.4% 2.2% 45

8. 顧客ごとに特化した製品・サービスの提供 9.7% 16.1% 6.5% 32.3% 29.0% 48.4% 58.1% 41.9% 29.0% 12.9% 12.9% 0.0% 31

9. 外部エコシステムとの連携による収益・採算
性の向上 20.0% 20.0% 40.0% 20.0% 40.0% 30.0% 30.0% 30.0% 50.0% 0.0% 20.0% 0.0% 10

10. 市場やエコシステムの活性化 37.5% 0.0% 0.0% 12.5% 25.0% 25.0% 62.5% 62.5% 0.0% 0.0% 12.5% 12.5% 8

11. その他 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 100.0% 50.0% 0.0% 0.0% 2
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DXに取り組む上での課題（3番目まで回答があったもの）
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2.5 組込み/IoTに係るシステムの「要素技術/開発技術/運用技術」の高度化に関する取り組み 

2.5.1 現時点で重要な技術、将来強化／新たに獲得したい技術 

（1）単純集計 

「現時点で重要な技術」について、全体の集計結果（図2-5-1-1）では、1番目の選択順が「設計・実装技術」「無線通

信・ネットワーク技術」「IoTシステム構築技術」と続き、構築系の技術が上位を占めている。また、「評価・検証技術」は1

番目の選択順では17位であるものの1～3番目の合計では9位と順位を上げている。 

「将来強化・新たに獲得したい技術」について、全体の集計結果（図2-5-1-1）では、「AI（機械学習、ディープラーニン

グ等）技術」が突出して高く、他の技術はいずれも1～3番目の合計でも30％以下と20％を超える差となった。 

現時点で重要な技術 強化・新たに獲得したい技術 

図2-5-1-1 現時点で重要な技術／強化・新たに獲得したい技術 (全体) 

（2）産業構造区分別 

「現時点で重要な技術」の単純集計（図2-5-1-1）における上位10項目について、産業構造区分別に「強化・新たに獲

得したい技術」と対比した（図2-5-1-2）。 

「現時点で重要な技術」について 1～3番目の合計で比較すると、製品利用では「IoTシステム構築技術」が、製品開発

では「無線通信・ネットワーク技術」「センサ技術」が上位となり、製品利用と製品開発では、IoTに関連する技術が重要で

あると考えられていることがうかがえる。一方、ソフトウェア開発では、「IoTシステム構築技術」よりも「設計・実装技術」

「AI（機械学習、ディープラーニング等）技術」の順位が高かった。 

つづいて、「強化・新たに獲得したい技術」について、産業構造区分別に見ると、製品利用、製品開発、ソフトウェア開

発のいずれも「AI（機械学習、ディープラーニング等）技術」が１位となった。特にソフトウェア開発では「AI（機械学習、デ

ィープラーニング等）技術」の割合が高く、1～3番目の合計で60％を超える結果となった。また、ソフトウェア開発では製

品利用、製品開発と比べて「ビッグデータの収集・分析・解析技術」の割合も高く、前述の「現時点で重要な技術」の調査

結果と併せて見ると、AI技術の導入に積極的に動いている様子がうかがえる。 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.設計・実装技術
2.無線通信・ネットワーク技術

3.IoTシステム構築技術
4.要求獲得・要件定義技術

5.センサ技術
6.AI技術

7.デバイス技術
8.システムズエンジニアリング技術
9.ビッグデータの収集・分析・解析技術
10.画像・音声認識技術／合成技術
11.リアルタイム制御技術（ロボット技術）

12.モデリング技術
13.アジャイル開発技術

14.運用・保守技術
15.サーバ／ストレージ技術
16.セーフティ及びセキュリティ技術

17.評価・検証技術
18.エッジ／フォグコンピューティング
19.ヒューマンインタフェース技術

20.アクチュエータ技術
21.現実融合技術

22.他の製品・システムとの接続を想定した検証技術
23.ブロックチェーン技術

1番目(n=776)
2番目(n=748)
3番目(n=717)
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現時点で重要な技術 強化・新たに獲得したい技術 

図2-5-1-2 現時点で重要な技術／強化・新たに獲得したい技術（産業構造区分別） 

（3）経年比較 

経年比較のために、現時点で重要な技術と強化・新たに獲得したい技術の対応関係を表現したものが図2-5-1-3で

ある。設問項目の技術ごとに1～3番目までの回答の合計値を「現在」は横軸、「将来」を縦軸にプロットしたものであるが、

これを見ると、「AI技術」は「現在」に対し「将来」が突出して高くなっていることがわかる。これに続き、「ビッグデータ」も

高くなっており、「AI技術」ほどではないものの、将来的に重要視されていることがうかがえる。 

図2-5-1-3をもとに、1～3番目までの回答の合計値の平均値を基準値として、各項目の1～3番目まで回答の合計を

指標化したものが図2-5-1-4（2019年度）であり、同様にして2018年度の回答を指標化したものが図2-5-1-5（2018年度）

である。経年で見ると、「AI技術」の変化が顕著であり、注目度が増していることがうかがえる。 
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図2-5-1-3 現時点と将来の回答の関係（2019年度） 

図2-5-1-4 現時点と将来の回答の関係（2019年度指標） 
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図2-5-1-5 現時点と将来の回答の関係（2018年度指標） 

2.5.2 開発するソフトウェアが動作するハードウェア 

（1）単純集計 

開発するソフトウェアが対応しているハードウェアについて現在と将来を比較した。 

全体の集計結果（図2-5-2-1）では、現在の順位が「専用ハードウェア」「民生用PC」「産業用PC」であるが、将来の順

位は「クラウド」「専用ハードウェア」「民生用PC」となり、将来は「クラウド」を主として見ていることがわかる。 

現在のハードウェア 将来のハードウェア 

図2-5-2-1 開発するソフトウェアが動作するハードウェア（現在と将来の対比 全体） 
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（2）産業構造区分別 

産業構造区分別に見ると（図2-5-2-2）、製品開発では、現在、将来ともに「専用ハードウェア」を選択する割合が最も

高く、他の産業構造区分と異なる傾向となった。 

現在のハードウェア 将来のハードウェア 

図2-5-2-2 開発するソフトウェアが動作するハードウェア（現在と将来の対比 産業構造区分別） 

2.5.3 AIに関する取り組み状況 

（1）単純集計 

全体では、「製品・サービスの提供」「開発の受託」「製品・サービスの利用」ともに「していない」が50％を超えており、

AIへの取り組みはこれからという組織が多かった（図2-5-3-1）。 

図2-5-3-1 AIに関する取り組み状況 

25.7%

46.6%

32.5%

39.2%

16.5%

30.3%

10.8%

19.9%

11.6%

11.5%

14.8%

9.9%

13.0%

11.2%

19.8%

21.2%

16.4%

14.0%

17.8%

17.9%

20.7%

17.9%

17.8%

8.6%

11.0%

25.6%

10.3%

15.9%

9.3%

7.0%

10.9%

11.3%

16.4%

13.1%

8.2%

10.2%

11.5%

19.6%

18.0%

20.1%

15.6%

6.7%

22.7%

13.3%

15.0%

20.6%

15.6%

21.1%

0% 20% 40% 60% 80%

1.専用ハードウェア
製品利用(n=59)

製品開発(n=110)
ソフトウェア開発(n=196)

2.民生用PC
製品利用(n=93)
製品開発(n=81)

ソフトウェア開発(n=213)
3.産業用PC

製品利用(n=41)
製品開発(n=74)

ソフトウェア開発(n=142)
4.クラウド

製品利用(n=61)
製品開発(n=45)

ソフトウェア開発(n=181)
5.汎用シングルボード

製品利用(n=10)
製品開発(n=59)

ソフトウェア開発(n=74)
6.スマートフォン

製品利用(n=31)
製品開発(n=30)

ソフトウェア開発(n=99)
7.タブレット

製品利用(n=58)
製品開発(n=36)

ソフトウェア開発(n=123)

1番目
2番目
3番目

34.6%

16.2%

38.2%

17.6%

39.3%

21.4%

24.2%

8.7%

16.0%

7.2%

14.5%

8.3%

16.7%

13.2%

15.7%

9.5%

7.3%

11.6%

15.1%

13.2%

12.5%

11.9%

15.2%

11.3%

17.5%

15.2%

23.2%

20.5%

9.3%

26.2%

13.9%

16.2%

19.3%

22.6%

18.1%

7.3%

11.7%

11.5%

14.7%

9.5%

11.5%

5.5%

10.2%

9.7%

22.0%

16.8%

18.1%

7.3%

11.7%

8.4%

21.1%

16.1%

21.5%

0% 20% 40% 60% 80%

1.クラウド
製品利用(n=95)
製品開発(n=79)

ソフトウェア開発(n=255)
2.専用ハードウェア

製品利用(n=47)
製品開発(n=95)

ソフトウェア開発(n=157)
3.民生用PC

製品利用(n=72)
製品開発(n=48)

ソフトウェア開発(n=140)
4.産業用PC

製品利用(n=32)
製品開発(n=62)

ソフトウェア開発(n=101)
5.スマートフォン

製品利用(n=48)
製品開発(n=55)

ソフトウェア開発(n=165)
6.汎用シングルボード

製品利用(n=15)
製品開発(n=63)

ソフトウェア開発(n=78)
7.タブレット

製品利用(n=68)
製品開発(n=52)

ソフトウェア開発(n=138)

1番目
2番目
3番目

14.5%

14.4%

8.8%

10.6%

6.8%

6.6%

15.9%

11.3%

20.5%

59.0%

67.5%

64.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製品・サービスの提供（n=800）

開発の受託（n=794）

製品・サービスの利用（n=797）

提供中・実施中 開発中・準備中 調査中・検討中 していない

- 審査意見（３月）（資料） - 144 -



（2）産業構造区分別 

産業構造区分別に見ると（図2-5-3-2）、「製品・サービスの提供」と「開発の受託」の場合は、立場により取り組み状況

が異なるものの、「製品・サービスの利用」の場合は、いずれの立場も「提供中・実施中」と「開発中・準備中」を合わせた

割合が15～20％で同様の傾向にある。 

図2-5-3-2 AIに関する取り組み状況（製品・サービスの提供、産業構造区分別） 

（3）「AI白書2020」との比較 

IPAが調査を行いとりまとめている「AI白書9」の調査結果と本調査の結果を比較した。 

本調査では、「製品・サービスの提供」「開発の受託」「製品・サービスの利用」ともに「していない」がそれぞれ60％前

後であり、AIへの取り組みはこれからという組織が多かった（図2-5-3-1）。一方、「AI白書」でも、標本数525件に対し、

「関心はあるがまだ特に予定はない」が51.2％、「今後も取り組む予定はない」が16.4％であり、全く取り組みのない組織

が67.6％であり、同様な傾向であった（図2-5-3-3）。ただし、本調査では、「製品・サービスの提供」における「提供中・実

施中」は14.5％であり、「AI白書2020」の「すでに導入している」の4.2％よりも10ポイントも多かった。この傾向の違いは、

「AI白書」の調査対象は、ユーザー企業が97.0％であるのに対し、ソフトウェア開発の企業での回答割合が全体の半数

を占めていることによるものと思われる。図2-5-3-2の産業区分別の集計に見るとおり、ソフトウェア開発の企業では、

15.3％が「提供中・実施中」となっており、全体の「提供中・実施中」の割合を押し上げている。 

図2-5-3-3 「AI白書2020」AIの利活用状況（「AI白書2020」P.291図3-4-5をもとに作成） 

9 https://www.ipa.go.jp/ikc/publish/ai_hakusyo.html 
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（4）経年比較 

経年比較（図2-5-3-4）では、「製品・サービスの提供」「開発の受託」について、「提供中・実施中」の割合が2018年度

より増加していた。 

図2-5-3-4 AIに関する取り組み状況（経年比較） 

（5）クロス集計 

クロス集計では、製品・サービスの提供、製品・サービスの利用において、IoTの事業分野がある組織の「提供中・実

施中」「開発中・準備中」「調査中・検討中」の回答割合が高かった（図2-5-3-5）。 

DXの取り組みがある組織では、製品・サービスの提供、開発の受託、製品・サービスの利用すべてにおいて「提供

中・実施中」「開発中・準備中」の回答割合が高かった（図2-5-3-6）。 

また、分類の組合せの集計（図2-5-3-7）では、AI取り組みのなしを除くと、「製品・サービスの提供」「開発の受託」「製

品・サービスの利用」すべてを実施している回答割合が高かった。 

図2-5-3-5 AIに関する取り組み状況（クロス集計、IoT事業分野の有無） 
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図2-5-3-6 AIに関する取り組み状況（クロス集計、DX取り組みの有無） 

図2-5-3-7 AIの取り組み分類の組み合わせ 

2.5.4 AI技術を活用する/している製品・サービスの分野 

（1）単純集計 

全体では、「工場・プラント」が最も多く40％を占めていた（図2-5-4-1）。 

（2）産業構造区分別 

産業構造区分別に見ると、いずれも「工場・プラント」が最も多いが、2番目に多いのは、製品利用（図2-5-4-2）では

「建築/土木」であり、ソフトウェア開発（図2-5-4-4）では「移動/交通」であった。 

選択肢にない項目として、「教育」や「金融」などの分野もあげられていた。 
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図2-5-4-1 AI技術を活用する／している製品・サービスの 

分野（全体） n=335 

図2-5-4-2 AI技術を活用する／している製品・サービスの 

分野（製品利用） n=50 

図2-5-4-3 AI技術を活用する／している製品・サービスの 

分野（製品開発） n=85 

図2-5-4-4 AI技術を活用する／している製品・サービスの 

分野（ソフトウェア開発） n=177 

2.5.5 AI技術を活用する/している目的 

（1）単純集計 

全体の集計結果（図2-5-5-1）では、1番目に「新サービスの創出」を選ぶ割合が他の項目に比べて多く、1～3番目の

合計では「付加価値向上」も多く選ばれている。 
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図2-5-5-1 AI技術を活用する/している目的（全体） 

（2）産業構造区分別 

全体の集計結果（図2-5-5-1）における上位10項目について、産業構造区分別に比較した（図2-5-5-2）。製品利用で

は「業務効率化による業務負担の軽減」「生産性向上」が1番目に選ばれた割合が最も多い一方、「新サービスの創出」

は3位にとどまった。製品開発、ソフトウェア開発ともに1番目に「新サービスの創出」を選ぶ割合が高いが、特にソフトウ

ェア開発でその傾向が顕著であった。上記のとおり、産業構造区分によりAI技術を活用する/している目的が異なること

がわかる。 

図2-5-5-2 AI技術を活用する/している目的（産業構造区分別） 
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ソフトウェア開発(n=91)
4.業務効率化による業務負担の軽減

製品利用(n=33)
製品開発(n=11)

ソフトウェア開発(n=41)
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製品利用(n=16)
製品開発(n=15)

ソフトウェア開発(n=24)
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2.6.2 新しい技術／レガシーな技術に関する技術者の人数の割合 

（1）単純集計 

全体では、「ほとんどいない」から「ほぼ全員」まで、偏りなく分布している（図2-6-2-1） 

図2-6-2-1 新技術をキャッチアップできる技術者/レガシーな技術しか扱えない技術者の割合 

（2）産業構造区分別 

産業構造区分別に見ると、製品利用では、レガシーな技術しか扱えない技術者の割合が「7～8割」「ほぼ全員」が

33％と他の産業構造区分よりも多かった。一方ソフトウェア開発では、新技術をキャッチアップできる技術者の割合では

「ほとんどいない」は10％未満と積極的に技術を取り入れる傾向があるものと思われる（図2-6-2-2）。 

図2-6-2-2新技術をキャッチアップできる技術者/レガシーな技術しか扱えない技術者の割合（産業構造区分別） 
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できる／できそうな技術者

製品利用（n=82）

製品開発（n=158）

ソフトウェア開発（n=325）

レガシーな技術しか扱えない技術者

製品利用（n=81）

製品開発（n=157）

ソフトウェア開発（n=326）

ほとんどいない 1割程度 2～3割程度 半分程度 7～8割程度 ほぼ全員 わからない
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（3）経年比較 

経年比較（図2-6-2-3）では、「新技術をキャッチアップできる技術者」は経年で変化は少ないものの、若干減少してい

る傾向がある。「レガシーな技術しか扱えない技術者」ついても同様に減少傾向にある。 

図2-6-2-3新技術をキャッチアップできる技術者/レガシーな技術しか扱えない技術者の割合（経年比較） 

（4）クロス集計 

新技術をキャッチアップできる技術者の割合のクロス集計（図2-6-2-4）では、従業員数、IoT事業分野の有無、AI取り

組みの有無、DX取り組みの有無のいずれも有意な傾向の差は見られなかった。 

レガシーな技術しか扱えない技術者の割合のクロス集計（図2-6-2-5）では、従業員数、AI取り組みの有無、DX取り組

みの有無において有意な傾向の差が見られた。従業員数が少ない企業では「ほぼいない」が20％を占め、小規模で技

術力のある企業の存在が見られる一方、20％程度が「7～8割」「ほぼ全員」を合わせて20％程度となった。IoT、AI、DX

ではそれぞれ取り組みのある企業の方がレガシーな技術しか扱えない技術者の割合は低かった。 

図2-6-2-4 新技術をキャッチアップできる技術者の割合（クロス集計） 
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図2-6-2-5レガシーな技術しか扱えない技術者の割合（クロス集計） 

2.6.3 現在不足している人材、将来不足が想定される人材 

（1）単純集計 

現在不足している人材と将来不足が想定される人材について比較した。 

全体の集計結果（図2-6-3-1）では、現在不足している人材の1番目に選択された割合の順位が「ビジネスをデザイン

できる人材」「システム全体を俯瞰して思考できる人材」「新技術の専門技術者」となっているのに対し、将来不足が想定

される人材の同順位は「ビジネスをデザインできる人材」「新技術の専門技術者」「システム全体を俯瞰して思考できる

人材」となり、2位と3位の順位が入れ替わっている。 

現在不足している人材 将来不足が想定される人材 

図2-6-3-1現在不足している人材/将来不足が想定される人材（全体） 
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4.3%
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（2）産業構造区分別 

全体の集計結果（図2-6-3-1）における上位6項目について、産業構造区分別に比較した（図2-6-3-2）。製品利用では、

現在不足している人材、将来不足が想定される人材ともに1番目に選択された割合の順位が「ビジネスをデザインでき

る人材」の1位であることは他の産業構造区分と変わらないが2位との差は大きくない。それに対し製品開発、ソフトウェ

ア開発では、「現在不足している人材」「将来不足が想定される人材」ともに「ビジネスをデザインできる人材」を選択す

る割合が突出しており、傾向の違いが表れた。特に、「将来不足が想定される人材」の製品開発、ソフトウェア開発でそ

の傾向がより顕著である。 

現在不足している人材 将来不足が想定される人材 

図2-6-3-2 現在不足している人材/将来不足が想定される人材（産業構造区分別） 

（3）経年比較 

経年比較では、現在不足している人材（図2-6-3-5）、将来不足が想定される人材（図2-6-3-6）ともに、2018年度から

の傾向の変化は少なかった。 
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図2-6-3-5 現在不足している人材（経年比較） 図2-6-3-6 将来不足が想定される人材（経年比較） 

（4）クロス集計 

「現在不足している人材」と「将来不足が想定される人材」の回答数について散布図で表した。「複数の応用分野をま

たいでとりまとめができる人材」「プロジェクトマネージャ」は現在と将来のいずれにおいても多く選ばれている。（図2-

6-3-7）。 

図2-6-3-7 現在不足している人材と将来不足が想定される人材の回答の関係 
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データ人材フレームワークの設計

2021年８月 

政府 CIO補佐官 

平本健二、中村弘太郎、下山紗代子、関治之 

要 旨 

データに関する人材は、従来からデータベース・エンジニアが重視され、人

材育成が行われてきた。また、データ活用の重要性の高まりとともに、デー

タ・サイエンティストや AI人材が注目され、その育成が広がっている。一方、

社会の事象から必要なデータを分析し設計するデータ・アーキテクトやデー

タ・エンジニアはこれまで十分な育成が行われていなかったため、人材が質、

量ともに不足している。 

本書では、データ人材の人材像とスキルセットを明確にするとともに、評価

方法について検討を行い、その結果としてデータ人材フレームワーク案を提案

する。 

本ディスカッションペーパーは、政府 CIO 補佐官等の有識者による検討内容

を取りまとめたもので、論点整理、意見・市場動向の情報収集を通じて、オ

ープンで活発な議論を喚起し、結果として議論の練度の向上を目的としてい

ます。そのため、ディスカッションペーパーの内容や意見は、掲載時期の検

討内容であり、執筆者個人に属しており、内閣官房情報通信技術（IT）総合

戦略室、政府の公式見解を示すものではありません。 

【資料24】「データ人材フレームワークの設計」（政府CIO補佐官等ディスカッションペーパー）
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１ 概要 

１.１ 背景 

社会のあらゆるところでデータが使われているが、そのデータの持つ価値を

十分に引き出せていない場合が多い。それは、データの潜在価値に気が付いて

いない場合もあるが、その設計や管理方法が適切でないためにデータの価値を

引き出せないことが原因の場合もある。 

従来は、限られたコンピュータリソースの中で高速処理や高効率な格納を実

現するデータベースのエンジニアが重視され人材育成が集中的に行われてきた。

最近では、データの重要性に注目が集まったことから、その活用のためのデー

タ・サイエンティストや AI人材が注目され、各種人材育成の仕組みが提供され

ている。一方、国内ではシステムのパッケージ化が進まなかったこともあり、

モデリング技術を使ってデータを構造的に設計できるデータ・アーキテクトや

データ・エンジニアが十分に育成されていない。 

さらに、データ設計に伴い制度の根本的な見直しが必要になることが増えて

きており、現在のデータ関係者は技術的能力が求められるのはもちろんのこと、

制度的な課題解決能力も求められるようになってきている。 

また、システムに比べてデータの寿命は圧倒的に長く、グローバルに交換が

行われることから、データ関係者に必要な能力として未来を見通す力とグロー

バルに考える力の重要性も増してきている。 

１.２ 目的 

人材フレームワークにより、データ社会を実現するために必要な人材を定義

し、その人材の確保・育成を行う。 

１.３ 検討方法 

人材の定義は、グローバルな体系を基本とし、国内の各種フレームワークと

の整合性を取って検討をしていくこととした。 

海外の人材体系としては、国際的に参照されることが多い SFIA71を参照しつ

つ、それを英国政府のジョブの定義に応用した Digital, Data and Technology 

Profession Capability Framework2を参考にしている。さらに米国の O*NET3の

1 https://sfia-online.org/en/sfia-7/sfia-7?set_language=en 
2 https://www.gov.uk/government/collections/digital-data-and-technology-

profession-capability-framework 
3 https://www.onetonline.org/ 
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職種と必要能力や米国政府のスキルカタログを確認した。国内のスキル体系と

しては、ITSS、ITSS＋、UISS、i コンピテンシ ディクショナリ（iCD）4を参照

し、内容に不足がないか検討を行った。 

２ 人材フレームワークの検討 

２.１ ガイド化とフレームワーク化 

データ人材を安定的に確保し、育成していくためには、持続可能な仕組みを

作っていく必要があり、人材モデルの作成から人材育成コースの整備、実務で

の運用が必要となる。そのため、付録に示すデータ人材フレームワーク案の整

備を行った。 

図 1 データ人材フレームワーク 

中核となるのがスキル定義である。付録のデータ人材フレームワーク案では

31 項目を定義しているが、半分近くの項目がビジネス基礎や戦略、プロジェク

ト管理等の項目で、データに特化した技術項目は半分程度である。これまでの

国内の技術者のスキル体系は専門技術に寄りがちであるが、背景にあるように

データを取り巻く環境は非常に広範囲となっており、制度の見直しやその交渉

なども含むことから、ビジネス面でのスキルの比重が高くなっている。 

２.２ 評価体系の整備 

人材の成長を支えモチベーションを維持するためには、評価体系の整備が重

要であるが、主観的な評価ではなく、客観的に評価を行うことで得意分野の強

4 https://www.ipa.go.jp/jinzai/index.html 

スキルセット

ロール定義

人材モデル

コースウェア

評価体系

コース
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実務

人材定義

フィードバック
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化や不得意領域の補強を図ることができる。 

評価のポイントは経験レベルと知識レベルによる評価であり、経済産業省が

2000年代中盤に CIO育成のために検証を行った評価モデルを採用している。 

３ 活用と評価 

データ人材フレームワークの検証を行うために、内閣官房情報通信技術（IT）

総合戦略室（以下、IT総合戦略室という。）の採用や研修で検証を行った。 

３.１ 採用での活用 

2021 年９月発足のデジタル庁の民間人材公募でのジョブ・ディスクリプショ

ンでは、各職種に応じて必須条件、歓迎条件を定義するが、スキル項目を参考

にしつつ、業務内容に応じて記述内容を具体化している。また、採用評価時に

もスキル定義を参考に評価を行っている。（本資料「５ 参考：採用での活用

事例」を参照） 

３.２ トレーニングの実施と教材の一般公開 

データに関する基礎知識を効率的に身に着けられるように、スキル体系を参

考に人材育成教材を作成し、試行として IT総合戦略室で実施した研修をビデオ

に記録した。ビデオ教材にすることで、採用者はもちろんのこと、人事異動で

配属された人に対するオンボーディング研修を行うことが可能になる。このよ

うにすることで詳細な業務説明を効率的に行うことができることがわかった。 

さらに、SlideShare と YouTube で研修内容を公開することで、職員だけでは

なく幅広いデータ関係者に情報提供を行った。公開２か月で、研修内容を紹介

した noteの記事が約 2,800アクセス、資料は 2,000回以上のビューと 900回以

上のダウンロード、講義ビデオは 800回以上再生されている。 

これらの資料公開を受けて、講演やプロジェクトの相談が増えるなど人材育

成だけではなくプロジェクトにつながる効果もあげている。 

３.３ 評価体系の適用とリソースマネジメント 

評価フレームワークはまだ試行適用していない。今後、継続的なスキルアッ

プに向けて取組を行っていく予定である。また、その結果を活用することでリ

ソースマネジメントを行うことも重要である。チームでの必要スキルを定義し

て、メンバー全体で必要スキルを充足することで、チームの総合力を強化する

ことが可能になる。 
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４ まとめ 

効率的な人材育成フレームワークを整備しその活用も始まっているが、評価

体系の活用があってはじめてフレームワークが完結する。９月のデジタル庁発

足以降に人材評価も含めフレームワークの運用を予定している。 

また、データの専門家がそろってきたことから、より専門性の高い研修コー

スの整備を予定している。

今後は、他分野の人材体系との協力関係のあり方も整理していく必要がある。
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５ 参考：採用での活用事例 

デジタル庁における民間人材の採用では、様々なデータ関連職種の採用が行

われたが、その募集で示した業務内容と各種条件を提示する。 

デジタル庁のすべての職種には以下の共通の必須条件がある。 

 デジタル庁の設置に向けた理念、ミッション、基本的考え方への強い共

感

 社会全体のデジタル化に向けて、業務を人任せにせず、当事者意識を持

って課題を解決していくマインド

 「全体の奉仕者」たる国家公務員に求められる高い倫理観

データ専門家の採用に特化した業務内容と採用条件を以下に整理する。 

プロダクトマネージャー（シニアデータスペシャリスト）（第１期） 

a)業務内容

・ 住民中心の住民データモデルの策定

-住民基本情報の整理

-データ利活用の際の制約条件の整理

-既存データ・既存データ標準とのコンバージョンプランの検討

-住基システムの移行計画の検討

・ ベース・レジストリの構成の検討、実施計画の策定及びマネジメント

-ベース・レジストリの実現方式の検討

-ベース・レジストリの更新等のプロセスの整理

-データ標準の検討と実装支援

・ ベース・レジストリ整備に当たっての関係者との調整

b)必須条件

・ データ設計の実務経験があること

・ データモデリングに関する経験又は意欲があること

・ ITスキル標準（ITSS）※１レベル５相当の能力

・ プロジェクトマネジメントの経験（自分で大規模プロジェクトを立案

し、推進できること）

・ 英国 SFIA7.0※2のレベル５も参照すること

・ ガバメントデジタルサービスへの関心
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c)歓迎条件

・ 自治体系のシステム案件の経験

データ・アーキテクト（第２期） 

a)業務内容

 体系的なデータ整備に係る中長期戦略・計画の策定

 データ標準・データ連携プラットフォームの整備

 政府内におけるデータサイエンスや AIの活用の推進

 デジタル庁（仮称）内外のデータに関する人材育成

 データに基づいた EBPMの推進

 交際期間や関係各国との交渉

b)必須条件

 データ関連業務に関する実務経験５年以上

 大規模組織における複数の業務改革経験

 データ戦略等の組織戦略の策定経験

 アーキテクチャの知見、API を用いた分散型データ活用に関する実務

経験

 データモデリング、プロセスモデリングの実務経験

 データ標準の整備・普及の経験

 マスターデータマネジメント、データ品質管理に関しての実務経験

 セキュリティ、プライバシー情報管理についての知見

c)歓迎条件

 行政に関わるプロジェクトの経験

 テキストデータを含む非構造化データの分析経験

 センサーデータを活用した実務経験

 データビジュアライゼーションに関する実務経験

 セマンティックスやオントロジに関する知見

 国際的な業務経験、データ専門家との国際ネットワーク

データ・エンジニア（第４期） 

a)業務内容

 政府全体のデータと担当分野のデータの関係性の整理
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 担当分野のデータアーキテクチャ及びデータモデルの策定

 データ整備ロードマップの策定及び、データ品質の測定と改善策の検

討

 インタフェース条件を明確にした上での連携用ドキュメントの整備

 データ活用ユースケースの整理

b)必須条件

 データアーキテクチャ又はデータの設計に関する実務経験 3年以上

 データモデリングに関する知見及び、実務経験

 アーキテクチャに対する深い理解

 データを起点とした業務改革の経験

c)歓迎条件

 農業、健康・医療・介護、防災、教育、都市設計・都市開発、行政

（自治体を含む）分野について、いずれか又は複数の分野における業

務経験

 法人データ又は土地データに関する知見

 データ連携やデータ交換のための基盤に関する知見

 アーキテクチャモデリング又はプロセスモデリングの経験

 クラス図の豊富な作成経験

データ・スペシャリスト（地理空間）（第４期） 

a)業務内容

 地理空間データの整備と維持管理方法の策定

 地理空間データに付随した諸問題への対応と解決方法の立案（土地の

高度利用、所有者不明土地問題の解決等）

 地理空間データの活用ユースケースの検討（モビリティデータや気象

データとの組合せ等）

b)必須条件

 地理空間分野に関する実務経験３年以上

 全国の住所や地番に関する知識

 住所や地図の業界構造に関する深い理解

 地理空間と関連する農業、都市、防災データに関する知見

 地理空間データと組み合わせるデータモデルやアーキテクチャに関す
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る知見 

 多くのステークホルダーの利害調整に関する実務経験

c)歓迎条件

 地理情報の歴史に関する知見

 ベース・レジストリに関する知見

 地図関連ビジネス（ガイドブック等）に関する知見

 デジタル技術を用いた地図情報の活用に関する知見

データ戦略ポリシープランナー（第４期） 

a)業務内容

 データ標準化や個人情報保護などデータ利活用に係る規制に係る国際

的な動向に係る調査

 ベース・レジストリの構築、運用を視野に入れた規制フレームワーク

の策定に係る企画

 データの取扱いに係るルールに関する調査及び企画・立案

 データ取引市場構想の具体化など、データ流通の活性化に向けた環境

整備に関する調査及び企画・立案

 各府省及び業界団体、国際機関等のステークホルダーとの調整・交

渉・連携

b)必須条件

 国際的なデータ標準化やルール策定に携わった経験

 データ標準化に係る民間団体の活動に参加した経験

 行政機関や企業の個人情報保護、プライバシー保護に係る検討で中心

的役割を担った経験

 個人情報保護やプライバシー確保の方策などデータ流通に係る国際的

な施策動向についての深い知見

 ビジネスレベルの英会話能力

c)歓迎条件

 DFFT（Data Free Flow with Trust）に関する深い知見

 行政または民間事業者で、専門的な立場からの助言を行った経験

 国際機関を含めた、多数のステークホルダーの利害調整の経験
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セキュリティ人材の能力評価を巡る
現状と課題 

平成２７年８月 
情報処理振興課 

資料１ 

【資料25】「セキュリティ人材の能力評価を巡る現状と課題」

- 審査意見（３月）（資料） - 165 -



１．セキュリティ人材に係る緊急検討の 

背景 

2 
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《衆・参議院事務局(2011年10月》 
衆・参事務局の情報システムが標
的型サイバー攻撃を受け、衆議院
については全議員のID及びパス
ワードが流出し、最大15日間に渡り
メールを盗み見られていた恐れが
あったことが判明。 

《三菱重工業(2011年9月）》
三菱重工業の社員達へ、業界団
体からを装った標的型メールが送ら
れ、本社、工場、研究所など国内１
１拠点でウイルス感染。防衛機密等
の窃取を目的とした、標的型攻撃。

 我が国に対するサイバー攻撃は増加傾向。

 IT空間の拡大とともに、サイバー攻撃は巧妙化し、脅威も増大。
→ 発電所や化学プラント等の重要インフラを狙うサイバー攻撃の脅威

→ 政府機関や企業の機密情報を狙う標的型サイバー攻撃の増加

→ スマートフォンやタブレットなどネットワークにつながる機器はどれも標的に

 個人から重要インフラまで、あらゆる分野に対しての攻撃が増加。今後、早急
に対処しないと、被害が連鎖的に拡大し、我が国の産業基盤や個人の生活基盤
が著しく損なわれるおそれ。

＜攻撃事例＞ 

１．情報セキュリティに係る現状（サイバー攻撃①） 

3 

第2回ＷＧ（平成27年3月25日）配付資料を一部修正 

出典：JPCERT/CCｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ報告対応ﾚﾎﾟｰﾄより（ｻｲﾊﾞｰ攻撃の報告受付数の推移グラフ） 
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 近年、標的型サイバー攻撃の手口は更に巧妙化しており、従来型ウイルス
のような未然防止可能な攻撃ではなくなっている。

１．情報セキュリティに係る現状（サイバー攻撃②） 

4 

◎最新の標的型サイバー攻撃事例

  対象を直接、攻撃するのではなく、まず関連システム会社を攻撃し、攻撃対象のネット 
ワークに侵入。
≪米Target Corporation（2013年12月）の事例》
 米売上高第5位の小売業者であるTarget社のPOS端末を狙った攻撃により、4,000

万件のクレジットカード情報と約7,000万件の個人情報が漏えい。 

 

 注）Target社システムのセキュリティを常時監視していた、米FireEye社はネットワークに何者かが侵入していることをTarget社に警告。しかしな
がら、Target社は速やかな対応ができず、顧客データの流出が続いた。後日、 経営層の経費削減という方針により、セキュリティ上の脆弱性
を何年も放置していたことが判明。 
出典：日経ビジネスオンライン「セキュリティ対策はコストではない～米国で起きた「ターゲットの悲劇」の教訓～」 
http://business.nikkeibp.co.jp/article/opinion/20140604/266189/?rt=nocnt 

出典：情報セキュリティ白書2012 

出典：http://www.infosecisland.com 

「How Target's Point-of-Sale System May Have Been Hacked」 

第2回ＷＧ（平成27年3月25日）配付資料 
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 巧妙化したサイバー攻撃に対応するため、情報セキュリティ製品も進化して
いる。一方で、情報セキュリティに関するリスクを認識し、情報セキュリティ製
品を適切に活用しなければ速やかな対策が出来ない。

5 

１．情報セキュリティに係る現状（サイバー攻撃③） 

◎最新のセキュリティ対策事例
仮想環境上で、怪しいファイルを実行し、マルウェアかどうかを検知。 

≪米FireEye社、サンドボックス技術≫ 

（概要） 

  仮想環境上でいったんファイルを実行し、実行後の振る舞いをチェックして
マルウェアかどうかを検知する技術。

検知したマルウェアを自動除去するにはオプション契約が必要。

出典：＠IT「企業を狙う標的型攻撃――その手口と抜本的な対策とは」 

注）Target社は未契約だったため、除去は手動運用であったため、対策に時間を要した。 

仮想環境 

第2回ＷＧ（平成27年3月25日）配付資料 
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 今年５月、日本年金機構において、職員の端末に対する外部からのウィルス
メールによる不正アクセスにより、約１２５万件の個人情報が外部に流失。

 日本年金機構と同様の「標的型メール」の攻撃は急増しており、手口も巧妙
化・複雑化している。

１．標的型攻撃の脅威が深刻化 

6 

日本年金機構プレスリリース（平成２７年６月１日付け） 

出典：サイバーセキュリティ対策推進会議（ＣＩＳＯ等連絡会議）第４回会合（平成２７年７月２２日）配付資料より抜粋
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 「日本再興戦略」改訂2015において、「セキュリティ従事者の実践的な能力
評価をするため試験制度の充実を図る」こととされた。

7 

１．成長戦略における位置づけ 

◎「日本再興戦略」改訂2015（平成27年6月閣議決定）抜粋 

一．日本産業再興プラン 

 ４．世界最高水準のＩＴ社会の実現 

 （３）新たに講ずべき具体的施策 

 ⅰ）国民・社会を守るサイバーセキュリティ 

 ④サイバーセキュリティの確保に向けた基盤強化（技術力の強化・産業育成、人材育成） 
 イ）人材育成 

  顕在化・深刻化しているセキュリティリスクや、急速な技術革新とともに高度化す
るサイバー攻撃への対策を確かなものとするためには、それを支える人材の育成
が急務である。（中略） 

   さらに、企業等の経営におけるセキュリティ対策の責任者を育成するためのセ
キュリティマネジメント試験を来年春に導入する。
あわせて、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催も見据え、高

度な実践的人材の育成を強化する。このため、産学官の協力体制構築に向け、緊
密な連携や情報共有の促進に加え、実践的なサイバー演習環境をクラウド環境で
整備する。また、実践的な教材の産学官共同開発を支援する。さらに、官民連携に
よりサイバーセキュリティに従事する者の実践的な能力を適時適切に評価できる
試験制度の充実を図る。 
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＜参考＞ サイバーセキュリティ戦略本部におけるこれまでの議論 

 「新・情報セキュリティ人材育成プログラム」（平成２６年５月情報セキュリティ政策会議※

決定）において、以下の方針が示されている。
※平成17年5月30日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部長決定により設置。同会議での決定事項は平成27年2月10日以

降、サイバーセキュリティ戦略本部に引き継がれている。

◎「新・情報セキュリティ人材育成プログラム」該当部分抜粋 

３．今後の取組方針 

 （２）必須能力としての情報セキュリティ 

  ②情報セキュリティ能力の評価基準・資格等の整備 

   （中略） 
  情報通信技術を取り巻く環境が急激に変化している中で、情報処理技術者試験で
は引き続き最新の技術動向等を踏まえた出題が求められる。また、情報セキュリ
ティに対する実践的能力を常に評価・担保できる試験、資格・認証制度として位置
付けられるよう、例えば海外の民間資格のように合格後に継続教育を設けるととも
に、情報セキュリティ人材の能力を認証する等、試験制度に関する在り方について
の検討を進める。また、それに先駆け、政府や企業においては情報処理技術者試
験の合格年次で判断することや、同試験では合否のみでなく結果を点数でも表示さ
れることから、繰り返し受験することを促すなどの取組が重要である。 

  また、情報セキュリティの分野は進歩が著しい分野であり、情報セキュリティ技術
者として求められる能力・知識も進歩していくことから、資格等の整備においては常
に最新の情報を身につけられるような教材や習得の場などの環境整備を行っていく
ことも重要である。 
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＜参考＞海外の民間資格 
○ＣＩＳＳＰ（Certified Information Systems Security Professional）

CISSPに関する共通知識分野10分野のうち2もしくはそ
れ以上の分野において5年以上（大卒者または(ISC)2が
認める資格の取得者は4年以上）のプロフェッショナルと
しての業務経験があること 

ＣＩＳＳＰ試験 

＜受験条件＞ 

＜試験＞ 

＜登録条件＞ 

＜登録＞ 

＜更新条件＞ 

登録（有効期間：３年間） 

試験スコア（1000点中700点取得） 
業務経験、現役のCISSP認定資格保持者の推薦、など 

＜更新登録要件＞ 
3年間に120ﾎﾟｲﾝﾄ、かつ
毎年最低20ﾎﾟｲﾝﾄ取得 

・『(ISC)2倫理規約』を遵守すること
・必要な継続教育単位（CPEクレジット）を取得し、申請す
ること （1年あたりのCPE：40ポイント、認定期間3年間の
合計CPE：120ポイント）
・毎年の請求書の受領時に年会費を支払うこと （年会
費：12,000円（消費税込み））

世界資格取得者数：９８，４２１人 

国内資格取得者数： １，３８０人
（Ｈ２７．３／１現在） 

出典：（ＩＳＣ）2ホームページ（https://www.isc2.org/japan/default.aspx）を基に作成 

 (ISC)2SMが認定を行っている、国際的に認められたベンダーフリーの情報セキュリティ・プロフェッショナル認証資格。CIO、CISOを始めと
する管理職、技術職、コンサルタント、営業など幅広い職種でIT業務に取組む人が取得している。(ISC)2認定資格「SSCP」の上位資格に
あたる。 
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＜参考＞民間資格の活用事例 
○ＣＩＳＳＰ（Certified Information Systems Security Professional）
＜米国＞ 

・ 国家安全保障局（ＮＳＡ） 取得義務付け
・ 国防総省（ＤｏＤ） 取得必須資格要件
＜欧州＞ 

・ 英国スコットランドヤード（ロンドン市警）のコンピュータ犯罪局 取得を推奨
・ インターポール（国際警察機構） 取得を推奨

○CompTIA Security+

セキュリティエンジニアの基本レベルのセキュリティスキルおよび知識を評価するために作成された、ワールドワイドで提供されている
ベンダーニュートラルの認定資格。 

 CompTIA Network+に相当するネットワーク環境の実務経験を持つ技術者に必須となるセキュリティスキルを評価するために設計さ
れ、セキュリティの一般概念、インフラストラクチャセキュリティ、暗号技術、業務・組織面でのセキュリティ策定など、セキュリティに関連
する知識と改善能力、問題解決能力などが幅広く問われる。 

＜米国＞ 

・ 国防総省の情報保証に関連している全ての人材に対し、必須資格となっている。

○GIAC（Global Information Assurance Certification）
 GIACは、実社会で真に通用するコンピュータ、ネットワーク、およびソフトウェアセキュリティのスキルを認定。GIACは能力確認テスト

であり、理論や用語の知識だけに限らず、実際に情報セキュリティ・コンピュータ・サーバ操作、監査、タスク管理の実用的な知識・スキ
ルを試験し、認定を行う。試験領域は、Security Essentials、セキュリティ監査、侵入検知、インシデント・ハンドリング、ファイアウォール、
フォレンジック、Windows OS、Unix/Linux OSなど、入門レベルから高度な専門性を要求される分野までのすべてをカバーしている。
2012年11月14日現在35のトレーニングコースと、それに対応する23の認定資格が存在する。

＜米国＞ 

・ 政府関係者（軍、ＦＢＩ、ＣＩＡなど含む）15,000名／年がコースを受講。

出典：平成24年度情報セキュリティ対策推進事業（情報セキュリティ人材の育成指標等の策定事業）報告書
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２．情報処理技術者試験を巡る状況 

11 - 審査意見（３月）（資料） - 175 -



･･･の試験区分は、通年実施 ･･･の試験区分は、春期試験のみ実施 ･･･の試験区分は、秋期試験のみ実施 

２． 情報処理技術者試験の概要 

12 

○ 情報処理技術者試験は、「情報処理の促進に関する法律（第７条）」に定められている国家試験であ
り、経済産業大臣が独立行政法人情報処理推進機構に試験事務を行わせている。 

○ 情報技術者の不足、プログラマ認定制度創設への要望を背景に、昭和４４年よりスタートした情報処
理技術者試験は、年間の応募者数が ４５万人規模の大規模な国家試験へと発展し、数多くの企業
や教育機関などで活用されている。

○ 平成２６年度までの４６年間に応募者数は１，８０２万人を数え、合格者総数も２２６万人に達し、我が
国のIT人材育成に大きな役割を果たしている。
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2-1．今後必要となるセキュリティ人材像

13 

今後必要となるセキュリティ人材は、①ホワイトハッカーのような高度セキュリティ技術
者、②安全な情報システムを作るために必要なセキュリティ技術を身につけた人材、③
ユーザー企業において、社内セキュリティ技術者と連携して企業の情報セキュリティ確
保を管理する人材。

セキュアなシステムの構築、サービス提供

ＩＴベンダ（Sier等） 

セキュリティベンダ

提
供 

セキュリティ製品・
ツールの開発者

セキュリティサービス
プロバイダ

セキュリティ監視・運用
サービス技術者

システム
開発者

システム運用・
保守技術者

 

 

情シス部門事業部門 

自社の製品・サービ
スにセキュリティを
実装する技術者

自社システムの
開発技術者 

自社システムの
運用技術者 

情報システムの
利用者 

ユーザー企業

委託先 

高度セキュリティ
技術者（いわゆる
ホワイトハッカー）

部門の情報 

セキュリティ
管理者

全社の情報
セキュリティ
管理者 指示・協力 

指
示
・

協
力

ＣＩＳＯ 
セキュリティ
監査者

① 

② ② 

② 

③ 
製品・サービスにセ
キュリティを実装す

る技術者②
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情報セキュリティマネジメント人材 
（情報セキュリティを利用者側の現場で管理する

者） 

情報セキュリティスペシャリスト人材 
（安全な情報システムを作る者） 

 安全な情報システムの構築やサービスを実現するために専門的なIT技術者について

は、従来から情報処理技術者試験において情報セキュリティ分野を専門とする情報セ
キュリティスペシャリスト試験を実施。

2-2．必要な人材像（セキュリティ技術者）

（典型的な人材像：セキュリティ技術者） 
情報セキュリティ分野を専門とするIT技術者であり、情報シ
ステムのセキュリティ機能を実装し、また、情報セキュリティ
技術の専門家として情報セキュリティ管理を支援する。 14 

連携して 

情報セキュリティ対策を実施 

第2回ＷＧ（平成27年3月25日）配付資料 
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＜参考＞情報セキュリティスペシャリスト試験の概要 

平成26年度 平成25年度 平成24年度

応募者数 54,981 56,452 57,944

（全体に占める

　応募者割合）
(12.0%) (12.0%) （11.9%）

合格率 14.0% 13.9% 13.8%

【情報セキュリティスペシャリスト試験の応募者数等（直近3年分）】 【情報処理技術者試験における位置づけ】 

【対象者像】 

高度IT人材として確立した専門分野をもち、情報
システムの企画・要件定義・開発・運用・保守におい
て、情報セキュリティポリシに準拠してセキュリティ
機能の実現を支援し、又は情報システム基盤を整
備し、情報セキュリティ技術の専門家として情報セ
キュリティ管理を支援する者

・標的型サイバー攻撃の増加
・新手の不正アクセス
・新型ウィルスの出現

機密盗難・機器停止の恐れ 
（企業の損失拡大の恐れ） 

脅威 

専門家による適切なセ
キュリティ管理が必要

国家試験による評価 

セキュリティの専門家を評価する国家試験

【出題範囲（午後）】 

○情報セキュリティシステムの企画・要件定義・開発・運用・保守に
関すること（セキュアプログラミングなど）

○情報セキュリティの運用に関すること（不正アクセス対策など）

○情報セキュリティ技術に関すること（ウイルス対策技術など）

○開発の管理に関すること（開発環境の情報セキュリティ管理など）

○情報セキュリティ関連の法的要求事項などに関すること（著作権
法、個人情報保護など） 

情報セキュリティスペシャリスト試験とは・・・ 
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今後必要となるセキュリティ人材のうち、ユーザー企業において、一定の技術知識を持
ちつつ、自社内で情報セキュリティ対策の実務をリードできるマネジメント人材を対象と
する新試験を創設。（平成２８年４月から実施予定。）

2-3．必要な人材像（ユーザ企業のセキュリティ管理者）

16 

情報セキュリティマネジメント人材 
（情報セキュリティを利用者側の現場で管理する者） 

 （参考） 
情報セキュリティスペシャリスト人材 

（安全な情報システムを作る者） 

（典型的な人材像：セキュリティ技術者） 
情報セキュリティ分野を専門とするIT技術者で

あり、情報システムのセキュリティ機能を実装
し、また、情報セキュリティ技術の専門家として
情報セキュリティ管理を支援する。 

様々な機密情報を、 

各重要度やリスクを踏まえて 

管理できる 

情報漏えい等を 

防止するための 

ルール作りができる

メンバに対して
情報セキュリティの重要性を 

教育できる 

業務を委託する際、 

委託先における 

情報セキュリティ対策の 

実施状況を確認し指導できる 

情報セキュリティ上の 

トラブルが発生した際に、
適切な事後対応が取れる

情報システムを調達する際、 

必要な情報セキュリティ要件を 

まとめられる 

（典型的な人材像：業務部門セキュリティ管理者） 
業務部門において、普段は総務や企画等を担当しつつ、情報セキュリティト
ラブルの発生時には部門長やセキュリティ技術者と連携して被害の最小化
を図る。

連携して 

情報セキュリティ対策を実施 

第2回ＷＧ（平成27年3月25日）配付資料を一部修正 
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2-4． 情報セキュリティマネジメント試験（仮称）に求められる内容

 情報セキュリティマネジメント試験（仮称）を通じて確認する、情報セキュリティマネジメン
トを行う上で最低限必要な「知識」内容は以下のとおり。

１．情報セキュリティマネジメントの計画、情報
セキュリティ要求事項に関すること

２．情報セキュリティマネジメントの運用・継続
的改善に関すること 

３．外部委託、コンプライアンス（遵守指導等）
に関すること 

４．（上記１～３の前提となる）情報セキュリ
ティマネジメントの基礎知識に関すること

ITシステム 外部記憶媒体 事業関連情報など 

ガイドラインなどを参考にして、ITシステム
など情報セキュリティ対策をすべき対象を
特定し、業務継続等に配慮しつつリスク
評価を行い、戦略の立案に参画。 

機密保持の 

教育訓練等 

機密情報等 

の管理 監視 報告・相談 

・・・

契約通りにセキュリティ対策してますか？ 

勝手に再委託してないでしょうね？ 

必要に応じて 

規程の見直し 

関連法規 

ガイドライン 

セキュリティ
対策技術

セキュリティ
管理・監査手法 

ＩＴの 

基礎知識 

事後対応 
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＜参考＞ホワイトハッカーの育成（セキュリティ・キャンプ） 

30 

○若年層のセキュリティ人材を発掘し、世界に通用する善意のトップクラス人材（ホワイトハッカー）を創出するため、
IPAが民間企業と連携して、若年層セキュリティ人材（22歳以下）の育成合宿（セキュリティ・キャンプ）を平成１６年
度から実施。倫理面も含めたセキュリティ技術と、最新のノウハウを、第一線の技術者から若手に伝授する場を創
出。これまで約４百名が受講（平成26年度時点）。

○最近ではキャンプ修了者から女性だけのセキュリティコミュニティ発足の動きも出ている。

若いサイバーセキュリティ人材の発掘と育成 

セキュリティ・キャンプ講師 

尖った人材がキャンプに参加

セキュリティ・キャンプ
実施協議会 

最先端で活躍する技術者を
講師として招へい 

セキュリティ・キャンプが輩出したホワイトハッカー

石森 大貴（いしもり だいき）さん（2007年修了生 24歳（1990年生））

高校時代にセキュリティ・キャンプに参加、その後、擬似ハッキ
ングによる脆弱性診断や官公庁や企業へのセキュリティコンサル
を行ない、そこからセキュリティ専門会社のゲヒルンを起業し、
現在、代表取締役を務める。このゲヒルンは、社員数わずか十数
名ながら高いセキュリティ診断技術ゆえに金融機関などの大手企
業からの依頼を多く手掛けている。

丑丸 逸人（うしまる はやと）さん（2010年修了生 25歳（1989年生））

2013年8月、米国で開催された世界最高峰のハッカーコンテスト
である「DEFCON21 CTF(Capture The Flag)」本戦に参加。ソフト
ウエアを解析して脆弱性を見つけ出すハッカーとして、日本の
チーム「ｓｕｔｅｇｏｍａ２」が全20チーム中6位にランクイン
する快挙を成し遂げることに貢献した。セキュリティ対策企業
でも活躍。
「日本を守る「七人の侍」－ホワイトハッカー、インスペクター、ゲートキーパー
（2013/10/03 日経コンピュータ ）」で紹介される。 

官民連携による推進 

キャンプ修了生同志の交流を促進

第2回ＷＧ（平成27年3月25日）配付資料 
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1

Ⅰ．本事業の概要 

1.背景と本事業の目的

本調査は経済産業省より、社団法人コンピュータエンターテインメント協会（Computer

Entertainment Supplier's Association 以下、CESA）に『平成 18 年度ゲーム産業における開発者人材育

成事業』として委託された事業である。

本事業の目的は、世界のゲーム産業を牽引してきたわが国のゲーム産業が今後も世界に通用する質

の高いゲームを開発し続けられるように技術力向上の仕組みを検討、分析し、今後のゲーム産業の発

展に貢献していくことにある。

本調査の背景としては、平成１８年８月２４日に発表された経済産業省の「ゲーム産業戦略」に掲

載されている課題の一つとして、国内外の顧客ニーズにあった質の高いゲームを生み出すために、人

材と技術の重要性が挙げられている。 

優秀な人材の確保と技術力の向上は表裏一体の問題ではあるが、今回は技術力向上に関する調査を

行っている。 

わが国のゲーム産業の開発者教育においては、OJT（On the Job Trainingの略、職場の先輩、上司が

後輩、部下に対し仕事を通じて必要な知識、技術などを修得させる一連の活動）による実践教育が主

であり、体系化された技術教育があまりなされてこなかった歴史がある。この一つの要因としてはビ

ジネスソフトのような前もって準備された仕様書に基づく開発方法ではなく、開発過程にて面白さを

確認しながら制作し、感性などを重視したゲームソフト特有の開発手法がとられていたことが主要な

要因のひとつと考えられる。

しかし、初期ゲーム機時代には少人数の開発者によってゲーム制作ができたのに対し、ゲーム機の

性能が向上したことにより、ゲーム内容量が増え、映像のクオリティが向上し、プログラムも複雑化

したことで、多人数、長期間での開発となっていった。

 このような変化の中で、開発者がより高い技術を学ぶ必要に迫られているが、現在従事している開

発者の技術を体系的に向上させる時間、仕組みを組み立てる余裕を持てずに、日々の開発業務に専心

せざるをえない環境が続いている。例えば、新たなゲーム機に対応したゲームソフトを開発する場合、

まず大手開発企業の中で少数のプロジェクトが発足し、プロジェクト終了後にその企業内に技術が浸

透し、次に外注企業へ浸透するというプロセスを踏んでおり、技術の伝播が体系化されず、特に中小

のゲーム開発会社に技術教育が浸透するまでは相当な時間がかかってしまっている。

上記の背景からわが国のゲーム産業には、欧米のようなキャリアアップ制度が整っておらず、各職

種においてどういった職能を得るとステップアップするのか、そのためにはどういったスキルが必要

なのかが明確でない状態にあり、結果的に開発者のスキルアップにつながるようなキャリアアップカ

リキュラムが組みあがってこなかったように思われる。

そこで、本事業では人材マネジメントが充実していると言われる米国のゲーム開発会社と、わが国

のゲーム開発会社を比較分析し、また、わが国における開発者の職種別のスキル表を作成し、一部ス

キル内容については教育講座として実施する。ただし、本調査では職種別のスキル表はプログラマと

グラフィックデザイナに絞ることとする。 

※ゲーム機とは家庭用（据置型、携帯型）、業務用、PC、携帯電話を指す。
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2.事業の概要と調査方法

2-1．実行委員会

本事業では、「ゲーム産業における開発者人材育成事業に関する実行委員会」を組織した。

実行委員会委員は以下のとおり。

氏名   所属 

委員長 平松  正嗣  （株）スクウェア・エニックス コーポレート・エグゼクティブ 

委員 保坂 正敏 （株）コーエー 常務執行役員 CTOソフトウェア事業部副事業部長

委員 植原 一充  （株）コナミデジタルエンタテインメント プロジェクトソリュー 

ションセンター R&D 推進グループ 統括マネージャー

委員 松嶋 延幸     （株）カプコン 開発統括 執行役員 副統括ソフトウェア技術部長 

委員 馬場 哲治     （株）バンダイナムコゲームス 新規事業室テクニカルコンダクター 

委員 古賀 豊 テクモ（株）ハイシナジープロダクション 課長

委員 馬場 章 東京大学大学院情報学環 教授 

委員 藤原 正仁 東京大学大学院情報学環 特任研究員 

委員 稲見 昌彦   電気通信大学知能機械工学科 教授 

委員 長谷川 晶一    電気通信大学知能機械工学科 助教授 

委員 新 清士  国際ゲーム開発者協会（IGDA）日本 代表

委員 平野 雅一郎    デジタルエンタテインメントアカデミー 代表取締役学長 

委員 澤井 隆宏 コンピュータ総合学園 HAL 設立準備室 主任

事務局長 堀口 大典     （社）コンピュータエンターテインメント協会 専務理事 

事務局 小林 岳人     （社）コンピュータエンターテインメント協会  

事務局 今井 史彦     （社）コンピュータエンターテインメント協会 

オブザーバー

樋口 晋一 経済産業省 商務情報政策局文化情報関連産業課

溝下 聡 経済産業省 商務情報政策局文化情報関連産業課

2-2．調査概要

本事業では、以下の 3 つのテーマ別に作業グループを組織して調査検討を行った。

1）「国内外ゲーム開発会社における開発者のキャリアとマネジメント調査」

・米国並びに日本のゲーム開発会社への人材マネジメントに対するインタビュー調査

・欧米のキャリアラダー、キャリアパス、人材マネジメントに対する文献調査

・人材マネジメントに対するゲーム開発会社のアンケート調査

2）「開発者のキャリアパスと教育カリキュラム」プログラマ職種

・プログラマ職種におけるスキル表等の作成

3）「開発者のキャリアパスと教育カリキュラム」グラフィックデザイナ職種

・グラフィックデザイナ職種におけるスキル表等の作成
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Ⅱ．国内外ゲーム開発会社における開発者のキャリアとマネジメントに 

関する調査 
1.米国ゲーム開発会社のキャリアラダーとキャリアパス

1-1．米国発の人材マネジメント

2000 年以降、俄かに活気を帯びてきた米国におけるゲーム産業は、それ以前に 20 年の歴史を有

するわが国のゲーム産業に比べて明らかに後発である。しかしながら、ゲーム産業における開発者

の人材育成に関しては、わが国の取り組みを遥かに越えて、近代化・体系化を成し遂げたというこ

とができる。その理由は、多民族大陸国家である米国においては、ものづくりの世界に暗黙知は通

用せず、すべてを形式知化して人に伝達する必要があるためである。そのため米国人は、自然に知

識や知恵を明文化し体系化する必要に迫られ、その術を身につけてきた。

これは、ゲーム産業に限られたことではなく、米国の産業界一般に見られることであり、同時に、

産業界における叡智の形式知化だけでなく、それを制度的に実現するための人材マネジメントにお

いても同様である。すなわち、主として経済学や経営学の知見を得ながら、その時代に応じて効率

的な人材マネジメントの理論と方法を生み出し、それを実践してきた。そのような実践の中で、形

式知の体系化と一般化が進んだと言うことが出来る。

ここで、米国発の人材マネジメントの代表的な考え方のうち、とくにゲーム開発会社と関連の高

いものについていくつか紹介しておこう。

(1)企業遺伝子

まずは、企業遺伝子という考え方である。企業におけるあるべき人材像は、その企業がめざす

ゴールと提供する価値、さらに達成したいミッションにコミットできる人材を育成するために描

かれる。それは、その企業独自の人材像という意味で「コーポレートプロフェッショナル（corporate 

professional）」と呼ばれる。コーポレートプロフェッショナルは、創業者や企業の中興の祖と目さ

れる人物が遺したリーダーの遺伝子や、その企業が誇る開発者魂、営業魂、ものづくり魂などを

後代に受け継いで行くためのシンボリックなリーダー像となる。したがって、その企業のミッシ

ョンや価値観が組み込まれた独自のリーダーシップを定義したものがコーポレートプロフェッ

ショナルと言うことができる 。その場合、単に企業のトップだけでなく、各専門分野における

その企業ならではのリーダー像がコーポレートプロフェッショナルとなる。そして、コーポレー

トプロフェッショナルの具体的な行動特性、すなわちコンピテンシー（competency）を分析し、

企業はリーダー育成に活用する。 

企業における遺伝子とは、「企業哲学・企業価値・行動指針・企業文化・社風」といった価値

基準であり、人材の中に伝えられて企業の存続・発展・衰退を規定する。企業遺伝子は、ビジョ

ン・スキル・スタイルの３つのカテゴリーに分類されることが多い。ビジョン遺伝子とは企業の

ミッションやビジョンに関連する遺伝子であり、スキル遺伝子とは戦略と計画のカテゴリーに関

連する遺伝子である。そして、スタイル遺伝子とは現場レベルの管理や業務に関連する遺伝子を

意味する。これをピラミッド形の対応で示したのがの図 2-1-1 である。企業の経営者は、自社の
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正の遺伝子、すなわちコーポレートウェイ（corporate way）を組織に根づかせ、負の遺伝子を正

の遺伝子に組み替える責任がある。

図 2-1-1 企業遺伝子の 3 カテゴリー 

業務

管理

計画

戦略

ビジョン

ミッション

スタイル遺伝子

スキル遺伝子

ビジョン遺伝子

出典：Wisdom（www.blwisdom.com） 

(2)コンピテンシー

コンピテンシーは、近年、わが国でもよく使用される用語となった。コンピテンシーとは、ハ

ーバード大学のマクレランド教授（David.C.McClelland）により提唱された新しい能力評価の概念

で「成果をあげ続けることのできる行動特性」「再現性のある成果行動能力」と定義される。彼

の研究グループが、米国務省から「学歴や知能レベルが同等の外交官（外務情報職員）が、開発

途上国駐在期間に業績格差が付くという現象の究明」という依頼を受け、調査・研究を行った結

果、「学歴や知能は業績の高さとそれほど相関はなく、高業績者にはいくつか共通の行動特性が

ある」と判明したことがコンピテンシー概念の始まりとされている。このとき、マクレランド教

授らによって挙げられた行動特性は、①異文化に対する感受性がすぐれ、環境対応力が高い、②

どんな相手に対しても人間性を尊重する、③自ら人的ネットワークを構築するのが上手い、など

というものであった。 

このようにして形成された例として、リーダーシップのコンピテンシーを示せば図 2-1-2 のよ

うになる。コンピテンシーは、職種・職務などによって異なるものと、共通するものとがある。

リーダーシップのコンピテンシーは、職種・職務に関係なく高成績者の行動特性として共通する

ものである。いずれのコンピテンシーも職種・職務・役割ごとに、優れた成果を発揮している社

員にインタビューやアンケートを実施して、彼らがどのような思考特性や行動特性をもっている

かを抽出する。インタビューでは、高い成果をあげている社員（ハイパフォーマー）が成果を出

すまでのプロセスを、段階を追いながら、「そのときどう考え、どのように行動したか」を確認

して行く。そして、ハイパフォーマーの行動特性から、成果をあげるために必須のスキルをまと

める。営業・技術・開発など職種・職務・役割ごとのコンピテンシーであれ、業務に関係なく共

通に必要なコンピテンシーであれ、いずれのコンピテンシーも期待される貢献からさかのぼって

考えることが重要である。 
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コンピテンシーのもっとも一般的な活用の方法は、ハイパフォーマーの行動特性、発揮能力の

分析から必要スキルを抽出し、評価に活用する方法である。その結果、コンピテンシー評価とい

われる人事評価制度が生み出され、 終成果をあげるまでの中間成果と、そこで発揮された思考

や行動を評価している。したがって、コンピテンシー評価はプロセス評価でもある。通常のコン

ピテンシーに基づく評価は、各コンピテンシーに５段階から７段階程度のレベルを設け、どのレ

ベルでコンピテンシーが発揮されたかを評価することが多い。重要なのは、どのレベルの「能力

をもっているか」ではなく、どのレベルの「能力が発揮されたか」で評価することである。

なお、コンピテンシー評価で言う能力と、従来の職能評価で言う能力との間には意味の相違が

存在する。つまり、前者は、成果を実現するために「発揮された能力」であり行動を伴った「顕

在能力」であるのに対して、後者は、職務遂行に必要な「保有能力」であり成果をあげるために

求められる「潜在能力」である。とくに、コンピテンシー評価で求められる能力を「成果行動能

力」と呼ぶ。

図 2-1-2 リーダーシップ・コンピテンシー 
変化情報収集力 情報入手習慣化・情報コミットメント

変化分析力 経営指標分析力（財務分析力）

変化把握・

課題体系化

力 課題体系化力 論理的思考・分析ツール活用力

ミッション構想力 大欲・倫理説・誠実さ・謙虚さ・使命感

ビジョン構想力 高い志・国際性・広い視野

ビジョン

構想力

ビジョン具体化・ロードマップ化力 具現化力・ロードマップ化力・言霊力

戦略構築力 大局的判断力・コンセプト思考

計画化＆目標設定化力 緻密さ・意思決定力

ビ
ジ
ョ
ン
シ
ッ
プ

戦略＆計画

構築力
実行力＆目標実現力 意思決定力・意思の強さ・持続力

場設定・場作り力 場設定マインド・場の構成スキル

チームビルディング力 他者尊重・質問力・組み合わせ力
ファシリテ

ーション力
プロセスマネジメント力 人心把握力・幽体離脱マインド

仕組み体系化力 課題発見力・課題設定力・構成力

システム化力 課題解決策構築力・チャート化力
仕組み

構築力
システム具現化力 時系列マインド・役割分担配置力

モチベーション喚起力 人身把握力・明るさ・相手の立場マインド

コーチング力 コミットメント力・質問力・論理的思考

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ッ
プ

人材育成力

育成へのコミットメント力 コミットメント力・課題体系化力・言霊力

出典：Wisdom（www.blwisdom.com） 
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出典：Wisdom（www.blwisdom.com） 

(4)企業形態

材特性の構成比とは別に、企業の組織形態としても、いくつかの類型化が行われ

て

企業では、専門知識や技術・ノウハ

ウ

(3)人材マップ

あるべき人材像とその構成を表したものを人材マップという。求められる人材像をいくつかの

タイプに分類し、企業においてそれぞれのタイプの構成比や育成計画を考えるのに活用する。人

材マップにはいくつかの種類が存在するが、もっとも一般的なものが図 2-1-3 である。 

ここでは、縦に集団を統率するリーダーシップ力と集団を調整するマネジメント力の軸を置き、

横に集団性の度合いの高い組織重視と、集団性の度合いの低い個人重視の軸を設定して、人材を

４つのタイプに設定する。そして、組織重視・リーダーシップ力のある人材をＡ：統率型 エグ

ゼクティブ、個人重視・リーダーシップ力のある人材をＢ：変革型 アントレプレナ、組織重視・

マネジメント力のある人材をＣ：統制型 マネージャ、そして、個人重視・マネジメント力のあ

る人材をＤ：熟練型 スペシャリスト、と分類する。これらの人材を適切に構成し、あるいは、

それを目指した人材の育成を進めることによって、企業は持続的な競争力を持ち、経営効率を保

つことができる。

図 2-1-3 人材マップ 

リーダーシップ力

マネジメント力

組
織

個
人

B：変革型 アントレプレナー Ａ：統率型 エグゼクティブ

Ｃ：統制型 マネージャーＤ：熟練型 スペシャリスト

このような人

いる。組織形態とは、事業環境の変化の中で、企業がもっとも効果的、効率的に成果をあげる

ためにとる組織の構造、機能である。組織形態には、上からの指示・命令をそのまま確実に行う

「ピラミッド型組織」、市場変化に素早く対応できる「フラット型組織」、市場・顧客の要望に事

業面で応えつつ機能面の効率性・専門性を高めていく「マトリックス型組織」、企業の全階層・

全社員がインタラクティブに顧客と直接つながる「ウェブ型組織」などが存在する。歴史的に見

れば、組織形態が不変な企業は無く、常に変化してきたといってよい。その流れは、ヒエラルキ

ー構造からフラット構造に移行してきた（図 2-1-4 参照）。 

一般に中小から中堅規模の企業、あるいは単一事業型の大

を高めることができる「機能別組織」形態をとっている。一方、複数の事業を行っている場合

は、事業としての意思決定がしやすい「事業別組織」形態をとることが多い。近年ではこれらふ
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認することであ

る

図 2-1-4 代表的な企業形態とその形態 

＜ピラミッド型組織＞

＜フラット型組織＞ ＜マトリックス型組織＞

たつの組織形態の長所を生かすべくマトリックス型組織をとる企業が増えてきた。ただし、注意

しなければならないのは、マトリックス型の組織では機能面・事業面でのコンフリクトが起こり

やすいので、それを解決するためのマネジメント力が求められることである。

組織形態の変更に重要なのは、何のために組織形態を変更するかをしっかり確

。組織変革は、成功すればそれだけ大きな成果があるが、その反面リスクも決して小さくない。

世間のトレンドや、企業間の競合などといった動機で安易に変えるべきものではないのである。

あくまでもその企業の戦略から発想して、求められる組織形態を考えるべきである。また、組織

が次第にフラットになればなるほど、個々の人材の自立性や創造性が求められる。したがって、

企業の新しい組織形態を選択する場合は、十分な人的資源が社内にあるかどうか、ドラスティッ

クな変化を受け入れられる企業風土かどうかを慎重に検討することが必要になってくる。しかし

ながら、実は、企業風土自体を変えることも組織変更の目的のひとつなので、まずは、理想とす

る組織形態を明確にし、段階を踏んでそこに近づけることになる。そして、組織は、 終的には

「どこに誰を配属するか」という個人の顔が思い描けるものにならねばならない。そのためには、

組織の活性度を定量的に把握するモラルサーベイ（moral survey）、業務の実情と課題を把握する

業務分析、仮説を検証するためのヒアリング調査などの組織診断が有効である

出典：Wisdom（www.blwisdom.com） 
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(5)ミッショングレード

企業組織形態と従業員のキャリアとを融合させた制度が図 2-1-5 に示したミッショングレード

である。わが国では現在、職能資格制度が採用され、職務遂行能力に応じて資格等級を定めて格

付けした上で、賃金管理を行うようになって来ている。職能資格制度は、かつての職務等級制度

に代わる制度としてわが国の企業にも導入されてきたが、年功的な運用がもたらす「賃金と能力

のミスマッチ」や「課題形成能力や専門性の評価が困難になる」などの問題点が次第に指摘され

るようになってきた。そこで注目されているのが、求められる組織ミッションや、職責のレベル

に応じてグレードを設けて管理するミッショングレードである。職能資格制度と比べても、ミッ

ショングレードは個々のグレードの違いがより明確に強調されている場合が多い。俸給面から見

ると、ミッショングレードでは、例えば「基本給与＋プロフィットシェアリング（profit sharing）・

業績賞与」等のように簡略化されており、会社が何に対して対価を払うのかが明快に示されてい

る。ミッショングレードにおいては、同一グレードなら部門・役職・年齢が異なる場合でも、同

一の処遇で評価されることとなるため、積極性や実力のある若年社員を登用する上での納得性が

きわめて高いというメリットが存在する。

しかしながら、職能資格制度を導入しミッショングレードを採用したとしても、評価は評価、

処遇は処遇と切り離されていたのでは、せっかく制度を変えても「結局、何が変わったのか」が

不分明となり、従業員の不満につながる。そこで、評価が高ければ抜擢や飛び級で昇格するとい

った、評価と処遇のリンクが必要になってくる。昇格の方式も、現職の卒業基準を満たしている

かのいわゆる「卒業方式」ではなく、新しいポジションの必要要件を満たしているかのいわゆる

「入学方式」とするのが望ましいと言える。また、職能資格制度は、社員の能力開発を目指した

制度でもある。どのような能力を修得すれば評価に結びつくのか「職務遂行に必要な能力」の内

容を明確にし、明文化しなければならない。それに加えて、個々の従業員が、業務や職務に関す

るどの能力をいつまでに開発するのか、という具体的な目標を立てられるような仕組みも必要で

ある。いうまでもなく人事制度は、職務、キャリア開発、業務実績の三者のバランスがとれてい

ることが も重要である。そのためには、賃金体系や評価制度といったシステムの確立も大事だ

が、より求められるのは、実際にこれらを運用する考課者のスキルアップである。定期的に考課

者訓練を実施するとか、考課結果を定量的に分析し運用スキルを高めることも計画するべきだろ

う。
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図 2-1-5 ミッショングレードの概念 

マネジメント サービスマーケティング
サービス

統括 統括 マネジメント

キャリア

ステージⅤ
トップ

シニアマネージャキャリア

ステージⅣ ・・・

マネージャキャリア

ステージⅢ ・・・

×
×

アシスタントキャリア

ステージⅡ ・・・

ジュニア

ミ
ッ
シ
ョ
ン
グ
レ
ー
ド

キャリア

ステージⅠ ・・・

出典：Wisdom（www.blwisdom.com） 

(6)エンプロイアビリティ

これまで述べてきた考え方や制度は企業や組織の側の視点に立っているが、これらに対して被

雇用者の立場から重要視されているのがエンプロイアビリティ（employability）という考え方で

ある。エンプロイアビリティとは、Employ（雇用する）と Ability（能力）を組み合わせた用語で

あり、直訳すると「雇用され得る能力」となる。一般的には転職できる能力を指すが、広くは従

業員が勤務している企業で継続的に雇用される能力を含んでいる。勤労者の労働市場における価

値という意味である。1980 年代以降、米国でダウンサイジングやリストラクチャリングが進み、

企業が長期的雇用を保障できなくなったために、長期雇用に代わる発展的な労使関係を構築する

ためにエンプロイアビリティという概念が登場した。わが国の厚生労働省の調査研究によれば、

図 2-1-6 に示したように、エンプロイアビリティの基本的能力として、Ａ 職務遂行に必要とな

る特定の知識・技能などの顕在的なもの、Ｂ 協調性・積極性等職務遂行に当たって各個人が保

持している思考特性や行動特性に係るもの、そして、Ｃ 動機、人柄、性格、信念、価値観等の

潜在的な個人的属性に関するもの、という３つの部分から成り立つとされる。Ａ、Ｂのエンプロ

イアビリティは可視的であるが、Ｃは、外からはなかなか見えない部分である。したがって、Ａ、

Ｂの視点で評価すべきであり、Ｃは評価基準として使用するには不適切である。 
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図 2-1-6 エンプロイアビリティの内容 

成果

A 知識・技能 

B 各個人が有する 

思考特性・行動特性

（態度、協調性等）

C 動機、人柄、性格、

信念、価値観等

見える部分

見えない部分

出典：「エンプロイアビリティの判断基準等に関する調査研究」2001 年 7 月厚生労働省職業能力開発局 

なお、企業側では、従業員個人が他の会社でも働ける力を身につけた場合、優秀な人材が自社

で引き続き長く働いてくれるような魅力づくりが必須となる。そこで、企業は自社内で通用する

ための知識や技能だけでなく、広くビジネスの世界で必要とされる知識、行動様式を教育に織り

込まざるをえなくなる。また、判断力、創造力、リーダーシップ、思考力というような、業種が

違っても役立つスキルの強化が必要になる。そして、社内の人材評価の基準を労働市場での評価

に近づけ、個人が自分の市場価値を自覚できるようにし、一人ひとりの自己向上意欲を高めてい

くことが肝要である。また、研修を一律の「必修研修」から「自己選択型研修」へと移行させ、

教育は会社が自動的に与えてくれるものという認識から、自分の市場価値は自分で高めるものと

いう認識への変革を進める。従業員のエンプロイアビリティを高めるということは、優秀な人材

が流出するリスクを担うということでもある。そこで、その企業が必要とする人材が、この会社

で働きたいと思うような魅力ある環境、チャレンジの機会を提供し続けることも重要である。こ

れを雇用主の魅力、能力と捉え、エンプロイメンタビリティ（employmentability）という考え方も

生まれた。エンプロイアビリティとエンプロイメンタビリティは同時に機能しなければ意味をな

さない。

(7)コーポレート・ユニバーシティ

後に、コーポレート・ユニバーシティ（corporate university、CU）について述べる。CU とは、

組織の戦略や目的を達成するために、社員、顧客、サプライヤーを対象として行う組織の全学習

について、その方向性を一致させ、教育体系全体の調整・統一を図り、焦点を明確にすることを
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目的とする、戦略的な「傘」であるとされる。つまり、経営戦略に基づく人材戦略の策定と、そ

れを実現する体系的な教育の仕組みをさす。海外では、いち早く、マクドナルドが 1961 年に「マ

クドナルド大学」、モトローラが 1976 年に「シックス・シグマ」を開校したのが有名である。CU

と従来型の研修とを比較したのが表 2-1-1 である。この表から、CU の方が従来型研修より戦略的

であり、人材に対する投資の目的が強く、本人の自律を求める傾向にあることが読み取れる。

現在の CU の目的は、これまでの分散化した自社内研修を体系的に実施することから、顧客教

育を視野に入れたものまでさまざまである。いずれにしても、自身の企業がめざす CU は何か、

というゴールを戦略的な観点から明確にするところから始め、 終的にはブランドとして確立し

ている。CU は、企業変革の舞台であり、人的資産、知的資産の価値創造の場でもある。とくに、

経営のトップが自ら戦略を語り、語り合い、次代のリーダーを育て上げる気概をもってコミット

している CU は成功しているようである。経営のトップが、教育と企業活動を深く結びつける役

割を担うことが、成功する CU の必須条件と言うことができる。 近の CU の流れとして、6 つ

のトレンドが存在する。つまり、１．企業教育のブランド化（社外アピール）、２．人材育成へ

の経営陣（CEO）の関与、３．バーチャル化（e-ラーニングの活用など）、４．エデュコマース化

（有料顧客教育）、５．ナレッジマネジメントとラーニングの融合、６．投資効果測定の重視（模

索段階）、が見られる。CU はもはや狭い従業員研修の枠を越えて、顧客をも巻き込んだ企業ブラ

ンドの確立に貢献しているのである。

表 2-1-1 コーポレート・ユニバーシティと従来型研修との違い 

コーポレート

ユニバーシティ

日本従来型

研究センター・部門
米従来型

組 織 戦 略 戦略的教育
終身雇用を前提とした

教え込む教育
部門目標に合った教育

組 織 戦 術 全体 適 均質化・一体感 現場 適

構 造 機能的に集中 構造的に集中 ラインに 適化

主 体
独立した部署／

教育資源を適切に集中
人事部主体 事業部ごとに教育

教 育 戦 略

教 育 方 法

組織戦略にリンク／

外部教育機関の活用／

統一カリキュラム

課業に密着した教育／

社内で統一された

伝統的内容を使う

スキルギャップを埋める

教育／一般的になった

スキルと OJT

予算のかけ方 投資 コスト コスト

個 人の意識 キャリア自律 業務の一環 キャリア自立

評 価 方 法
投資に見合うか

どうかを評価
特にしてこなかった

自己責任で受けた教育を

成果に反映させる

出典：「コーポレイトユニバーシティ研究調査報告書」2000 年 3 月慶應義塾大学花田光世研究室 

- 審査意見（３月）（資料） - 212 -



12

1-2．ゲーム開発会社のキャリアラダー

前節では、米国発の人材マネジメントに関する基本的な考え方や制度について簡単に述べてきた。

これらを参考とするに当たっては、次の２点に注意しなければならない。第１点目は、日本と米国

の労働法や労働慣習の違いに留意するという点である。さらに、その背景にある労働観など、両国

間の広義の労働環境の違いに対して、十分な配慮が必要である。第２点目はゲーム産業、なかんず

くゲーム開発会社に単純に当てはめられるものでは無いという点である。いうまでもなく、ゲーム

産業にはゲーム機メーカー、ソフトウェア開発会社（デベロッパー）、それら開発会社に対するパ

ブリッシャーなど多様な業態が存在しており、またその企業規模も多様である。以上２点に配慮し

て、慎重に検討した上で、参考とするのが望ましい。人材マネジメントはトレンドで実施するもの

ではなく、企業目的や経営理念、さらに従業員のキャリア形成という観点から進められるべきもの

である。

(1)キャリアコンピテンシー

とくに、ゲーム開発者の育成を考える場合、キャリアという観点は重要である。本報告書では、

ゲーム開発者のキャリアを明確にし、キャリア形成におけるキャリアパスの方法の解明を目的と

している。とくに近年、わが国では「自律的キャリア形成」の必要性が叫ばれ、それに勤労者自

身と企業がどのように関わるかが課題とされている。そのような時流の中で、従来必ずしも明確

でなかったゲーム開発者のキャリアに焦点を当てた調査研究はきわめて重要である。

自律的キャリア形成とは、いわば会社まかせのキャリア形成に対して、本人が意識的かつ主体

的に取り組むキャリア形成であり、時流に流された短絡的キャリア形成に対する批判の意味を含

んでいる。花田光世氏は、自律的キャリア形成が可能な人材を次の五つの側面から規定している

（「キャリア自律の実践とそのサポートメカニズムの構築をめざして」CRL Research Monograph 

No.1）。 

①【価値観】自分のキャリア設計やライフプランに関して自分なりの価値観を有している人材

②【自己動機付け】キャリア形成に関し、継続的に自分をモチベートし、自己のキャリアを形成

し続ける力をもった人材

③【主体性】いくつかの選択肢の中から、組織からの方向性や指示を待つことなく、自分の判断

で自己のキャリアやオプションを主体的に選択できる人材

④【幅広い視野】組織の名前や肩書きが無くても、組織外に出て通じる力をもっている人材、ま

た、持とうと努力している人材

⑤【状況コントロール力、実践力、構想力】キャリアチャンスを自分の土俵で再構築できる人材

これらのうち、④は前節でもふれたエンプロイアビリティに似た概念であるが、花田氏はこれ

に人間的な幅や一貫性という意味合いを有するインテグリティ（integrity）の語を当て、より広い

視野で、自分の状況を周囲との関係において調整し、かつその状況の中で行動できる人材として

規定している。そして、①～⑤を備えた人材が持つ力をキャリアコンピテンシー（career 

conpetency）と呼んでいる。 
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自律的キャリア形成の考え方に基づくキャリアコンピテンシーは、技術的スキルが期待される

ゲーム産業のような分野においてとくに重視すべきであると考えられる。つまり、目まぐるしく

変化するゲーム開発環境に対して、ともすれば、とにかく早期に採用するために、現に保有して

いる技術スキルや知識のみで判断して採用する傾向が強いと思われるが、本質的視点に立ってみ

れば、総合的な人間力を表わすキャリアコンピテンシーを判断すべきであろう。つまり、技術ス

キルを羅列して、その有無を問題にするのではなく、そのスキルをどのように活用してきたか、

また、そのスキルを発揮することで、個人と仕事への関わり方がどのように積極的に実現したか

を問題にすべきなのである。なお、採用の際だけではなく、採用後の評価においても同様のこと

が言える。

キャリア形成には、一般的に、自己のキャリアを一定の方向に高め続ける力と、技術・知識の

陳腐化などに伴って新たなキャリアを模索し続ける力というふたつの側面が存在すると考えら

れている。従来の代表的な考え方のひとつは、前者にもとづくキャリアアンカー（career ancher）

理論である。キャリアアンカーとは、自己のキャリアの選択の際に絶対に譲ることのできない固

定された価値観や欲求を指し、それによっていわば積み上げ型（ステップアップ型）のキャリア

形成、予定調和的なキャリア開発論が主張される。しかしながら、環境の変化が激しい IT 産業

においては、もっと能動的で積極的なキャリア形成が求められる。そのような考え方に基づいて、

米国のシリコンバレーで生まれたのがキャリアコンピテンシー理論である。つまり、これまで何

度も積み上げてきた枠を乗り越えて新たなチャレンジを模索するような生き方を支持するキャ

リア形成である。日本における労働観や労働環境を考えた場合、キャリアアンカー理論とキャリ

アコンピテンシー理論に基づいた融合的な自律的キャリア形成が求められるであろう。

(2)キャリアラダー

ところで、勤労者のキャリアを実践的に考えようとする場合、キャリアラダー（career ladder）

という考え方と制度が重要である。キャリア、キャリア形成、キャリアパスというようにキャリ

アを冠した用語はわが国でもさかんに用いられるようになったが、キャリアラダーという考え方

と制度は、いまだ医療・看護の分野における看護士などの人材育成を除いては、あまり用いられ

ていない。しかしながら、米国では、多くの企業・職場に対してキャリアラダーが存在している。

キャリアラダーに関しては次節で詳述するが、注目すべきなのは、これまでキャリア開発は、ラ

イン昇進、管理者育成をベースに考えられてきたが、組織のフラット化が進み、組織はもはや大

量の管理者を必要としなくなってきたために、全社共通で単一の単線型人事から、複数の枠組み

の中でそれぞれに適した評価・育成・処遇を行う複線型人事が増えてきた点である。その結果、

図 2-1-7 のように、社員自らがコースを選択し、仕事と能力を高めていく人事戦略が生まれてい

る。これをキャリアという視点で捉え返すと、キャリアパスという考え方が重要になる。キャリ

アパスとは、端的に言ってしまえば、めざすキャリアに到達するための道筋である。上述した複

線型人事制度では、社員分類プログラムに基づいて、専門職・管理職など複数のキャリアパスが

準備され、社員は自分で選択したキャリアに到達するために、必要な能力と実績を高めていく。
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キャリアパスには、管理職・専門職・専任職といった大きな括りと、営業職・技術職・事務職の

ような小さな括りが存在する。その他、勤務地限定、コース別といった分類もある。そして、通

常は、一定の階層以上に限定して複線型人事制度を導入し、それぞれのキャリアパスに応じた賃

金体系を敷いている。

キャリアパスにおいて重要なのは、キャリアパス内での昇進・昇格のルール、キャリアパス変

更のルール等を決めて、単に経営者側の判断だけでなく、社員がその意思や適性に応じて移行で

きるようにすることである。会社や上司は、社員や部下に新しいキャリアへの挑戦を促し支援し

なければならない 。
ただし、注意すべきなのは、職務と実際の業務の不一致、あるいは管理職のポストにつけない

人のための建前的な複線型人事制度の導入などは、かえって社員の混乱や不信感を招きモチベー

ションダウンにつながってしまうことである。複線型人事制度において、キャリアパス別に求め

られる役割や成果を明確に提示することが重要である。

図 2-1-7 社員分類プログラム 

出典：日本総合研究所 研究事業本部 人事戦略クラスター

米国のゲーム産業における代表的キャリアラダーも、他の IT 産業同様、大別するとふたつの

ラダーから構成されるデュアルラダーの構造をもっている。つまり、プロダクションと開発とい

う違いにより、キャリアラダーもプロダクションと開発という 2 種類に分かれるのである。これ

を概念化したのが図 2-1-8 である。この図は、プロジェクトあるいはゲーム会社における権限な

どの相対的な度合いあるいは位置づけを示している。しかし、ゲーム産業では、単純なデュアル

構造ではなく、さらにゲームデザインに関する 3 番目のキャリアラダーすなわちデザインラダー

が、プロダクションと開発の間に、相対的に独立して存在するのが一般的である。

キャリアラダーを考える際に重要なことは、キャリアラダーが必ずしも企業の組織図と一致し

ているわけではないという点である。キャリアラダーとは、企業の従業員が仕事のうえで技能や

経験を積み重ねていくにしたがってどのように昇進していくかを示すものであり、単純に誰かの

部下になるとか、誰かの上司になるとかを示すものではない。キャリアラダーは、あくまでも、
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従業員ひとりひとりのキャリア形成に利用されるひとつの指標である。

図 2-1-8 は Ernst Adams 著 ”Break into the GameIndustry : How to get a job making video games”に

示されているキャリアラダーである。これによれば、アーティストはシニアアーティストに昇進

するが、必ずしも上司と部下の関係が変化するわけではない。むしろ、アーティストもシニアア

ーティストも、どちらも同じリードアーティストの直属となっている場合が多い。つまり、企業

の組織のうえでは、上司と部下の指揮系統が変化することは無くとも、キャリアラダーが上昇す

ることがある。また、すべての企業にこのようなポジションが用意されているわけではなく、用

意されていたとしてもどの企業でも同一の名称が使用されるというわけではない点にも注意す

る必要がある。とくに、米国における名称と日本における名称の違い、あるいは、名称は同一で

あっても職掌の違いにも注意する必要がある。

次に、図 2-1-8 にもとづいて、各キャリアラダーの特徴をみていこう。 

まず、開発ラダーに関しては、図 2-1-8 に明らかなように、同じタイプの複数のラダーで構成

されており、そのどれもが特定の技術ないし創造性の領域におけるスキルによって規定されてい

る。ラダーを上っていくためには、それぞれの領域でのスキルを高める必要がある。スキルは主

として OJT による経験を通じて高めるものだが、仕事をしながら専門的な教育を受けるというこ

ともできる。例えば、 新のツールやテクノロジーを常に知っておくために企業内部・外部で開

催される講習を受け、あるいは雑誌や論文の記事を読むという方法がある。このような企業にお

ける広義の研修によってスキルを向上させることが可能である。

米国のゲーム産業における開発ラダーでは、ラダーを上っても実際の仕事内容にはそれほどの

変化が無いとも言われ、責任が重くなり、重要かつ困難な任務に就くという変化があるだけであ

るとされる。例えば、ジュニアプログラマとシニアプログラマはどちらもプログラミングに大半

の時間を費やす。リードプログラマになって初めて責任の範囲はシフトし始め、管理、運営そし

て指導的任務を引き受けることになり、実際のコーディング作業についてはあきらめざるを得な

くなるのである。

図 2-1-8 米国ゲーム開発会社におけるキャリアラダー 
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ここで注目すべきは、プロダクションラダーと比べて、開発ラダーは責任・権限そして給料と

いう点において高い段階からスタートすることである。プログラミング・アート、そしてオーデ

ィオデザインはテストや顧客サービスよりも技能や訓練を必要とするため、給料が高くなる。そ

の一方で、開発ラダーは短くなる。会社の経営上層部となるとコード作成などから離れて、部下

を指導し利益を出す努力が求められるのである。もしも優れたプログラマであれば、会社は彼に

プログラミングを続けさせたいと考える。このようなケースでは、本人がプログラマよりも管理

者として実際に優れているということを会社に納得させることができて初めて、昇進を続けるこ

とができる。そして、そのまま昇進を続けたいのであれば、開発ラダーからプロダクションラダ

ーに乗り移る必要が生じるのである。

プロダクションラダーでの昇進は特定の技術や創造的な技能の習熟度ではなく、無形の資質、

すなわちリーダーシップや組織力・柔軟性・細やかな配慮、そして何よりも制作センスと呼ばれ

ているような特殊な資質に基づいた昇進となる。制作センスとは、完成半ばのゲーム、あるいは

ゲームのアイディアの段階であっても、それが面白いものかどうか、売れるかどうか、そして

も重要なこととして、足りないものがあるとすれば何が必要かを見抜き伝えることのできる能力

である。技術や芸術性との関連は希薄になる。しかしながら、プロダクションラダーに必要な資

質を備えていれば、ラダーを乗り移ると言う選択の可能性は残されている。ゲームパブリッシャ

ーは利益を生み出しうる人材を昇格させるからである。

プロダクションラダーのエントリーレベルは、他のラダーに比べて低いのことも特徴的である。

開発経験が全く無くとも、特殊な訓練を受けていなくとも、この業界に就職することは可能だか

らである。しかし、スタート時点は低賃金の単調できつい仕事を覚悟しなければならない。例え

ば、ゲームのテストには創造性や自己表現はそれほど必要とされず、費用もさほど要しない。こ

のつらい仕事を厭わなければ、プロダクションラダーにおける も低い位置からの昇進も可能で

あるとされる。

デザインラダーはプロダクションラダーと開発ラダーの間に位置しており、ゲーム産業に特有

の三本目のラダーである。なぜこのようなラダーになるかと言えば、ゲームデザインが、開発と

プロダクションのどちらの組織にも属しているからである。つまり、開発チームがゲームをデザ

インすることもあれば、プロダクションチームがデザインすることもある。会社によっては、デ

ザインラダーがプロダクションラダーの中に組み込まれており、この場合、レベルデザイナはテ

スタの次のステップと位置づけられる。また、ゲームデザイナの仕事内容は、例えばプログラミ

ングとは異なり、昇進とともに幾分変化するとされる。

上述してきたようなキャリアラダーにおける昇進は、すでに獲得している特殊な能力のデモン

ストレーションに基づいている。ゆえに、野心があり、一生懸命働く有能な人物にチャンスが訪

れれば、時が経ち、経験を重ねるにつれて自然にキャリアラダーを上昇していく。しかしながら

それは同一のキャリアラダー内のことである。別のキャリアラダーに移動する場合、キャリアラ

ダーが異なれば必要とされる技能が異なるため、新しいキャリアラダーで必要とされるものをす

べて習得しなければならなくなる。時として、梯子を一、二段降りる必要すらありうるとされる。
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これは、初めて仕事に就くのと同じような困難さがあり、本人の手で仕事ができるということを

証明しなくてはならなくなる。例えば、アニメータをやめてミュージシャンになりたいというの

ならば、仕事とは別に作曲してデモ CD を作成し、それをデモするチャンスをうかがうことにな

る。ただし、それは今まで仕事をしてきたキャリアラダーでにおける昇進のように簡単なもので

はない。多くの管理者には往々にして自身の部下に対する固定観念があるから、上司が当人のこ

とをアニメータだと思っている場合、当人がコンポーザでもあることを当人自身が何らかの方法

で上司に納得させる必要がある。

キャリアラダー間を移動することは、思い付きで出来るものではない。ひとつには、会社は当

人が希望しているポジションで当人を必要としておらず、今のポジションに残しておくことを望

む場合もある。例えば、上記の例で言えば、アニメータとして 3 年間働いている人物を、経験の

ないコンポーザにさせようとすることはまず無い。本人の満足のためだけにポジションを移動さ

せてくれると期待してはならないのである。キャリアラダー間の移動を期待するならば、それが

雇用主にとって 大の利益になるということを従業員は雇用主に説明し説得する必要がある。雇

用主が拒否すれば、今の仕事を辞めるほど自分にとってそれが重要なことかどうか、決心する必

要があるだろう。いつでも仕事を辞めて新しい仕事を探すことはできるが、当然のことながら今

の仕事は経験としては考慮されることは少ない。ただし、ゲーム業界での経験としては十分に考

慮されるので、この移動には確実に意味があると言える。時間をかけて準備をすれば実行は可能

であり、チャンスが巡ってくることもある。本当にやりたいことであれば、必要なトレーニング

を受けて資格を増やすか、あるいは少なくとも自分が移動する確固たる論拠を確立し、チャンス

を待つべきである。

1-3．キャリアラダーにおける主な職種

次に、前節でふれた米国のキャリアラダーにおいて定義されている各職種について、Marc

Mencher 著 ”Get in the Game !：CAREER IN THE GAME INDUSTRY” をもとに簡潔に解説しておく。

これによって、前節のキャリアラダーをより具体的に理解することが可能となるであろう。ただし、

典拠が前節と同一でないため、取り上げられている職種およびその呼称は、必ずしも前節のキャリ

アラダーに一致していない点に注意されたい。しかし、大事なことは、これらを参考に、日本のゲ

ーム産業ならびにゲーム開発会社の実態に即したキャリアラダーを明示し、ゲーム開発人材のキャ

リアデザインとキャリアパスに資することである。

以下に引用する米国における一般的なゲーム開発者に関する記述と、第Ⅲ章において述べられる

日本のゲーム開発におけるプログラマ、グラフィックデザイナの職務とスキルレベルに関する記述

とを対比されたい。なお、記載項目は以下の通りである。 

職務内容：その職種の職務上の内容。 

責務：その職種の職務上の責務。職務内容をさらに詳細に述べている。小項目を列挙するが、そ

れがいくつかの大項目に要約される場合はⅰ、ⅱ、ⅲ…で示した。 

スキル：その職種に必要とされる資質や能力。

必要条件：その職種に就任するに際して必要とされる資質。スキルよりもより一般的な記述とな

っている。キャリアパスの必要要件。
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また、企業規模別にプラットフォーム別の年間出荷タイトル数をみると、大企業は全てのプラ

ットフォームにおいて中小企業を上回っており、とくに「携帯電話機」、「家庭用ゲーム機」、「携

帯型ゲーム機」において格差が顕著である（格差はそれぞれ 34.3 本、9.2 本、8.9 本）（表 2-2-5 参

照）。

図 2-2-10 プラットフォーム別年間出荷タイトル数の平均値（2005 年 12 月～2006 年 11 月） 
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表 2-2-5 「企業規模」と「出荷タイトル数」とのクロス表 
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（9）経営戦略上の重視項目

図 2-2-11 は、経営戦略上の重視項目について、「これまで（過去 5 年）」と「今後（将来 5 年）」

について尋ねたものである。これをみると、「開発者の育成」（これまで 33.3％→今後 76.7％）が

も重視されるとともに、「シリーズ・リメイク化ゲームの開発」（同 63.3％→60.0％）から「オリ

ジナルゲームの開発」（同 63.3％→70.0％）へとシフト・チェンジを始めていることが分かる。ま

た、「マルチプラットフォームに対応したゲーム開発」（同 33.3％→60.0％）、「ゲーム開発のアウト

ソーシング」（同 50.0％→60.0％）、「戦略的提携」（同 33.3％→56.7％）、「潜在顧客・新規顧客層の

拡大」（同 26.7％→53.3％）が重視され、新たなビジネスモデルの構築と安定的な収益の確保を模

索していることが窺える。

さらに、「これまで」と「今後」との相関分析を行ったところ、いくつかの項目において正の相

関が観察された。有意確率 1％水準で、とりわけ強い相関関係がみられたのは次の 4 点である。第
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一に、これまで「シリーズ化・リメイク化ゲームの開発」を行ってきた企業は、今後「ゲーム開

発のアウトソーシング」を行う意向を示している（相関係数 0.917）。第二に、これまで「ゲーム

開発のアウトソーシング」を行ってきた企業は、今後も「ゲームのアウトソーシング」を行う予

定である（同 0.632）。第三に、これまで「ゲームのメディアミックス展開」を行ってきた企業は、

今後も「ゲームのメディアミックス展開」を行う意向を示している（同 0.790）。第四に、これま

で「経営多角化」を行ってきた企業は、今後も「経営多角化」を行う予定である（同 0.780） 

このように、国内ゲーム市場の縮小や開発費の高騰、国際競争の激化などゲーム産業を取り巻

く環境の変化は、経営戦略にも影響を与えている。如上の経営戦略を達成するためには、とりわ

けビジネス環境の変化に対応した開発者の育成・確保が必要不可欠となっていることを、多くの

ゲーム開発企業が認識している。

図 2-2-11 経営戦略上の重視項目 
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2-4．開発者の採用

（1）開発者の充足状況

調査時点における回答企業の開発者の充足状況についてみると、「不足」（70.0％）が「適正」

（23.3％）を大きく上回っており、開発者は不足の状況にある（図 2-2-12 参照）。 

馬場・藤原（2006：114）では、2006 年 1 月に、国内ゲーム会社の人材充足状況について調査し

ているが、本調査と同様に「不足」（66.7％）が「適正」（33.3％）を大幅超過しており、ゲーム産

業は慢性的な人材不足の状況に陥っていることが示唆される。
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Ⅲ．開発者のキャリアパスと教育カリキュラム 

1.開発部門の職種

ゲーム開発には、下記組織図例のような職種・職務が必要とされる。開発するゲームの種類、内容、

開発チームの大きさによって、必ずしも添付の総ての職種・職務が明確にされない場合がある。これ

らの開発に必要な職種の中で、ゲームを動かす柱の役目を果たすプログラマと開発チームの構成員と

して も多いグラフィックデザイナについて具体的にスキルの分析をし、開発者のキャリアパス、教

育カリキュラムへの道筋の整理を試みた。

ゲーム制作体制（例）

注記：すべての職種が、同じ組織に属しているとは限らない

1-1．プログラマの職種
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プログラマについては、ゲーム機の高度化とゲーム内容の大規模化を主な理由として、細分

化・分業化が進んできている。

また、ゲーム本体を制作するプログラマ以外にも、現場に必要なプログラマは制作環境を構築

するためのツールを作成するプログラマや、サウンド制御のためのプログラマなど多岐にわたる。 

今回はプログラマを以下の４つに大別し、それぞれに対するスキル表を作成した。

・ ゲームプログラマ

ゲーム本体を作るプログラマ

・ サーバプログラマ

オンラインゲームのサーバ部分を担当するプログラマ

・ 開発環境制作エンジニア

ゲームを開発するための開発環境を構築するプログラマ

・ サウンドプログラマ

サウンドドライバやツールなどを作成するプログラマ

人材の流動度を考えた場合に、必要なスキルが分かれており、それぞれ分けて考えやすいとい

うのがその理由である。

勿論、ゲームプログラマに関しては、システムを担当するもの、グラフィックを担当するもの、

AI を担当するもの、物理シミュレーションを担当するもの、エフェクトを担当するものと、その

役割は多数の担当パートに分かれている。担当の分け方や呼び方は、各社、各チームにより異な

ることが多い。さらに、ゲームの制作をするプログラマは、制作が進むにつれ、別のパートの作

業を引き受けること（たとえば敵 AI プログラマがエフェクトを作成したり、プレイヤープログ

ラマがボス敵 AI を作業したりする等）も多く、その役割は流動的である。職種をそれごとに分

ける意見もあったが、あまりにも専門的な部分が細分化しているため、それぞれは「知識」とい

う項目に分け、それぞれの専門知識ごとに小項目で必要な知識を提示するようにした。実際、プ

ログラマとしては専門知識以外の部分は共通したスキルが要求されることになり、2 つ以上の分

野の専門知識を持ったプログラマも少なくない。スキル表としては、すべての知識項目を満たす

必要はなく、担当分野の項目を満たしていればかまわないという見方を想定している。

ゲームプログラマ以外の 3 つの職種は、それとはかなり異なる知識を必要とする。 

サウンドプログラマは多くの場合、ゲーム本体のプログラマとは別に、サウンドアーティスト

達と共同で作業することが多い。また、複数のタイトルで共用されることを前提に作業すること

が一般的である。近年のハードウェアではサウンドに関してソフトウェア波形処理が一般的にな

ってきたため、サウンドプログラマに関しても、リバーブや 3 次元音響など、音響工学の知識が

必要になってきている。

サーバプログラマに関しては、昨今のオンラインゲームが多くなっていく中で必要度を増して

いる職種である。ゲームのプログラマとは全く違う知識が必要となり、人材を育てるのが急務で

ある。データベースに関する知識や、サーバハードウェアに関する知識等が必要となる。
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開発環境制作エンジニアは、主にデザイナやプログラマが使うツールを作成する。大規模開発

の効率化には欠かせない職種である。ゲーム開発の作業は主として PC 上で行うため、Windows

など PC 上での GUI プログラムの知識を多く必要とし、さらにゲーム中の処理に関しても幅広い

知識が必要とされる。

1-2．グラフィックデザイナの職種

ゲームのグラフィック制作は、ゲーム機の高度化により、表現力が向上する過程で、制作工程

が細分化されてきている。勿論、開発するゲーム内容、開発チームの規模により工程の細分化度

合も異なる。グラフィック制作という意味では、グラフィックデザイナとして職種は一つとも言

えるが、向上した表現力を追求するためには、工程を細分化し、それぞれの工程において深堀が

求められてきた。本報告書においては、それらの深堀する専門範囲を職種として分けて分析して

いる。開発チームにおいては、複数の職種（工程）を同一人物が担うことも多い。その意味では、

複数の工程を担当する場合には、スキル表における該当職種（工程）の総合的なスキルが求めら

れる。

まず、工程を踏まえ、職種を以下の 7 つに大別した。 

・アートデザイナ

・モデルデザイナ（モデラと呼ばれることも多い）

・テクスチャデザイナ

・モーションデザイナ（アニメータと呼ばれることも多い）

・エフェクトデザイナ（VFX デザイナと呼ばれることも多い）

・メニュデザイナ

・カットシーンデザイナ

また、デザインする対象として大きくキャラクタと背景に分かれる。キャラクタと背景の区分

けと前述した 7 つの職種を組み合わせて、キャラモデルデザイナ、背景モデルデザイナ等の名称

が、一般的にゲーム会社が人材採用募集をする際に、使用されている。

・アートデザイナは、世界観やキャラクタの方向性の設定（イメージボード制作）から、実際

の登場人物やモンスタ等のキャラクタの具体的なデッサン画作成までを担当する。外部の作家に

依頼することもある。

・モデルデザイナは、2D で描かれたデザイン画をもとに、人物や、モンスタ、武器、背景等の

立体化を担当する。モデルの出来が、モーションの自然な表現に影響する。

テクスチャデザイナは、モデルに質感を付ける。 終的なビジュアルの品質を大きく左右する。

業界全体においては、モデルデザイナがテクスチャまで担当することが一般的のようである。し

かし、ディスク容量の大きなゲーム機の登場の結果、映像の強化が進み、特にテクスチャ工程の

増強が図られてきた。しかし、ゲーム機の更なる性能向上への対応は、マンパワーによる解決か

らシステムを活用した解決が重要となる。

・モーションデザイナは、ダイナミックなアクションから、指先の微妙な表現まで豊かで、繊
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細な動きを実現し、キャラクタに息を吹き込む。ゲーム機の進化の中で、モーションの技術も向

上した。例えば、映画制作にて活用されているモーションキャプチャ技術の導入が顕著な例であ

る。また、 近では、フェイス〔顔〕の仔細な動きを表現する特殊な技術も求められている。

・エフェクトデザイナは、炎、雨、爆発、波打ち際など、多彩な現象を視覚的に表現し、それ

らに付随する特殊効果を制作する。実際に起こる表現を超えて、作品に魅力を加える表現効果を

生み出すことも求められる。

・メニュデザイナは、ゲームを快適にプレイするユーザとのインターフェースとなるフォント、

アイコンのデザイン、メニュ画面のデザイン等を担当する

・カットシーンデザイナは、ゲーム全体の流れの制作を担当する。シナリオから絵コンテやア

ニマティクスを作成し、各デザイン工程で制作されたものを載せていく（コンポジット、編集）。

さらにライティングを施し全体の演出を施す。実際には、カットシーンに関わる業務は、デザイ

ナだけではなく、プランナも絡むことが多い。

また、ゲームの中にインタラクティブな部分と非インタラクティブ〔ムービー部分とも言われ

る〕がある。通常、主にインタラクティブな部分で構成されているが、非インタラクティブが物

語の進行上の『つかみ』や説明部分あるいはフィナーレを飾るものとして多用されている。この

部分は、インタラクティブ性がない分、より高い映像表現が可能である。映像制作の専門家をビ

ジュアルデザイナとして異なるチームを形成する場合もある。映像の専門部隊ということでは、

外部の専門会社に委託することも多い。但し、ゲーム機の性能向上の流れの中で、インタラクテ

ィブな部分と非インタラクティブな部分の表現レベルが近づきシームレスに遊べるゲーム作りが

基本となってきており、インタラクティブな部分と非インタラクティブな部分が一体となって制

作されることで、制作フロー、体制に変化が出てきている。

２．スキルの分析およびレベルの定義について 

次章においてプログラマとグラフィックデザイナのスキルについて、スキル表を参考に詳細を

説明する。スキル表の構成は、必要とされるスキルを能力、技術、知識の 3 つに大別し、それぞ

れの職種において不可欠で重要なスキルを必須項目（スキル表において”◎“と表記）とし、習

得することが望ましいスキルを必要項目（スキル表において”○“と表記）として、レベルを分

けて表示した。これは各職種における重要なスキルを分かりやすく浮き彫りにするために、 ある

程度割り切った分け方をしている。 

能力は成し遂げるために必要な力を、技術は成し遂げるために必要な技術あるいはノウハウを、

知識は成し遂げるために必要な知識、行動を示している。知識については、各職種に特に必要な

ものと職種に関わらず開発者一般に必要とされるものとに分けている。 

また、各スキルについて、その習得レベルを上長の指示に従い業務を進めるクラスをジュニア

クラス、任された範囲については、自分で判断しながら完成させられるレベルをレギュラクラス、

さらに他の担当者への指示を出したり、業務遂行のお手本として動ける人材をシニアクラスと呼

ぶ。通常、ジュニアクラスからレギュラクラス、シニアクラスにレベルアップしていく過程では、

必要とされる総ての項目が均等にアップすることは容易ではなく、実際には習得度合に差が生じ
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る。 

３.プログラマのスキル

3-1．スキル表各項目の説明

（1）能力

プログラム能力に関するスキル

① コンピュータ言語

プログラマにとってのコンピュータ言語は必須のスキルである。ゲームプログラムは初期には

アセンブリ言語などの低級言語で作成するのが普通であったが、近年ゲーム機の高性能化に伴い、

ほとんど C 言語、C++言語などの高級言語で作成されている。しかしながら、プログラムチュー

ニングやサブプロセッサプログラム開発におけるアセンブリ言語、携帯アプリケーション開発に

おける JAVA 言語、開発環境を構成するスクリプト作成など、それ以外の様々な言語も状況に応じ

て使用されているため、C、C++に加えて複数の言語に関してスキルを持つことが望ましい。 

また、言語がオブジェクト指向言語へとシフトしていくなかで、ゲームプログラムの設計段階

からオブジェクト指向の考え方を取り入れるようになった。そのため、オブジェクト指向分析・

設計の考え方を理解し、UML などを用いてそれを表現できるスキルが必要になる。 

② アルゴリズム

アルゴリズムとは問題の解き方であり、コンピュータに対しアルゴリズムを示すのがプログラ

ムである。既に過去のプログラム中で多くのアルゴリズムが示されてきているため、プログラマ

はプログラムを作成する際、まったく新しいアルゴリズムを開発するよりも過去のアルゴリズム

を応用するほうが多い。また、新規アルゴリズムを必要とする場面においても、過去のアルゴリ

ズムに関する知識を持つことで発想がより容易になる。そのため、アルゴリズムに付いてのスキ

ルを持つことはプログラマにとって大きな強みとなる。

③ Windows プログラミング

Windows が大きなシェアを占める現在では、プログラマにとっても Windows プログラミングス

キルの必要性が高くなっている。例えば Windows 環境で動作するターゲット（PC、ゲーム機）の

場合そのプログラムスキルは必須である。また、開発環境が Windows 環境であれば、開発ツール

作成といった開発環境構築にあたってスキルが必要になる。

Windows プログラムでは、DirectX をはじめとする WindowsAPI の利用が必要だが、低水準な API

であるため、MFC を利用することも多い。Windows プログラミングスキルはこれらに関する知識

と応用である。
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④ ネットワークプログラミング

PC については勿論、家庭用ゲーム機にもネットワーク対応ゲームが増えている。当然開発者に

もネットワークプログラムのスキルが要求される。またほとんどの場合、開発環境はネットワー

クを利用しているので環境構築・ツール作成の面でもネットワークプログラミングスキルは必要

になっている。

サーバ･クライアントの機能やプロトコルに関する知識、インターネット・イントラネットの基

礎技術などに関しての幅広い知識が含まれる。

⑤ 開発環境に関する知識と技能

開発環境はターゲットによって様々だが、いずれも基本機能は共通している部分が多い。また

家庭用ゲーム機や PC で共通の統合開発環境を提供しているケースもあり、プログラミングするに

あたってひとつの開発環境に精通すれば他の環境でも応用が利く。

開発環境を構成するのは、作成（エディタ）・実行形式変換（コンパイラ）・実行モニタ（デバ

ッガ）の三機能で、統合開発環境では、これらを GUI 上でリンクさせて様々な機能を提供してい

る。いずれの機能もプログラミングに重要な機能で、スキルを身につけることが生産性の向上に

つながる。

⑥ 各種フォーマットの知識

プログラムがデータを処理するものである以上、データのフォーマットに関する知識もプログ

ラマにとって重要なスキルである。特にデータの一次加工をする開発ツール作成など、開発環境

プログラミングにおいては、フォーマットに関する知識が必須のスキルである。

また、新たなフォーマットの策定を行う場合でも、既に存在するフォーマットに関する知識が

あれば、容易により良いフォーマットをデザインすることが出来る。

⑦ その他プログラミング手法

上記以外にも様々なプログラミングに関するスキルが存在する。

ａ．テスト駆動式開発（TDD） 

小モジュールに対し 初にテスト・実装を繰り返し、テストにパスしてからソースの整理（リ

ファクタリング）を行う開発手法。結合前に細かくテストを行うことで一つ一つの機能を確認

でき、結合後の修正作業を減らし効率化が出来る。

ｂ．セキュアプログラミング知識

セキュリティホールを埋め込まない安全なプログラムを作成するための知識。どのような、

コードが悪用されるのか、安全性の高いコードを作成するノウハウなど。ネットワーク対応な

どのオープンな環境で使用されるゲームソフトが増えていく中で重要なスキルになりつつあ

る。

ｃ．Gnu-binutil の理解 
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オブジェクトファイルを扱う為のプログラミングツールで、アセンブル･リンク・オブジェク

トファイルコピー・ダンプ・シンボル情報の操作など、汎用性が高い非常に強力なツール群。

Linux 環境での開発では必須スキル。 

ｄ．デバッグ手法

プログラム内に埋め込まれたバグを発見し特定するスキル。ウオッチ・ブレーク・トレース

などデバッガの機能に対する理解とその応用に関する知識、過去のバグフィックス経験などに

よって構成される。

ｅ．C/C++ABI の理解 

コンパイラ・リンカの動作・機能に対する知識と理解。あるプログラムが、コンパイルして

もエラーが出力されないのにかかわらず、期待した動作をしないことがある。そういったケー

スでは、プログラマがコンパイラ･リンカの動作・機能に関して正しく理解していない。また、

こういったケースでは何が間違って動作しないのかが容易に発見できないことが多い。

ｆ．インストラクションセットの理解

ターゲット CPU の持つ命令セットを理解することはそのターゲットの動作を理解する上でも

重要である。またコンパイラの動作によって引き起こされるバグ（上記ｅ．コンパイラに関す

る知識不足から発生するものを含む）など、C 言語のソースレベルでは発見できないバグを特

定する為にも必要になるので、インストラクションセットに関する知識も有用なスキルである。 

ｇ．データ圧縮

データ容量の増加が、ターゲットハードウェアのメモリ増加を上回る速度で進むゲームプロ

グラムにおいて、メモリを有効利用する上で、またデータ転送速度を上げる上でもデータ圧縮

技術が大きなポイントとなってきた。とくに高速な伸張が可能な効率の良い圧縮技術が求めら

れている。必ずしもプログラマ全員が身につける必要はないが、ゲーム基礎技術として必須の

スキルである。

（2）技術

プログラマとして求められる技術知識のうち、主に専門的な知識の部分の項目について以下に

述べる。

プログラマの作業は細分化が進んでおり、以下の項目すべてを網羅することは必要ではなく、

担当する部分の項目（たとえばグラフィックプログラマであれば、グラフィックプログラムの項

目）が必要になる。また、必要とされている項目内の小項目においても、すべてが必要という訳

ではない。担当するゲームの内容によって必要とされる技術は様々であるため、この小項目では

ショウケース的に技術を提示する方針とした。スキル表を見るときは小項目一つ一つを見るので

はなく、関連する小項目を含む中項目全体でのスキルレベルの把握を前提としている。

① マルチコアプロセッサ

近年、PC 用のプロセッサ、家庭用ゲーム機のプロセッサにおいて、マルチコア化やハイパース
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レッディング対応が進んできている。マルチコアプロセッサで性能を出すためには、旧来の単一

スレッドで記述していたプログラミングスタイルとは違う考え方が必要になる。プログラム面か

ら見た場合、ほとんどはスレッドと呼ばれるテクニックを使って平行に動作するプログラムを記

述する。マルチスレッドでは、同時に複数の仕事を実行するため、メモリなど共有リソースの排

他制御や、同期処理、スレッド間通信など、旧来のシングルスレッドでは必要ではなかったテク

ニックが必須となる。

② 物理シミュレーション

主に３D ゲームにおいて、画面内のオブジェクトをより現実世界に近い挙動にさせるために、

物理現象をシミュレーションする手法である。

工学分野でシミュレータとして研究されていた技術を転用していることが多いが、ゲーム特有

の条件としてリアルタイム性を出すため、正確さより計算にかかる時間を少なくすることを優先

する必要があり、ゲーム業界で特有の手法も出てきている。

シミュレーションの対象によって、以下のような分類が可能である。

a． 剛体運動シミュレーション 

力学に乗っ取って、物体（剛体）同士の衝突や接触を取り扱う。一般的に物理シミュレー

ションといった場合はこれを指すことが多い。大学レベルの数学・力学の知識を必要とす

る。車の挙動等に用いられることが多かったが、近年ではゲームの中のオブジェクト全て

に対して物理シミュレーションを行い、よりリアルな世界を再現しようとするゲームも多

くなってきている。

b． 流体運動シミュレーション 

液体や気体などをシミュレーションする。流体力学を基礎とし、一般に剛体シミュレーシ

ョンよりも高い負荷を必要とする。

c． 弾性体（毛髪・布）シミュレーション 

服や毛髪などをシミュレートする。方法としては、バネをメッシュ状に接続したものとし

て近似的に扱い、弾性体シミュレーションと呼ぶ。

d． 燃焼シミュレーション 

炎や爆発時の煙などをシミュレートする。前述の流体運動シミュレーションで行う場合も

あるが、より近似的な方法で行われることも多い。

e． 人体運動シミュレーション  

人間の体の関節等をシミュレートする。手の位置から肘の関節の曲がり方を求める等、末

端の位置から関節角度を決めるのはインバースキネマティクスとよばれ、様々な解法があ

る。 近では、攻撃や爆発で吹っ飛ばされた人体の挙動をゴム人形と近似して行うラグド

ールと呼ばれる手法も広く使われている。
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③ エフェクト技術

ゲーム中で表示される火花や煙、破片等、映画で言うところの特殊効果に当たるものをエフェ

クトと呼び、専用のプログラマが割り当てられることが多い。また、２D のゲームにおいても、

ゲームの見た目をよくするために、エフェクト技術が使用される。

代表的な処理に以下のようなものがある。

a. 高速パーティクル処理

火花や煙、破片等、小さな物体をパーティクルと呼び、その挙動を作成するには数が多く

なりすぎて上述の物理シミュレーション法を使うと処理が重くなりすぎる。そこで、パー

ティクルの処理では、多少めり込むなど物理的におかしくても高速な処理が行われること

が多い。どう処理を省き、それらしく見える物にするかということが必要になる。

④ AI シミュレーション

ゲームにおけるキャラクタの挙動について、それを制御する技術をAIシミュレーションと呼ぶ。

たとえば、戦闘ゲームやスポーツゲームにおける、敵キャラクタや仲間キャラクタを、プレイヤ

ーの動きに合わせてどう動かすか、などである。ゲームのおもしろさが、この AI に依っている割

合は非常に大きい。AI に必要な処理としては、まず、経路探索・空間分割のような状況把握アル

ゴリズムが基本にあり、それを用いて、プレイヤーを攻撃したり、援護したりする行動を取るこ

とになる。

主として NPC（Non Player Character）を制御することが多いが、それ以外の地形やゲームの流れ

全体を制御することもある。

このカテゴリに必要な知識として大まかに以下のような物が考えられる。

a. 経路探索アルゴリズム

AI 処理に必要な基本的な処理のひとつ。ステージ上のある点からある点へどういう経路を

取れば移動できるかを調べる。A*など、代表的なアルゴリズムがいくつかあるが、それぞ

れのゲームの性質によって使いわけたり改良したりすることが一般的である。

b. 空間分割アルゴリズム

ステージ上の空間を、小部屋や通路の連続として分解し、プレイヤーや他の NPC との関係

を理解する処理を出来るだけ簡単にするためのアルゴリズム。BSP 法が主に用いられるが、

これもゲームの性質によって、様々な方法が用いられる。

c. 戦闘アルゴリズム

プレイヤーをどう攻撃するかのアルゴリズム。ゲームの基本部分のひとつである。

d. 集団アルゴリズム

敵や味方が複数出てくる場合、どう集団として協調するかというアルゴリズム。

e. NPC 制御アルゴリズム

プレイヤー以外の敵や味方などをどう制御するかというアルゴリズム。オンラインゲーム

等ではいかに違和感なく人間の操作するプレイヤーに似せるかどうかも必要になってくる。 
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⑤ ユーザインターフェース

昨今、パッドなどの入力デバイスやディスプレイなどの出力デバイスに手を入れることで、ゲ

ームのおもしろさを拡張する動きが出てきている。家庭用ゲーム機においても例外ではなく、今

後の技術の動向には気を配らなくてはならない。

簡単に例を挙げると、以下のような物がある。

a. 多機能コントローラ

今までの方向キー＋複数のボタンだけではなく、たとえば感圧センサーや傾きセンサー、

ポインティングデバイス、タッチパネル等、様々な物が入力デバイスとして採用されてい

る。入力だけではなく、コントローラ自体が振動したり、スピーカーがついたりと同時に

出力機能が実装される場合も多くなってきた。これらに関してはそれぞれのセンサー等の

理解と、各ゲーム機メーカが出してくるライブラリの実装の仕方の理解が必要になる。ま

た、各ゲーム機に標準的に USB のコネクタがつくようになってきたため、ゲーム個別にデ

バイスを作ることも多々あり、その USB のドライバをプログラマ側で作成することもある。

この場合は USB の仕様の理解も必要になってくる。

b. 画像認識技術

USB 等を経由してゲーム機側にカメラからの映像を取り込み、それを使うゲームも出てき

ている。たとえば撮った人間の動きを検出してゲームの入力として扱ったり、カードを撮

ってどの種類のカードなのかを認識する技術等がある。携帯など別の業界では、顔認識で

誰かなのかを判定する技術や、表情認識等の技術もあり、これらがゲームに応用される可

能性も大いにあるだろう。

c. 光学技術（立体映像・ドーム映像）

主に業務用の技術として表示系を一般の TV/ディスプレイに限らず、大きなドーム型に投影

したり、立体映像として出力したりするゲームも出てきている。ハードウェアだけではな

く、ソフトウェアについても、それぞれについて特性を理解し、それに合わせた形で画像

を構成する技術が必要になる。

d. マルチチャンネルサラウンド

DVD や HDTV の普及に伴い、家庭にも 5.1ch や 7.1ch のアンプが普及し始めている。ゲー

ム機にもそれに対応した出力機能がつくようになってきており、徐々に対応することが当

たり前な状態になりつつある。

e. 音声認識・合成

携帯型ゲーム機において顕著であるが、音声認識を使ったゲームが徐々に増えてきている。

また、料理レシピ等実用ソフトも近年ゲームとして出てきており、そこで大量のデータを

ゲーム内で音声としてしゃべらせるための音声合成技術も必要となってきている。この分

野では家電系メーカが先行しており、そこからミドルウェアとして供給されることも多い。 
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⑥ システムプログラム

ファイル管理やメモリ管理、実行単位の管理等を総称してシステムプログラムと呼ぶ。ゲーム

機メーカ提供のライブラリをよりそのタイトルに使いやすくするための処理を作成することが多

い。また、デバッグのための機構なども含み、この部分の作りの善し悪しで開発効率も変わる、

ハードウェアの深い知識と、高いノウハウが必要になる。

また、新しいデバイス等に対応するのもこの領域で行われることが多い。その場合は USB など

のインターフェースの知識が必要になる。

あるいは、ゲームの流れの部分の処理や、AI 処理などを、C、C++などのプログラム言語ではな

く、スクリプト言語で記述することも近年多くなってきている。この場合、それを解釈する部分

をやはりシステムプログラマが作成することになる。

a. DVD,BD 等ディスクメディア操作

家庭用ゲーム機では、その媒体に DVD、BD といったディスクメディアが使用される。PC

などでよく使われる HDD などとは違い、シークが遅く、リードエラー処理が必要になるな

ど、気をつけなければならない点は多い。シークを出来るだけ少なくし、高速にファイル

を読み込むために、読み込み順にファイルを並べて 1 ファイルにパッキング化したり、圧

縮したりするなどのテクニックが必要になる。

また、近年では BGM などはすべてゲーム中にディスクから逐次少しずつデータを読み込ん

でいくストリーミング再生を行うことが多くなってきており、さらにそれと平行して同時

にデータを読み込む処理を行うマルチストリーム処理などが必要になってきている。

b. USB 等デバイス操作

家庭用ゲーム機では、ユーザのデータが保存されるメモリーカード等の外部保存デバイス

の扱いに関して、ゲーム機メーカのチェックが厳しく、毎回気をつけなければならないポ

イントになる。このあたりは各社のノウハウとしての蓄積が必要になる。また、それ以外

でも、USB を使った独自デバイスを作成することもあり、その場合は USB 規格の知識が必

要になる。

c. メモリ管理技術

通常のメモリ管理関数はメーカ製ライブラリとして提供されるが、速度面やデバッグ効率

の面で問題があり、独自にメモリ管理関数を書くことも多い。確保するメモリの粒度によ

って管理方法を変え、速度を改善したり、どのオブジェクトが確保したメモリなのかを記

録するようしたりしてデバッグ効率を上げることがある。

d. 組み込み用スクリプト言語

ゲームが大型化するにつれ、ゲームの流れや敵などの配置処理の部分をインタプリタ型の

スクリプト言語で記述することも多く行われるようになってきた。トライアンドエラーの

サイクルを短くし、デバッグの手間を少なくすることが出来る。独自の言語を作成する場

合もあれば、既存のオープンソースな言語を用いることもある。後者の場合は、lua や lisp、

Javascript 等が考えられる。 
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⑦ グラフィックプログラム

ゲームの見栄えの部分を司る、非常に重要なカテゴリである。近年、ハードウェアの進歩に伴

って、シェーダと呼ばれるグラフィックスプロセッサ用のプログラミング言語が多く用いられる

ようになってきた。表現できることに自由度が増え、いろいろなことが出来るようになった反面、

速度面での見積もりが難しくなってきており、リアルタイムが必須とされるゲームのプログラム

では見栄えと速度のバランスがもっとも大きな問題になってきている。

a. シェーダを用いた CG 表現手法

頂点シェーダ(vertex shader)、ピクセルシェーダ（pixel shader。フラグメントシェーダ

fragment shader とも呼ばれる）を使って、頂点ごと、ピクセルごとに演算処理を行い、 終

的にそのピクセルの色を設定する手法が一般的になってきている。自由度が高い反面、い

ろいろ処理を入れるとすぐに処理速度がかかるようになってしまう。すでにいろいろな CG

手法が開発されてきており、それらを参考に独自のシェーダを作成していくことが多い。

b. HLSL,Cg 等でのシェーダプログラミング

シェーダをより高レベルな言語で書けるように、C ライクな構文の、HLSL(High Level Shader

Language) ,Cg といった言語が登場し、現在ではほとんどこれらを使って開発している。

c. グラフィック描画パスの構築

近の CG 手法では、単純に順番にモデルを描画するだけではなく、影を書くために光源方

向から見たモデルを別に描画したり、高速化のために手前から書いたり、半透明のために

奥から書いたり、それぞれ違う処理を同じモデル群に対して順番に行って行く必要がある。

これらひとつひとつの処理を描画パスと呼ぶ。描画プログラム中で、このパスをどういう

順番でどう実行していくかが、問題になることが多い。

d. ターゲットゲーム機の処理特性の理解

家庭用ゲーム機ではそのグラフィックチップによって、全く特性が異なり、あるゲーム機

で速度を出すための手法が、違うゲーム機では全く役に立たないこともよくある。それぞ

れのゲーム機の特性をよく知らないと 適化は出来ない。

e. オブジェクトカリング手法

出来るだけ高速に描画するために、少しでも描くオブジェクトの量を減らす必要がある。

その減らす処理をカリングと呼ぶ。基本的なのは、カメラから見えない物は表示しないと

いう視錐体カリングだが、それ以外にも Z バッファを使う場合の Z カリングや、その場所

から見えない物をカリングする PVS カリングなど、様々なカリング手法がある。

f. シーングラフ手法

各オブジェクト間を管理するデータ構造をシーングラフと呼び、それをどう管理するかと

いうことが重要になってくる。いくつかの代表的な構造を元に各タイトルに合わせてカス

タマイズしていくことが多い。前述したグラフィックの描画パスやカリング手法とも絡み、

どう効率よく描画、カリングできるかがこのデータ構造に関わってくる。

g. アニメーション（モーション）処理
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物体をデザインツールで指定したとおりに動かすことをアニメーション（モーション）処

理と呼び、主に人体の場合に、各間接の角度を時間軸で変更していく処理として実装され

る。単純にデータを再生するだけではなく、よりなめらかに見せるために 2 つ以上のモー

ションを補完したり、上半身と下半身など、一部分だけ別のモーションを再生したりとい

ろいろな処理が行われる。また、目的の位置に末端を持って行くための関節角度を計算す

る IK（Inverse Kinematics）等と組み合わされることも多い。 

⑧ オンラインゲームクライアント技術

オンラインゲームのクライアントにおいては、スタンドアローンのゲームとは違ったノウハウ

が必要になってくる。本当にそのサービスの会員であるかを認証する必要があること、ネットワ

ークのレイテンシ問題、WAN につないでいることによるチートやアタック対策などである。 

a. ネットワークのレイテンシ、スループット制御

ネットワークの伝送速度は、現実には 10～100ms のオーダーであり、これは、60 フレーム

でのゲームでは数フレーム程度の遅れを意味する。これは相手の入力とそれに伴う挙動が

それだけ遅く伝わると言うことであり、完全に同期したゲームは作れないということであ

る。主に操作情報そのものを送るのではなく、各オブジェクトの位置や動きを送ったり、

操作によって起こる挙動イベントを別に送ったりする手法が用いられる。また、一度に送

れるデータ量に関しても制限があり、それをどううまく制御するかがノウハウになる。

b. 認証技術

ゲームのユーザ ID の管理として、サーバ側と協調して行うことが多い。あるいは、サーバ

がなりすまされていないかどうかを確認するためにも必要となる。

c. チートアタック制御

クライアントのプログラムやデータそのものを書き換えられたりすると、それ以外の一般

のユーザに対して圧倒的な優位でゲームを進めることができてしまい、ゲームの構造その

ものがなりたたなくなることもある。また、サーバやクライアントに対して DoS などのア

タックがかけられることも多々あるので、防御機構は必須になる。

⑨ モバイルデバイスプログラム

近年の携帯電話のゲーム環境の拡大は著しく、一昔前の家庭用ゲーム機並みの画面が出るよう

になってきている。開発環境は Java や Brew といった独特の環境が使われ、また端末ごとの性能

差をどう埋めていくかなど、家庭用ゲーム機とは全く違ったノウハウが必要になる。

a. Java, Brew プログラミング

携帯電話では Java が主に使われ、一部で Brew が使われている。いずれにしても使用でき

るメモリ量が限られているため、通常のプログラムと異なり、独特の工夫が求められる。

b. 各種クラスライブラリの知識

言語は同じ Java であるが、各キャリアから微妙に異なるクラスライブラリが提供され、そ
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の対応が必要になる。ほとんどの場合、主なキャリアすべてに対応する必要が出てくるた

め移植性に気を遣ったプログラムを書かなければならない。

⑩ サーバプログラム

オンラインゲームのサーバプログラムでは、ゲーム本体のプログラミングと全く違うノウハウ

が必要になる。ゲームのタイプにより若干は異なるが、ある程度は Web サイトやショッピング

サイト等に共通に必要な知識がある。以下にその主な領域をあげる。

a. ネットワークハードウェアの理解

サーバ側でどのようなハードウェア構成を取るかということ、まず一番重要な検討点とな

ることが多く、そのあたりのハードウェア知識は必須となる。主には負荷分散のために冗

長な構成を取り、それをコントロールする機器が必要となる。

b. スケーラブルなゲームサーバ、Web サーバ等の理解

オンラインゲームのサーバは、ゲームサーバ複数と Web サーバ等で構成されることが多い。

耐障害性や、ユーザの増加に対応するために、簡単に数を変更できる冗長構成をとらなけ

ればならない。

c. サーバネットワークプログラミング

ゲームサーバは、C や Java,Perl 等で構築され、TCP や UDP を使ったネットワークアプリケ

ーションとして構築される。当然、多人数をさばくためにマルチスレッドやマルチプロセ

スといった手法を使い、出来るだけ軽く多数のデータをさばいていかなければならない。

d. データベースプログラミング、（SQL 言語）

オンラインゲームの肝となる部分はユーザごとのデータを扱い、それを検索・更新する部

分である。これには一般的に RDB（リレーショナルデータベース）が使われ、SQL 言語に

よって操作される。データベースの操作には特有のノウハウが必要になる。

e. Perl、PHP 等、CGI 言語プログラミング

ゲームサーバ以外にも、Web 系の知識は必要になる。ランキング情報やログイン処理、ア

カウント管理などは、Web サーバが使われることが多く、それは CGI 処理として実装され

る。一般的な CGI 言語の知識が必要とされる。

⑪ サウンドプログラミング

サウンドプログラミングは、ゲームプログラムとは別のチームとして扱われることが多い。作

曲者などのサウンドアーティストと同じ部署で、どのゲームでも共通して使われるように作ら

れることが普通である。BGM には昔は Midi シーケンス等が用いられていたが、近年ではディ

スクからストリーミング処理でならすことが主流になってきている。また、5.1ch などのマルチ

チャンネルサラウンドも普及し始めているため、その対応も必要になることがある。

a. 音響工学
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近年 CPU の処理能力が上がってきたため、専用のサウンドハードウェアを使わず、すべて

CPU で波形処理することが多くなってきている。リバーブやピッチ変換といった基本的な

処理も、CPU で行うため、自由度が上がっている反面、作業量が増えてしまっている。 

b. ３D 音響モデリング

３D ゲームで、さらに臨場感を持った音を出すため、単純にパンとボリュームだけではな

く、壁の反射や材質等も考慮した音響モデリングを行うことも始まってきている。マルチ

チャンネルサラウンドと組み合わせて、よりリアルな音を目指す。

c. 音声圧縮フォーマット

BGM や音声をディスクからストリームできるようになったが、無圧縮の音声だと大きすぎ

るので、何らかの圧縮をかけることが多い。ADPCM 等が多いが、近年では MP3 や Ogg Vorbis、 

ATRAC のような処理は重いが高圧縮の圧縮形式も用いられるようになってきた。それぞれ

の特性を理解して使うことが重要である。

⑫ 開発環境制作

直接ゲームのプログラムには含まれないが、ゲームを開発する環境としてのツール群を作る必要

はある。特に大きなチームになると日々のルーチンワークをいかに効率よくこなす環境を構築す

るかで、チーム全体の作業効率向上に大きく寄与することが出来る。主としてデザイナが使うモ

デル・アニメーションなどのプレビューツールや、ゲームデザイナが使うイベント設定ツールな

どが作られることが多い。そのほか、３D ツールが出力するデータを実機用のデータにコンバー

トするツールや、膨大な作成データを管理するためのツール、開発チームの情報共有用の Web ペ

ージ、掲示板の制作など、その業務は多岐にわたる。そのため、その担当者も広い知識が求めら

れることが多い。

a. Windows プログラミング

デザイナやゲームデザイナが使うツールは主として Windows アプリケーションとして作成

されることが多く、Windows 上でのプログラムノウハウが必要となる。

b. CGI プログラミング

昨今では、チームの情報共有に Web がよく使われ、簡単な CGI を使って掲示板等を作るこ

とも多い。

c. PHP,Perl 等を使った Web アプリケーション

CGI プログラミングを一歩進めて、たとえばデータ管理や進捗管理などで、PHP,Perl を使っ

た本格的な Web アプリケーションを作ることもある。

d. Perl、Ruby 等 LightWeight 言語でのツール制作

テキストコンバータや一連の作業の自動化などで、perl や ruby といった言語を使って簡単

なツールを作ることは多い。一連のルーチンワークをこういう言語を使って簡単にツール

化すれば、かなりの時間の短縮が期待できる。

e. Excel 等の Office アプリケーション
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ゲーム内の各種パラメータや配置データなど、数値情報は Excel を使って管理されるケース

も多く見られる。マクロ等を駆使して、ひとつのアプリケーションのようなデータシート

を仕上げているケースもある。

f. 外部のツール、フリーソフトウエアの知識、情報

開発環境制作においては、外販するわけではないので、外部のツールやフリーソフト等を

使ってより効率よく優れた物を作ることを求められる。ネットから幅広く情報を集めて、

それを生かすことが求められる。

g. 一般的な画像形式、データフォーマットの理解

テクスチャやモデルデータ等、一般的な形式でオーサリングツールから出力されたデータ

を、独自形式のデータに変換することは良く行われる。よく使われるフォーマットについ

ては、どうすればプログラムに取り込めるのかを知っておく必要がある。

h. XML などによるデータ交換手法

昨今では、XML によってデータが出力されることが多くなってきている。独自フォーマッ

トもバイナリ形式でなく、XML 等を使うことで、相互運用性や、未来に渡って再利用しや

すくなることが期待できる。

i. XSI,Maya,3DStuidioMax 等の３D ツール知識

デザイナがモデルやアニメーションを作る環境である、３D ツールに関する知識は必要で

ある。ツールによっては、スクリプト等を使って一連の作業を自動化できる物もあり、こ

れらスクリプトをうまく整備することで開発効率を上げることが出来る。

（3）知識

プログラムに関連する知識に関するスキル

① OS・基本ソフトウェアの学習

プログラミングがＰＣ上でを行われ、入力・コンパイル・デバッグをアプリケーションによっ

て行う以上、プログラマにとって OS・基本ソフトウェアに関する知識は前提である。 

一般に開発環境には Windows 環境と Unix/Linux 環境があり、ターゲットに応じて、また処理内

容に応じて使い分けるので、それぞれについて 低限の知識が必要とされる。

② コンピュータグラフィックス

プログラマが直接グラフィックを作成することはないが、グラフィックデザイナの作成した素

材をターゲット上で処理するために、グラフィックに関するスキルが必要とされる。ハードウェ

アの進化とともに必要とされるレベルが上がり続けていて、単純なフレームバッファの仕組みか

ら質感などの高度な３Ｄ表現を可能にする為の処理まで様々な段階がある。シェーダプログラム

などを作成する為には、当然高レベルのスキルが必要とされる。

③ ゲーム物理
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ゲーム内で物理現象をシミュレートしたり、より高度な画像表現を実現する為に、数学や物理

に関する知識が必要とされる。かつては単純なものしか扱えなかったが、ゲーム機の高性能化に

よって、本格的なシミュレートを行うことが可能になるなどスキルの幅がどんどん広がっている。

また、ゲームでは良く採られる簡易モデル化（処理的に正確なシミュレートが不可能なため、近

い結果が得られるような簡素化したモデルを考案する）といった場合でも、当然対象に対する知

識が必要とされる。

④ ゲームハードウェア

ハードウェアに関する知識は、担当業務に応じて必要なレベルが異なる。内部処理プログラム

を作成する為には 低レベルでも可能であるが、デバイスプログラムとなれば当然高いレベルが

要求される。理想はデバイスプログラムやライブラリレベルでハードウェアの相違を完全に吸収

してしまうことである。デバイス・ライブラリ部分を含め、ゲームプログラムにおいてはしばし

ばハードウェアの特性を考慮したプログラムが要求されるので、重要性の高いスキルのひとつと

いえる。

⑤ データベースプログラミング

データベースに関するスキルは特にサーバプログラマに必要とされる。様々なデータを集積し、

時々刻々移りかわる状態を反映し外部の要求に応じて送信するデータベースの処理はゲーム上で

も必要になる。多人数ネットワークゲームのデータなどはその典型といえる。ネットワークに関

する知識・情報セキュリティに関する知識と密接に関係しているので、同時のそれらのスキルも

身についているのが望ましい。

⑥ 情報セキュリティ

ネット環境での開発が当たり前になった現在では、環境構築や運用に当ってセキュリティの基

礎的な考え方が必要とされる。また、サーバプログラム・ネットワークゲームプログラムなどで

は情報セキュリティスキルはより高いレベルが要求される。サーバプログラマには特に必要なス

キルである。

⑦ ネットワーク基礎

現在では開発環境がネットワーク上にあるのが前提であるため、ネットワークに関する基礎的

な知識は環境構築・運用に必須である。小規模なＬＡＮを構成したり、簡単なネットワークエラ

ーは自力で解決できることが望ましい。また、ネットワークに対応したゲームの場合ではさらに

重要性は高くなる。
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⑧ 基礎知識

プログラマに必要とされる基礎知識としては，代数幾何（ベクトル・行列、2 次元・3 次元空間），

微分積分，確率統計などの数学，計算論，アルゴリズム、言語、アーキテクチャなどの計算機科

学，視覚，聴覚，触覚についての心理・生理学，計測・制御学，があげられる。これらの基礎知

識は，個別の開発業務に対応するものではないが，複数のスキル・知識にまたがって必要となる

前提知識を含んでいる。これらを一から学ぶことは時間的にも業務への効果を考えても効率的で

はないが，各スキルの習得に難しいと感じたときには，これらの基礎知識に関する本などを調べ，

解決できることが望ましい．たとえば，スキル表の各スキルに対応する知識を挙げると次のよう

になる。

アルゴリズム：計算機科学(計算論・アルゴリズム・言語・アーキテクチャ)

ゲーム物理：数学（代数幾何，微分積分，計算幾何学），力学，ロボット工学，制御学

エフェクト技術：数学（微分積分）

 AI シミュレーション：数学（確率統計，代数幾何），制御学，計算機科学（計算論・アルゴリ

ズム・言語）

ユーザインターフェース ：数学（代数幾何，微分積分），力学，計測・制御学，心理・生理

学）

グラフィックプログラム： 3 次元空間，線形代数，微分積分，計算幾何学，計算機科学 

計算機科学はアルゴリズムに対して処理時間の見当をつけたり，高速化の見当をつけたりする

際に必要な知識であり，実際のアルゴリズムを開発しながら習得するとよい．

心理・生理学は，心・体についての知識である。たとえば，人間の反応速度や，視力の限界な

ど，プログラムの性能への要求について，見通しを立てるために役立つ。また，ゲーム機に用い

られるユーザインターフェースの進化に伴い，人間側の基礎知識として，心理・生理学の重要性

が増している．また，計測側の基礎知識としては，各種センサ(加速度・光・音・画像処理など)

や入力情報の処理といった用途から計測・制御学の重要性も増している．

3-2．キャリアパスの現状

 入社後、開発者各自が自らのキャリアパスを認識し、業務に従事しているかを今回実施の『ゲ 

ーム産業における経営戦略と人材マネジメントに関する総合調査（以下アンケート調査結果と称 

す）』より考査した。（Q10）『将来的なキャリアパスに関する情報』の提示は 6.7％と、ほとんど

の企業で実施されていない状況にあるように見受けられ、開発者に対するキャリア・パスが作られ 

ていない状況にあると思われる。またそれを裏付ける他の要因として、（Q12）『評価基準を開発者

に公開している』に対して『どちらともいえない』～『公開していない』の占める割合が（62.1％） 

半数以上の企業であり、この状況からも開発者に対する評価目標を認識させることが困難な状況で 

あると思われる。 

また、上記以外の要素として、ゲーム業界はまだ若い産業であり、社員平均年齢も 30 代前半で
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あり、キャリアパスの実例を開発者が見るケースが少なく、中々認識しづらい状況にあると 

推測される。 

ただし、現状のキャリアパスとしては、以下記載の通りのパターンがあると考えられる。 

キャリアの積み方として、以下のようなケースが考えられる。

・ある特定分野の専門家として、ジュニアクラスからシニアクラスにスキルアップすること

（例えば物理シミュレーションの専門家という意味）。

・ある特定分野の専門家であってもシニアクラスになってくるとチーム運営の一端を担うケー

スもあり、専門分野のセクションのリーダーとしてのマネジメントスキルが期待される

・プログラム全般の専門家として、幅広い能力発揮をする。チーム全体のシステムの方向性を

決める

・他分野におけるプログラマ（サーバプログラマから開発環境制作プログラマ）への転換

・プログラマからゲームデザイナ（プランナ）への職種転換し、ゲーム企画をする

・チーム全体のディレクタとして、プロジェクトを制作面から引っ張る

・プロデューサとして、総合的にチームを仕切る

・経験・知識を生かし、プログラム技術研究を行う（例えば、 新ゲーム機向けに共通技術の

開発・研究）

・経験・知識を生かし、学校の講師等

【ゲームプログラマキャリアパス例】 

ジュニア レギュラ シニア

企画

ディレクタ

プロデューサ

講師〔社内外〕

プログラマ

リーダー

R&D

＊各プログラマの職種間の異動も当然キャリアパスとして行われる 

＊実線は標準的なキャリアパスであり、破線はまれなケースでのキャリアパスである。 
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3-3．在職者の教育カリキュラムの現状

アンケート調査結果（Q6）より、現状の育成活動において『OJT』中心（96.6％）の指導がほと

んどであり、Off-JT（44.8％）、キャリア開発支援（34.5％）を実施している企業は半数を大きく

割る状況であった。しかし今回のアンケートの効果とも考えられるが、今後の育成活動に関しては、 

Off-JT（79.3％）、キャリア開発支援（75.9％）と 8 割近くの企業にて『OJT』以外の育成活動も積

極的に実施いていく考えを表明している。 

これはアンケート調査結果（Q5）の開発者（プログラマ）の活用に対する企業の考え方として、 

『ゲーム開発には、組織に蓄積したノウハウが重要であるため、当該人材を長期間雇用する』と 

の回答企業が圧倒的に主流を占めていることからも納得のできる結果であると考える。 

しかしながら、別のアンケート調査結果（Q10）では、『社内の教育訓練、キャリア開発に関する

情報』、『社外の教育訓練、キャリア開発に関する情報』の提供が今後においても全体の５割弱の 

企業であり、上記育成活動の改善伸び率と比較すると、まだまだ具体的に考えている状況である 

とは言いがたい状況にあると推測する。 

社外での『開発者の Off-JT』の手法としては、『CEDEC』（57.1％）が活用状況としては も高い

が、それ以外の国内・海外での研修機関・研究会の活用はほとんどされていない状況であり、なか 

なか外部研修の活用もうまく出来ていないのではと推測する。 

3-4．プログラマを育成するためには

プログラマの仕事は、企画が作成したゲーム仕様をもとに、グラフィックデザイナが制作した

映像素材やサウンドデザイナが制作した音素材を組み合わせて、ゲーム機上でインタラクティブ

に動くゲームとしてまとめていくのが仕事であるが、ゲーム仕様を具体的な設計仕様に落とし込

み、次に設計仕様にもとづいたプログラミングを行い、 後にデバッグをしてゲームの完成まで

の一連の業務をこなすのが役目である。そのような業務のために、「3Dシェーダ」、「共有ライブラ

リ」、「サーバプログラム」、「アプリケーションプログラム」、「ビジュアル作業支援ツール」、「サ

ウンド支援ツール」、「データ作成用ツール」、「データベース」、「開発環境の整備（ネットワーク）」

などの関連プログラムの開発も行うため、その仕事内容は非常に多岐にわたっている。 

また、企画からあがってきたゲーム仕様に従ってプログラミングするだけでなく、ゲームユー

ザの立場で遊びやすさや使いやすさを考えてゲーム開発をすることが要求される。そのため、プ

ログラマの資質として、開発業務をスムースに進めるコミュニケーション能力、ゲームユーザの

ニーズを捉える感性や柔軟な頭、より良い製品にしていくプロ意識が求められている。

以上の多岐にわたる仕事を立派に果たすプログラマを育成する方法は、単純な方法ではなく

種々の方法の組み合わせが考えられるが、ここでは、2つの視点（個人育成または組織育成、企業

内育成または業界内育成）からプログラマを育成する方法を検討した。次表には、検討結果のプ

ログラマ育成マップを示す。
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プログラマ育成マップ 

企業内育成 業界内育成 

個人育成 

① キャリアパスの明確化：

職務についてどのような技術をマスタ

ーすればよいのか明示することが重要

であり、さらに、上位の仕事内容を見え

るようにすることも必要である。 

② 評価育成の導入：

業績連動型賞与や発明考案の実績褒賞

制度を導入し、技術者のモチベーション

をアップさせることが積極的に行われ

つつあるが、技術能力の育成として、ゲ

ーム技術の社内論文制度や社内コンペ

ティションを導入し、ゲーム技術者が喜

んで自らの技術を開示し、お互いに技術

を切磋琢磨する環境作りが考えられる。

また、開示された技術を評価し人事制度

に反映させるで、モチベーションを高め

ることも方法のひとつとして考えられ

る。 

① キャリアパスの明確化：

企業の垣根を越えて、同一職種の技術者

がどのような能力を有するのかの基準

作りを行い、また、資格制度を検討する

ことも考えられる。 

② 評価育成の導入：

従来、ゲームの社会的評価は、作品とし

ての評価であるため、プロデューサやグ

ラフィックデザイナなどが主な評価対

象であり、プログラマが直接評価される

ことがなかった。ゲーム作品の裏方とし

てどのような新しい技術やアルゴリズ

ムを考案したのかを競う国内や国際的

コンペティションを導入することによ

り、ゲーム技術者が喜んで自らの技術を

開示し、お互いに技術を切磋琢磨する環

境作りが図られる。技術者が応募するに

当たっては技術開示を条件にすれば、個

人の育成ばかりでなく、業界全体の技術

者育成にもつながる。 

組織育成 

① 技術情報の共有と伝承：

従来のゲーム制作工程においては、開発

した技術情報の共有、伝承にあまり時間

をかける余裕がなかった歴史がある。し

かし、ゲーム開発期間の長期化と開発費

用のアップを考えると、同じ失敗を繰り

返さない効率的な開発体制を築く必要

がある。そのためには、ゲーム制作工程

の中に業務として、技術データやドキュ

メントを整理させ、共有と伝承する仕組

みの確立が考えられる。 

① 技術情報の共有と伝承：

CESA のような業界団体において、技術

情報の共有と伝承の仕組みを構築する。

・ ハンドブックや技術便覧を業界と大

学研究所で共同整備

・ 各企業からの技術者と大学研究者に

よる特定プロジェクト（最新シェー

ダ、ゲームエンジン、物理エンジン

の共同開発など）の共同推進。

・ 若手技術者のための交流の場（手軽

にミーティングができ、必要な技術

図書の閲覧もできる場）

- 審査意見（３月）（資料） - 241 -
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② 社内技術者による技術者教育：

日進月歩の発展を遂げる先端ゲーム技

術を目指す組織を充実することは重要

であるが、それだけでなく、技術を底辺

からアップすることにより組織として

の技術能力アップすることが重要であ

る。そのためには、OJT だけでなく、先

端技術内容を咀嚼できる優秀な技術者

による社内技術者に対する教育が有効

である。さらに、指導役の技術者に対し

ては人事上の評価があるなど、モチベー

ションアップも期待できる。

② 業界、大学研究所関係者による技術

者教育：

業界の指導的な技術者や大学研究者に

よる各技術分野の基礎から先端までを

開設する定期的な技術シンポジウムの

開催 

（例：IGDA主催ゲーム開発者セミナー、

SIG-GTやACM SIGGRAPH Course、LA 

SIGGRAPHなど）

- 審査意見（３月）（資料） - 242 -
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せるかの研究が重要である。映画、テレビドラマ等、内容、尺の異なるコンテンツの見せ場作り、

見せ方を研究することも大切である。必要とされるセンスが、写真や映像のカメラマンと共通す

るものが多いという点は、トレーニングのアプローチを考える上で、ぜひおさえておくべきであ

る。

5.共通して必要なスキル

職種に関係なく必要なスキルとして、ゲーム制作工程全体の知識、コンピュータリテラシー〔基

礎知識〕、コミュニケーション力、種々のポップカルチャーの知識が上げられる。特にコミュニ

ケーション力については、開発チーム規模が大きくなっていることや制作工程が細分化されて

いることから、セクション内あるいは、前工程や後工程との情報の伝達、共有が各開発チーム

の品質維持、アップ、スケジュールの維持において、 も重要なスキルとして認識されている。

以下、各スキルについて詳説する。

（1）ゲーム制作全般についての知識

・ゲーム開発をチームで進めるためには、チーム内で自己が求められる仕事内容を把握する必

要がある。そのため、ゲーム開発者各職種の業務内容及び相関関係。

・ゲーム制作の順序と流れ。（プロジェクト立ち上げからデバッグ、マスターアップまで）

プロジェクトの組織構成内容とその意味

・制作の際に注意するべき事。（知的財産、倫理規定）

についての知識が求められる。

（2）コンピュータリテラシー

ゲーム開発ではコンピュータを用いる。このため、職種を問わず、コンピュータについての

基礎知識、コンピュータリテラシーが必要となる。ゲーム開発のために必要なコンピュータリ

テラシーとしては、

・コンピュータ用語（CPU、GPU、メモリ、HDD、など）

・コンピュータの動作（ビット→バイト、メインメモリ→キャッシュなど）

・OS（Windows、Mac、ディレクトリ、ファイル、など）

・ネットワーク基礎（インターネット、メール、Web、サーバ、FTP、など）

・コンピュータ画像処理（レンダリング、MPG、JPEG、WMV など）

などが挙げられる。これらについては、言葉の意味を理解できる程度の基礎知識は職種によ

らず必要となる。 

また、業務用ゲーム機のプロジェクトや家庭用でも音楽ゲームのように専用インタフェース

を用いるプロジェクトに参画する場合には、機械設計・製造の手法や工程についての基礎知識

が必要となる。 

（3）コミュニケーション能力

コミュニケーション能力については、開発チーム規模が大きくなっていることや制作工程が

細分化されていることから、セクション内あるいは、前工程や後工程との情報の伝達、共有が

- 審査意見（３月）（資料） - 243 -
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各開発チームの品質維持・アップ、スケジュールの維持において、 も重要なスキルとなって

いる。コミュニケーション能力を分類すると、

・意思の表現力（会話、分かり易い説明）

・意思疎通の方法（認識を合わせる為の素材などの提示、映画やコミック、ラフ案）

・フィードバックの引き出し方（情報発信後の理解度や認識の確認）

・対複数人数に対しての意思疎通の方法（説明資料など）

・文書作成能力

が挙げられる。業務では、会議資料、企画書、仕様書、説明書、報告書、引継ぎ書など、文

書を用いたコミュニケーションも日常的に行われており、文書作成能力も重要なスキルとなっ

ている。 

（4）一般知識

ゲームは、エンタテインメント作品であることから、ゲームの制作において表現内容等につ

いての理解や意思疎通のために、他のエンタテインメントや現代文化についての基礎知識が必

要となる。 

・ポップカルチャー（共通言語として知っておくべき文化）たとえば、映画、アニメ、マンガ

など

・コンピュータグラフィックス（用語、隣接する映画やアニメ業界でのトレンド）

・美術（用語や手法。古典から近代美術・ポップアートまでの簡単な歴史）

・その他雑学（知っている事で役立つもの）たとえば、歴史（戦国時代、三国志、中世ヨーロ

ッパ）、メカもの（兵器から乗り物まで）など

また、簡単な数学の知識が必要となることも多い。

（5）英語力

英語については、世界中の技術者・デザイナ・研究者がドキュメント・企画書・論文などを

英語で作成していることから、日本語版のない資料を扱うことは避けられない。 新情報を得

たり、必要な資料を集めたりするために英語を読解することがどうしても必要となる。また、

GDC や SIGGRAPH のような国際会議に参加して情報収集をしたり、海外の企業と協業、外注

したりする機会もあり、リスニング力・会話力が必要となる場面もある。近年ではアジア地域

との協業・外注をする企業が増えているが、アジア地域でも、意思疎通に英語が用いられる場

合が多い。
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